
 

 

 

                         

 

 

 

 

平成29年度事業報告書 

 

第11期事業年度 

 

 

 

 

 

 

自 平成29年 4月 1日 

至 平成30年 3月31日 

 

 

 

 
 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目        次 

 
 
Ｐ－ １ 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｐ－ ２ 

Ｐ－ ４ 

 

 

Ｐ－ ６ 

Ｐ－ ６ 

Ｐ－ ９ 

 
 
 

 

Ｐ－１３ 

Ｐ－２５ 

Ｐ－３７ 

 
Ｐ－４５ 

Ｐ－４７ 

Ｐ－４８ 

Ｐ－５５ 

 

Ｐ－５６ 

Ｐ－６０ 

 

Ｐ－６１ 

Ｐ－６７ 

Ｐ－７０ 

Ｐ－７６ 

 

Ｐ－７７ 

Ｐ－８３ 

Ｐ－８４ 

Ｐ－８６ 

 

Ｐ－８８ 

Ｐ－９１ 

Ｐ－９２ 

 

Ｐ－９３ 

Ｐ－９４ 

 

Ｐ－９５ 

Ｐ－９６ 

Ｐ－９６ 

Ｐ－９８ 

Ｐ－１０１ 

Ｐ－１０１ 

Ｐ－１０１ 

Ｐ－１０１ 

 １ 法人の概要 
 （１）名称 
 （２）所在地 
 （３）法人設立の年月日 
 （４）設立団体 
 （５）中期目標の期間 
 （６）目的及び業務 
 （７）資本金の額 
 （８）代表者の役職氏名 
 （９）役員及び教職員の数 
 （10）組織図 
 （11）法人が設置運営する大学の概要 
 
 ２ 平成２９年度に係る業務の実績に関する自己評価結果 
（１）総合的な評定 

 （２）評価概要 
 （３）対処すべき課題 
 
３ 中期計画の各項目ごとの実施状況 

  Ⅱ大学の教育研究等の質の向上 
   １ 教育 
    （１）教育の成果 
    （２）教育内容等 
    （３）教育の実施体制等 
   ２ 学生への支援 
    （１）学習支援、生活支援 
    （２）経済的支援 
    （３）就職支援 

（４）留学生に対する配慮 
   ３ 研究 
    （１）研究水準及び研究の成果等 
    （２）研究実施体制等の整備 
    ４ 地域貢献、産学官連携、国際交流 
    （１）地域貢献 
    （２）産学官連携の推進 
    （３）国際交流 
    （４）県内の大学間の連携・協力 
  Ⅲ 業務運営の改善及び効率化 

   １ 運営体制の改善 
   ２ 教育研究組織の見直し 
   ３ 人事の適正化 
   ４ 事務等の効率化、合理化 
  Ⅳ 財務内容の改善 
   １ 自己収入の増加 
   ２ 資産の管理運用 
   ３ 経費の抑制 
  Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供 
   １ 評価の充実 
   ２ 情報公開の推進 
  Ⅵ その他業務運営に関する重要事項 
   １ 施設設備の整備 
   ２ 安全衛生管理や危機管理等 
   ３ 社会的責任 
  Ⅶ 予算、収支計画及び資金計画 
  Ⅷ 短期借入金の限度額 
  Ⅸ 剰余金の使途 
  Ⅹ 重要な財産の譲渡等に関する計画 
  XI  その他規則で定める事項 



 

1 

 

１ 法人の概要 

 
（１）名 称 

公立大学法人岡山県立大学 

（２）所在地  

      岡山県総社市窪木１１１番地 

（３）法人設立の年月日  

      平成１９年４月１日 

（４）設立団体 

      岡山県 

（５）中期目標の期間 

      平成２５年４月１日から平成３１年３月３１日 

（６）目的及び業務 

ア 目 的 

公立大学法人岡山県立大学は、人間を取り囲むさまざまな環境の中で調和のとれた発展を期し、地域

の課題や社会の要請に的確に応えるため、「人間・社会・自然の関係性を重視する実学を創造し、地域

に貢献する」ことを基本理念とする。 

この理念に基づいて、学術の進展と教育の振興を図り、福祉の増進、文化の向上、地域産業の発展等

に寄与する研究活動に取り組むとともに、知性と感性を育み、豊かな教養と深い専門性を備えて新しい

時代を切り拓く知識と高度な技術を身につけた実践力のある人材を育成する。 

イ 業 務 

(ア)岡山県立大学を設置し、これを運営すること。 

(イ)すべての学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談など学生生活に関する相談その 

他の援助を行うこと。 

(ウ)民間企業や試験研究機関等との間の共同研究や受託研究、技術指導等を実施するなど、法人以外の者 

と連携して教育研究活動の推進に取り組むこと。 

(エ)地域社会に貢献するため、公開講座を開設する等、地域住民に幅広く学習機会を提供するとともに、 

大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

(オ)前各号に掲げる業務を効果的かつ効率的に実施するため、附帯して必要となる関連業務を行うこと。 

（７）資本金の額      １２０億 ９,１６３万 ２,９４３円 

（８）代表者の役職氏名  

       理事長 辻 英明 

（９）役員及び教職員の数 

ア 役員  

理事長          １人 

副理事長        １人 

理事            ３人 

監事       ２人 

 役員計    ７人 

イ  教職員 

教員    １６２人（特任教員含む専任教員数。ただし、学長・副学長を除く。） 

職員     ４９人 

教職員計 ２１１人 
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（10）組織図 

      

【法人組織】   経営審議会  

     理事長 （学長）  

 役員会    副理事長（事務局長）  

  理事長（学長）    理事（産学官連携担当）  

 副理事長（事務局長）    委員（非常勤：学外者）４人  

  理事（教育研究担当）     

  理事（産学官連携担当）   教育研究審議会  

  理事（非常勤：学外者）１人    理事長（学長）  

  監事（非常勤：学外者）２人    副理事長（事務局長）  

     理事（教育研究担当）  

     理事（産学官連携担当）  

     委員（保健福祉学部長）  

    委員（情報工学部長）  

    委員（デザイン学部長）  

    委員（共通教育部長）  

    委員（附属図書館長）  

    委員（理事長指名）１人  

    委員（非常勤：学外者）２人  
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(大学院) 
   

看護学専攻（博士前期課程） 
 

          

            

【大学組織】 

  

保健福祉学研究科 
   

栄養学専攻（博士前期課程） 
 

      

            
      

 
   

保健福祉学専攻（博士前期課程） 
 

          
            
      

 
   

保健福祉科学専攻（博士後期課程） 
 

          
            
      

情報系工学研究科 
   

システム工学専攻（博士前期課程） 
 

          
            
      

 
   

システム工学専攻（博士後期課程） 
 

          
            
      

デザイン学研究科 
   

デザイン工学専攻（修士課程） 
 

          
            
      

 
   

造形デザイン学専攻（修士課程） 
 

          
            
      

(大 学) 
   

看護学科 
 

          

            
      

保健福祉学部 
   

栄養学科 
 

          
            
      

 
   

保健福祉学科 
 

          
            
      

 
   

情報通信工学科 
 

          
            

学 長 
 

副学長 
   

情報工学部 
   

情報システム工学科 
 

        
 

 
          

     
 

   
人間情報工学科 

 

          
            
      

デザイン学部 
   

デザイン工学科 
 

          
            
      

 
   

造形デザイン学科 
 

          
            
      

共通教育部 
   

 
 

          
            
      

 
   

大学教育開発センター 
 

          
            
      

教育研究開発機構 
   

国際交流センター 
 

          
            
      

 
   

学術研究推進センター 
 

          
            
      

総合情報機構 
   

情報基盤活用推進センター 
 

          
            
      

 
   

広報メディア開発センター 
 

          
            
      

 
   

産学官連携推進センター 
 

          
            
      

地域共同研究機構 
   

地域連携推進センター 
 

          
            
      

 
   

ＣＯＣ＋推進室 
 

          
            
               
      

附属図書館 
      

図書班 
 

             
               
      

 
   

企画広報室 
  

 
 

            
               
      

 
   

 
  

総務班 
 

            
               
      

事務局 
   

総務課 
  

学部事務班 
 

            
               
      

 
   

 
  

経理班 
 

            
               
      

 
   

教学課 
  

教務班 
 

            
               
      

 
   

 
  

学生支援班 
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（11）法人が設置運営する大学の概要 

大学の名称 岡山県立大学 

大学本部の位置 岡山県総社市窪木１１１番地 

学長の氏名 辻 英明（公立大学法人岡山県立大学理事長） 

学部等の名称 
 

修業 
年限 

入学 
定員 

収容 
定員 

開設年度 備 考 

 
保健福祉学部 
  看護学科 
  栄養学科 
  保健福祉学科 

年 
 
４ 
４ 
４ 

人 
 

４０ 
４０ 
６０ 

人 
 

１６０ 
１６０ 
２４０ 

 
 
平成５年４月 
平成５年４月 
平成５年４月 

 
 
 
 
 

情報工学部 
  情報通信工学科 
  情報システム工学科 
  人間情報工学科 

 
４ 
４ 
４ 

 
５０ 
５０ 
４０ 

 
２００ 
２００ 
１６０ 

 
平成５年４月 
平成５年４月 
平成27年４月 

 
 
 
名称変更 

デザイン学部 
  デザイン工学科 
  造形デザイン学科 

 
４ 
４ 

 
４０ 
５０ 

 
１６０ 
２００ 

 
平成18年４月 
平成18年４月 

 
学科再編 
   〃 

保健福祉学研究科 
（博士前期課程） 
 看護学専攻 
  栄養学専攻 
  保健福祉学専攻 
（博士後期課程） 
 保健福祉科学専攻 

 
 
２ 
２ 
２ 
 
３ 

 
 
７ 
６ 
７ 
 
５ 

 
 

１４ 
１２ 
１４ 
 

１５ 

 
 
平成９年４月 
平成９年４月 
平成９年４月 
 
平成15年４月 

 
 
 
 
 
 
定員変更 

情報系工学研究科 
（博士前期課程） 
 システム工学専攻 
（博士後期課程） 
  システム工学専攻 

 
 

２ 
 
３ 

 
 

５２ 
 
６ 

 
 

１０４ 
 

１８ 

 
 
平成25年４月 
 
平成11年４月 

 
 
専攻再編 
 

デザイン学研究科 
（修士課程） 
 デザイン工学専攻 
 造形デザイン学専攻 

 
 
２ 
２ 

 
 
７ 
９ 

 
 

１４ 
１８ 

 
 
平成22年４月 
平成22年４月 

 
 
専攻再編 
   〃 

附属施設等 
 
 

附属図書館 
共通教育部 
教育研究開発機構 
総合情報機構 
地域共同研究機構 

学生数  １,８３３人 

教員数 １６２人（専任教員数。ただし、学長・副学長を除く） 

職員数       ４９人 
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【 大学の沿革 】 

平成 5年 4月 
 

 9年 4月 
10年 4月 
11年 4月 
12年 6月 
14年 4月 
15月 4月 
15年 6月 
17年 8月 
17年10月 
18年 4月 
 

 
19年 3月 
19年 4月 
22年 4月 
 
 
 
 
 
23年 4月 
24年 3月 
24年 4月 
25年 4月 
 
 
 
 
 
26年10月 
27年 3月 
27年 4月 
 
 
 
 

 
 
27年10月 
28年 3月 
29年 3月 

岡山県立大学（保健福祉学部・情報工学部・デザイン学部）開学 
岡山県立大学短期大学部開学 
大学院保健福祉学研究科、情報系工学研究科（修士課程）開設 
大学院デザイン学研究科（修士課程）開設 
大学院情報系工学研究科（博士後期課程）開設 
共同研究機構設置 
保健福祉支援センター設置,メディアコミュニケーション支援センター設置 
大学院保健福祉学研究科（博士後期課程） 開設 
サテライトキャンパス設置（～平成18年７月） 
全学教育研究機構設置 
地域共同研究機構、産学官連携推進センター、保健福祉推進センター設置 
情報工学部スポーツシステム工学科設置 
デザイン学部の学科再編：ビジュアルデザイン学科・工芸工業デザイン学科 
 → デザイン工学科・造形デザイン学科 

岡山県立大学短期大学部閉学 
公立大学法人岡山県立大学設立 
保健福祉学部保健福祉学科改組 
大学院情報系工学研究科の専攻（博士前期課程）設置 
人間情報システム工学専攻設置 

デザイン学研究科の専攻（修士課程）再編 
ビジュアルデザイン学専攻・工芸工業デザイン学専攻  
→ デザイン工学専攻、造形デザイン学専攻 

認定看護師教育センター設置 
メディアコミュニケーション推進センター廃止 
福祉・健康まちづくり推進センター設置 
保健福祉学部保健福祉学科改組(社会福祉学専攻・子ども学専攻) 
設置 
大学院保健福祉学研究科（博士前期課程）の看護学専攻再編 
（保健師国家試験受験資格取得） 
大学院情報系工学研究科（博士前期課程）の専攻再編 
大学院情報系工学研究科システム工学専攻（博士前期課程）設置 
大学教育開発センター設置、国際交流センター設置 
福祉・健康まちづくり推進センター廃止 
情報工学部人間情報工学科 名称変更(旧スポーツシステム工学科) 
共通教育部 名称変更(旧 全学教育研究機構) 
教育研究開発機構設置 
総合情報機構設置 
情報基盤活用推進センター設置 
広報メディア開発センター設置 
地域連携推進センター設置 
学術研究推進センター設置 
認定看護師教育センター廃止 
保健福祉推進センター廃止 
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２ 平成 29 年度に係る業務の実績に関する自己評価結果 

（１）総合的な評定 

 

評 定 中期計画の進捗は順調 

 

  第２期中期計画の５年目にあたる平成 29 年度は、３つの運営方針（①全学教育に教養教育を積

極的に導入する。②国際交流を促進するとともにグローバル教育を推進する。③地域貢献につい

て戦略的に取り組む。）を具体的に実行するため、28 年度までに行った大きな組織改編のもと、

効果的な大学運営に努めるほか、COC+事業を引き続き推進し、より積極的な事業展開を行ってい

る。 

こうした背景を考慮し、29 年度における中期計画の進捗状況全体についての総合的な自己評価

は「順調」とした。 

なお、中期計画期間終了年度となる 30 年度に際しては、これまでの取組状況の検証を行いなが

ら、より効果的・機動的な事業実施に努め、第 2 期中期計画の達成に向けて取り組んでいく必要

がある。  

 

（２）評価概要 

 

ア 全体的な状況 

大項目ごとの自己評価の詳細は次のとおりであった。 

大項目Ⅱ「大学の教育研究等の質の向上」では、「達成」が 9％（5 項目）「概ね達成」が 86％

（49 項目）「やや未達成」が 5％（3項目）であった。 

    大項目Ⅲ「業務運営の改善及び効率化」では、「概ね達成」が 90％（18 項目）「やや未達成」

が 10％（2項目）であった。 

大項目Ⅳ「財務内容の改善」では、11 項目全てが「概ね達成」であった。 

大項目Ⅴ「自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供」は、2 項目とも 

に、「概ね達成」であった。 

大項目Ⅵ「その他業務運営に関する重要事項」では 6項目全てが「概ね達 

成」であった。 

 

 

イ 大項目ごとの状況 

 

 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する事項 

 

評 定 中期計画の進捗は順調 

 

１ 教育 

①  看護学科の国家試験合格率は、看護師、助産師ともに受験者全員合格の 

100％で、目標を達成した。 

② 栄養学科の管理栄養士国家試験の合格率は 95.2％であり、29 年度の目標値 97％は達成でき

なかった。（中期計画の目標 95％は達成） 

③ 保健福祉学科では、既卒者による合格体験を聴講する機会の創出、教員による個別・グルー

プ学習の支援などにより、社会福祉士国家試験の合格率は 79.5％と昨年度の 71.8％は上回った

が、目標の 80％は達成できなかった。 
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④ 情報工学部では、時代の要請を踏まえ、平成 26 年度に開講した科目「人工知能」をさらに深

化させた科目「人工知能Ⅰ」「人工知能Ⅱ」を 30 年度から開講することとした。 

⑤ デザイン学部では、アクティブ・ラーニング室を充実し、講義や演習授業だけでなく、会社

説明会など多様な教育体系に柔軟に活用した。 

⑥ 大学院教育では、いずれの研究科においても、海外研究者との交流、国際的な場での研究発

表の奨励、国際学会への参加等、グローバル人材の育成に努めた。 

⑦ COC+事業の一環である副専攻「岡山創生学」において、「地域再生実践論」及び「地域協働演

習」を新規開講し、受講アンケートの結果、約 85％の学生が“社会活動への参画の必要性を認

識した”と回答し、同専攻の開設効果が確認できた。 

⑧ 専門科目内容を重視した語学教育科目として、「保健福祉学スタディツアー」を単位化し実

施した。実施後アンケートから、専門科目及び英語に対する学修意欲の向上が見られ、実施効

果を確認した。 

⑨ 平成 28 年度に見直した各学部の 3つのポリシーに基づいて、学修成果を評価する教学アセス

メント・ポリシーを策定した。 

⑩ 全学情報市システム（学務系）の本稼働を開始し、履修登録・成績評価等の学務に関する業

務の効率化を実現した。 

 

２ 学生への支援 

① 平成 28 年度に学生会館内に設置した学生支援室 SAS(Student Activity Station)での学生の

自主学習やグループワークでの活用を奨励し、学生の主体的活動の支援を行った。 

② 車イスに対応した低振動ブロック舗装や部室棟のスロープの施設整備、車イスの学生に対す

る通学支援の実施等、全学的な対応に努めるとともに、学内で障害を持つ学生をサポートする

学生活動団体の活動を支援するなど、障害者差別解消法に基づく合理的配慮を実施した。 

③ 30 年度開講科目の「地域インターンシップ」について、岡山県、岡山市、総社市及び真庭市

を受入れ機関として確保し、平成 30 年度開講に向けた準備を行った。 

④ 県大吉備塾を全 7 回開催し、各方面で活躍する卒業生からの助言や情報により、在学生のキ

ャリア形成を支援した。 

 

３ 研 究 

① 教員の教育活動や研究成果など、教員に係る情報を一元管理するためのデータベース「大学

教員活動実績データ管理システム」を構築した。 

② 3 重点領域、6プロジェクトの共同研究を積極的に推進した。（参照：Ⅱ－３－(２)－ア項目

NO.51） 

 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流 

① 機構内に設置した COC+推進室を中心にして、事業協働機関とともに、教育改革、域学連携及

び産学連携に関する地域の「地（知）の拠点」としての取組を進めた。（参照：Ⅱ－３－(１)－

ウ項目 NO.41） 

② 県内中小企業と本学との連携を強化し協働を促進するため、経済団体・県産業振興財団・県

内企業及び本学で構成する岡山県立大学協力会設立準備会を立ち上げた。 

③ 平成 28 年度に定めた４つの重点分野について包括協定を締結している 4 自治体と協議の上、

コモンズ公開講座 10 講座、コモンズ子育て支援事業 4 回及び各種事業（総社市 5 件、備前市 3

件、笠岡市 1件、真庭市 1件、その他の市町 2件を企画・実施した。 

④ 平成 28 年度末に廃止した保健福祉推進センターの業務のうち、必要なものについて地域連携

推進センターに引き継いで実施した。（実施内容：看護・栄養・保健福祉各分野の研究会、県大

そうじゃ子育てカレッジでの親子で楽しむ音楽会・保育ステップアップ講座、糖尿病相談室等） 

⑤ OPU フォーラム 2017 を本学で開催し、本学教員の展示や企業・団体等の展示だけでなく、研

究のデモブースなどを設けた。展示数は学内・学外とも過去最高となった。 

⑥ 平成 28 年度に情報工学部が学部間協定を締結したタイのカセサート大学と、1 月に大学間協

定を締結した。 
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⑦ COC+事業において、県内企業がタイに設置している自社工場への短期インターンシップを実

施し、情報系工学研究科の学生が参加することで、ローカルからグローバルへの展開に関する

活動を推進することができた。 

 

 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

 

評 定 中期計画の進捗は順調 

 

１ 運営体制の改善 

① 大学教育開発センターにおいて、FD・SD 合同の全学研修会を開催し、大学教育に係る学修機

会を創出し、知識の修得・情報の共有化が図られた。 

② 認証評価制度に関する省令の改正（平成 30 年 4月改正）により、大学における教育研究活動

等の見直しを継続的に行う仕組み（内部質保証の機能）が重視されることから、ＩＲを含めた

内部質保証を推進していく責任体制及び組織体制について検討を開始した。 

 

２ 教育研究組織の見直し 

① FD 研修事業を外部の講師の協力により実施し、平成 33年度入試改革に向けた高大接続改革、

ICT を活用したアクティブ・ラーニング等のテーマに関して課題等の共有を図った。 

 

３ 人事の適正化 

① 保健福祉学部助教を 1人削減し、COC＋推進室で特任講師１人を増員して全学的視点に立った

弾力的な人員配置を行った。 

 

４ 事務等の効率化・合理化 

① Web 出願の導入に向け、プロポーザル方式により業者を選定するとともに導入手順等の必要

な協議を進めた。 

② 全学情報システム（学務系）の本稼働を開始し、履修登録・成績評価等の学務に関する業務

の効率化を実現するとともに、運用後の状況を踏まえ、業務改善項目を精査し、さらなる効率

化のため改修を実施した。 

 

 

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 

 

評 定 中期計画の進捗は順調 

 

１ 自己収入の増加 

① 30 年度科学研究費助成事業の獲得は、前年度に比べ、件数は 64 件で 23％増、金額は 90,675

千円で 26％増となった。 

２ 資産の管理運用 

① 施設設備の長寿命化等を目的とする中期修繕計画を策定した。また、岡山 

県から「公立大学法人岡山県立大学施設等整備事業費補助金」の交付を受け、 

動物実験棟機械室内の設備更新を行った。 

 

３ 経費の抑制 

① 省エネルギーの徹底を図ったが、気候等の要因により、エネルギー使用量 

は前年度比 102.9％となった。 
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Ⅴ  自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する事項 

 

評 定 中期計画の進捗は順調 

 

１ 評価の充実に関する目標 

 ① 大学教育開発センター及び関係各所において、教学データシステムを平成29年度から導入

して、データ処理のための基盤整備を行った。また、教学IR部門（準備室）を当センター内に設

置し特任助教1名を採用し、IRの本格実施に向けたシステム整備を行っている。 

 

 

Ⅵ その他業務運営に関する重要事項 

 

評 定 中期計画の進捗は順調 

 

２ 安全衛生管理や危機管理等 

① 障害者差別解消法における障害のある方への合理的対応の視点から、トイレの改修（４箇所）

や車椅子の学生のための通路舗装工事など、バリアフリー対策工事を実施した。 

 

３ 社会的責任 

① 全教職員を対象としたハラスメント研修会を開催し、ハラスメント防止に係る意識啓発を行

うとともに、ハラスメント相談員を対象にした研修会を開催し、相談員の役割や相談を受けた

際の適切な対応方法について受講させた。 

 

 

（３）対処すべき課題 
 

第２期中期計画も５年経過した。過去５年間、現理事長が就任時に策定した３つの運営方針、

「全学教育に教養教育を導入する」、「国際交流を促進するとともに、グローバル教育を推進す

る」および「地域貢献に戦略的に取り組む」に基づいて、組織再編を含め、大学改革を果敢に推進

してきた。さらに、平成 27 年 9月に文部科学省の「地（知）の拠点大学による地方創生推進（COC+）

事業」に、本学が代表となる「地域で学び、地域で未来を拓く‘生き活きおかやま‘人材育成事

業」が採択された。本事業は本学に地域連携教育とよぶべき新しい教育システムを導入するとと

もに、産学連携と域学連携活動を推進するものであり、「地域貢献に戦略的に取り組む」という

運営方針に合致する取り組みである。本事業は、既に 3 年が経過し、徐々に成果を挙げているが、

これまでの成果を点検・評価し、本学が真に「地域から期待される知の拠点大学」を目指して、全

学を挙げて最重点事業として取り組む必要がある。 

また、30年度で第２期中期計画が終了し、31年度から始まる第３期中期計画の作成時期を迎え

ることから、これまでの活動実績・成果に対する評価を踏まえた更なる本学の発展に向け、今後

対処すべき課題として次の６つの事項を挙げ積極的に取り組んでいく必要がある。 

 

① 教育研究活動に関する課題 

本学は、深い教養、高い専門教育ならびに豊かな人間性をもち、地域で活躍できる人材を育成

することを教育目的にしている。それを達成するため、上述した３つの運営方針を策定した。こ

の方針に基づいて、まず、教育カリキュラムを見直し、修学基礎科目群、教養科目群、語学・国際

科目群、社会連携科目群の骨格からなる、人間力・社会人基礎力、コミュニケーション力、情報処

理・活用力の育成につながるカリキュラムを構築した。次いで、課題であった教養科目群の科目

構成について検討し、教育内容と一体性のある科目名に変更し、不要な科目を廃止して、妥当な

科目構成に再編した。再編したカリキュラムを平成 30 年 4 月から実施するが、引き続き、科目の
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構成及び内容については、点検・評価を行って教育内容の充実に努めていく必要がある。 

語学科目群において、English language program(ELP)は平成２７年４月より実施し、３年が経

過している。当該科目はバランスの取れた英語教育を行っているが、グローバル教育の推進には、

実際に活用しうる英語という視点が重要になるため、ELP の実践的な英語力の育成への効果につ

いて点検・評価を行い、実践的な英語力の向上を図る必要がある。  

国際科目群については、これまで、国際交流センターが中心になって語学・文化交流ならびに

スタディツァーを企画・実施しているが、29 年度では、83 名の学生がこれらの海外研修に参加し、

異文化理解を深め、グローバルな視野を醸成するとともに、世界観を広げることができている。

今後、より多くの学生がこうした海外研修に参加するよう奨励するとともに、研修内容が魅力あ

るものとなるよう充実していく必要がある。 

地域連携教育を推進する社会連携科目群においては、28 年 4月に副専攻「岡山創生学」を設置

し、２年が経過した。30 年 4 月より３年次生に対する地域連携教育が始まる。当該副専攻では、

県内４地域に設置した地域創生コモンズ等に、学生を送り出し、地域住民、企業、NPO などとの連

携活動を通して、学生のコミュニケーション力、課題の発掘・解決力、豊かな人間性を育むこと

を目的としているが、その内容を絶えず点検・評価して、内容の充実を図ることが必要である。 

第２期中期計画は５年経過するが、この間、主として教養教育の充実、グローバル教育の推進

および戦略的な地域貢献の取り組みを中心にして大学改革を推進してきた。少子・高齢化、グロ

ーバル化および AI・IoT の進展を通した第４次産業革命が進行し大学を取り巻く環境が大きく変

化する中で、本学が育成すべきスペシャリストのための専門教育については十分な検討が行えて

いなかった。第３期中期計画の策定時期を迎えるにあたり、従来の保健福祉学、情報工学及びデ

ザイン学に関する教育システムを抜本的に見直し、地域社会のニーズに合致した教育システムの

構築が必要となっている。現在提起される本学の教育システムの課題については、以下のとおり

である。 

保健福祉学部では、保健福祉学科と栄養学科の在り方について見直すべき課題がある。保健福

祉学科は社会福祉学専攻と子ども学専攻から成り立っている。28 年度に実施された認証評価にお

いて、教育目標が異なる２専攻を同じ学科に配置しているのはディプロマポリシー上、問題があ

ると指摘された。さらに、学科運営においても、両専攻は互いに独立した状況である。こうした

状況から、子ども学専攻の学科への改組が必要となっている。また、社会福祉学専攻では、社会

福祉士と介護福祉士の２つの国家試験受験資格が取得できる。社会福祉学専攻定員 40 名のうち、

30 名を介護福祉学コースの定員としているが、実際に介護福祉士として就職する学生は１０名に

満たず、しかも当該コースを選択した学生は同時に社会福祉学コースのカリキュラムを受講しな

ければならず、学生の学習負担が大きく、この解消が喫緊の課題になっている。また、社会福祉

士養成においても、近年ニーズが高まっているスクールソーシャルワーカーおよび精神保健福祉

士の養成を組み込むことも新たな課題となっている。 

一方、栄養学科は、現在、保健福祉学部に配置され、食生活を通して人びとの健康の維持・増進

を図る人材育成を行っている。本学は、昭和２４年に、岡山県民に栄養欠乏・食糧不足の解決に

貢献する目的で設置された岡山県栄養専門学校をルーツとしている。栄養学科の学問体系は基本

的には栄養学と食品学から成り立っている。食品学は県下の食品企業における人材育成および当

該産業の発展に寄与する学問分野である。岡山県の産業のうち、食品産業の発展は地方創生の立

場からも重要である。また、岡山県は農業県でもあり、食料生産が盛んである。従って、食品学及

び農学の分野で活躍できる人材を本学で育成する教育システムの設置は本学が今後取り組む一つ

の課題と考えられる。このような背景から、栄養学科の発展・充実等を検討することも必要であ

る。 

情報工学部は、情報通信工学科、情報システム工学科及び人間情報工学科の三学科から構成さ

れ、社会が最も期待する最先端のテクノロジーを専門とするコンピュータテクノロジー、インタ

ーネット関連ソフトウェアおよびハードウェア、ＡＩ、ＩｏＴを扱っている。現在、我が国では、

ＡＩおよびＩｏＴが大きく進展し、第 4次産業革命が進行して、大変革の時代が到来しているが、

情報工学部が大きく変革している社会をリードするという観点から、現在の教育システムを検証

し、岡山県下の産業の情報化に主導的に貢献できるよう改善していくことが必要である。 

デザイン学部はデザイン工学科と造形デザイン学科から成り、それぞれに２領域を設置してい

る。これらの領域のうち、デザイン工学科の建築・都市デザイン学領域は、他の領域と教育目標

及び内容が大きく異なる。さらに、岡山県下の建築業界から、岡山県には建築士養成大学は本学
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を除けば、岡山理科大学のみであることなどの理由から、当該領域を学科へ移行して有為な建築

士を養成することを強く要望されている。こうした背景により、当該領域の新学科への改組は重

要な課題となっている。その他の３領域については、視覚デザイン学および産業デザイン学の視

点から、教育研究活動がスムーズに行えるような体制に改組することが必要である。 

以上の教育研究上の課題を解決し、本学の教育研究体制を社会的変化に十分に対応したものに

できれば、本学が知の拠点大学としての揺るぎない地位を確立するとともに、地域の大きな期待

に応えることが可能となる。 

 

② 社会連携活動に関する課題 

本学は戦略的な地域貢献活動として自治体との連携活動を推進することにしているが、COC+事

業は本学の戦略的な地域貢献活動の趣旨と全く合致し、現在、最重点事業として取り組んでいる。 

当該事業は、本学から見た場合、地域連携教育を本学に新教育システムとして導入するもので、

その意義は大きい。一方、地域社会、特に自治体から見ると、こうした地域連携教育の推進が、結

果として、産学連携および域学連携活動の充実に繋がることに意義がある。当該事業はすでに３

年が経過しているが、地域連携教育については、これまでは、自治体や NPO に依存している面が

大きく、学生自身の企画が少ない。今後、本学の教員のレベルの向上および学生が企画する取り

組みを増やすことなどを通して、地域連携教育内容の質の向上が必要である。産学連携について

は、未だに本学の基本方針が作成されておらず、そのため、産学連携に関して体系的な取り組み

があまり進んでいない。早急に、基本方針を策定して、本学の産学連携の充実に努める必要があ

る。域学連携については、域学連携ワーキンググループのもとで、多くの企画立案が行われてい

る。当該活動はすでに多くの実績を上げているので、これまでの取り組みの点検・評価を行い、

その内容の質の向上が必要である。 

当該事業は、岡山大学など複数の大学との連携活動であるが、現時点では、他大学との連携活

動は十分とは言えないので、他大学が参加しやすいしくみづくりを含め、協働体制の強化を図る

必要がある。 

当該事業は４つの自治体（総社市、笠岡市、備前市、真庭市）との連携を基礎にしているが、本

学は 30 年 4 月には赤磐市及び岡山市と包括連携協定を締結し、COC+事業を拡大している。当該事

業は２年後に終了するので、事業終了後も、COC+事業の活動が継続できるように、各自治体と協

議し、連携を深め、その準備を行う必要がある。また、大学コンソーシアム岡山との連携も視野

に入れて準備していく必要がある。 

 

③ グローバル活動に関する課題 

国際交流を通じたグローバル教育を推進するために、本学では、国際交流センターが、学生の

海外派遣およびセンターにおける各種事業企画を通じて、英語教育およびグローバル教育に取り

組んでいる。 

国際交流を推進するには、海外大学との学術交流協定の締結は重要な課題である。大学教育開

発センターが中心になって、海外学術交流協定校の拡大に努めてきた。平成 30 年 4月現在、締結

した協定校は 9 か国１地域にまたがり、その数は 17 大学である。このうち、ウソン大学、四川・

南昌大学、雲林科学技術大学、ハサヌディン大学、モンテレー工科大学、アデレイド大学、ポート

ランド州立大学との交流は活発に行われているが、他の大学との交流は十分とは言えない。今後

の国際交流については、各大学の特徴を考慮して交流の内容の充実に努めるべきである。また、

これまでの国際交流は本学の資金だけに依存してきたが、今後は、「トビタテ！留学 JAPAN 日本

代表プログラム」や日本学生支援機構の「海外留学制度」などの公的助成金の確保にも積極的に

取り組む必要がある。 

平成 29 年度に海外から受け入れた留学生は 9名（大学院・学部 8 名、研究生１名）であったが、

平成 30 年 4 月時点では 14 名（大学院・学部 8 名、交換留学生 6 名）に増加している。留学生の

存在は、本学のグローバル化にとって重要な課題であるので、今後、住居の確保、単位互換制度・

ダブルディグリーの整備などを通して留学生の受け入れの増加を目指すべきである。 

 

④ 構成員の活動に関する課題   

本学は教員、職員および学生により構成されている。構成員が安心して働き、学修できる環境

の整備は大学の管理運営上必須の課題である。学生の相談窓口は、本学では、学生相談室、保健
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室、学生支援室が個別に活動し、複雑で、組織化されていない。また、就職について、学外から

は、どこが就職に関する窓口か分からないという意見があり、学外から見てわかりやすい窓口の

設置が求められている。この他、心理的サポートや障害学生の支援、ボランティア支援体制、イ

ンターンシップの充実、就職など進路開拓支援などの課題がある。こうした背景から、学生相談

の窓口を一元化し、学生生活支援およびキャリア形成支援を柱とする学生生活・キャリア支援セ

ンターの早急な設置が必要である。 

教育研究を含めた本学の活動には、教員および職員の協働活動が不可欠である。この教職協働

活動を充実するため、教職相互の教育開発上の課題共有と協働による解決に向けたきめ細かいＳ

Ｄ活動の強化が必要である。 

また、本学は開学して 25 年が経ち、設備・機器の老朽化が進んでいる。そのため、時代に合っ

た教育研究設備・機器の導入が必要となっている。さらに、対処する課題を解決するためには、

新たな教育研究施設の整備も必要となる。本学の教育研究活動を遂行する上で、こうした施設及

び教育研究に関する設備・機器の整備は速やかに行う必要がる。 

 

⑤ 管理運営に関する課題 

大学を最善の状態に保ち、更なる向上を保つため、業務の合理化を図り、戦略的かつ柔軟な大

学運営を行う必要がある。第 2 期中期計画においては、大学の情報共有を図る目的でグループウ

ェアの導入を図り、大学 IR を実現するために教学情報システムを一新した。次の課題として、導

入済みシステムの利用促進に加え、ワークフローの導入や経営 IR を実施することが望まれる。ま

た、大学の立てる目標の達成に向けた業務の合理化・効率化を図り、大学の管理・運営を円滑に

行えるようにしていく必要がある。 

 

⑥ 第３期中期計画の作成 

平成 31 年 4 月から始まる第３期中期計画の作成に向けて、平成 29 年 3 月に立ち上げた将来構

想委員会において、全学的な視点から専門教育を中心に見直しを行ない、改革案を作成した。今

後、本学は岡山県庁および関係者と協議を十分に行って、当該案をブラッシュアップし、改革案

に付随する施設・設備の整備および教員配置などに関しても実現可能な案を作成していく必要が

ある。 

 

  以上、６つの事項について、今後対処すべき課題として、教職員一丸となって取り組んでいく

ことにしている。 
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（注 記） 

１ 「実績状況欄」で他の最小項目の状況を参照する場合、該当箇所を年度計画の項目番号で

示し、追記している。 

例 （項目番号○○）       

 

３ 中期計画の各項目ごとの実施状況 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

建学及び教育研究の基本理念のもと、高度な専門性と豊かな人間性を身に付け、地域や社会

に貢献できる人材を育成する。 

(1) 教育の成果に関する目標 

 

中 

 

 

 

期 

 

 

 

目 

 

 

 

標 

ア 学士教育 

(ｱ) 保健福祉学部においては、高度で多様な能力を有し、地域社会における人々の健康の

増進と福祉の充実に貢献する人材を育成する。 

(ｲ) 情報工学部においては、情報技術を活用して、人間を中心に据えた社会の形成に貢献

できる技術者の育成を目指す。   

(ｳ) デザイン学部においては、あらゆる人間生活の場で、文化面での質を向上させる多様

で社会化志向の強いデザイナーを育成する。 

イ 大学院教育 

(ｱ) 保健福祉学研究科 

【博士前期課程】 

保健・医療・福祉分野において、社会の要請に応えうる新しい知識や理論を修得す

る教育研究を行い、優れた指導者、管理者、実践者等を育成する。 

【博士後期課程】 

人間の健康問題を生命・栄養・看護・福祉など多方面から科学的に解明するととも

に、これら諸分野の学術的な拠点を構築し、保健と福祉に関する諸問題を解決できる

高度な見識を備えた教育者、研究者を育成する。 

(ｲ) 情報系工学研究科 

【博士前期課程】 

情報工学とその関連分野である電子、通信、機械工学等の高度な知識と、柔軟な応

用力をもつ技術者、研究者を育成する。 

【博士後期課程】 

専門分野の深化と統合に留まらず、これを未知の分野に応用し、新たな問題発掘と

その解決に指導的な役割を果たせる教育者、研究者、技術者を育成する。 

(ｳ) デザイン学研究科 

【修士課程】 

デザイン理論の深化によるデザイン学の確立を目指すとともに、多様化したデザイ

ン環境に対応するため、高度な専門的知識・能力・技術と総合的視野を備えた指導的

実務者、研究者としてのデザイナーを育成する。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

Ⅱ 大学の教育研究等の
質の向上に関する目標
を達成するためとるべ
き措置 

Ⅱ 大学の教育研究等の質
の向上に関する目標を達
成するためとるべき措置 

 

１ 教育に関する目標を
達成するためとるべき
措置 

１ 教育に関する目標を達
成するためとるべき措置 

 

ア 現代社会の一員と
して生きる基礎能力
を養う。 

ア 「共通教育科目」を通
じて、思考力や判断力
を養い、豊かな教養と
高い人間性を身に付け
させる教育を行う。 

― 

イ 専門性を修得させ
るとともに、専門を
起点とする知識の拡
がりを把握させる。 

イ 学部教育における専
門科目間の連携に重点
を置き、専門性の修得
と専門を起点とする知
識の拡がりにつながる
教育を行う。 

― 

ウ 創造力と統合力を
修得させる。 

ウ 卒業研究を重点とし
て、課題解決力を養い
創造力と統合力を修得
させる。 

― 

エ コミュニケーショ
ン能力と継続学習能
力を育成する。 

エ 実験、演習及び実習
の授業科目を中心とし
たアクティブ・ラーニ
ングの取組や、地域を
志向する教育プログラ
ムとして平成 28 年度に
開講した副専攻「岡山
創生学」授業科目群に
よる地域連携教育を通
じて、コミュニケーシ
ョン能力、課題解決能
力及び継続学習能力を
育成する。 

― 

（１）教育の成果に関す
る目標を達成するた
めとるべき措置 

（１）教育の成果に関する
目標を達成するためと
るべき措置 

（１）教育の成果に関する目標を達成す
るためとるべき措置 

ア 学士教育 ア  学士教育 ア  学士教育 

（ｱ）保健福祉学部   （ｱ）保健福祉学部 （ｱ）保健福祉学部 

① 看護学科 
・ 確かな専門知識・
技術・判断力に裏づ
けされた高い倫理性
を持つ看護師・助産
師を育成するための

① 看護学科 
・ 看護実践能力を育成
するため、文部科学省
が策定する看護学教育
モデル・コア・カリキ
ュラムの項目に基づい

①看護学科 
・ 看護実践能力を育成するため、文
部科学省が策定した看護学教育モデ
ル・コア・カリキュラムの項目を整
理し、看護学科の特色を出すための
コアとなる教育方針を検討し、改正
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

教育を充実させる。 
・ ヒューマンケアリ
ングが実践できる能
力を育成するための
教育を充実させる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 国家試験の合格(％) 

 
※ ただし、保健師国家
試験の受験は平成27年
3月の卒業生まで 

国家 

試験名 

現状 目標 

看護師 99 100 

保健師 97 97 

助産師 100 100 

て、必要な教育内容等
の点検・評価を行う。 

・ 「看護アセスメント
学」において、多重課
題を設定した演習を実
施し、看護アセスメン
ト能力の向上を図る。 

・ 「ヒューマンケアリ
ング論」において、ヒ
ューマンケアリング能
力を測定する方策を検
討し、実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○国家試験の合格率(％) 

試験名 目標 

看護師 100 

助産師 100 

※学部での保健師教育は
24年度カリキュラム改
正をもって終了した。
（項目NO.6参照） 

カリキュラムの検討に取り組んだが
完成に至らず、平成 30 年度も検討を
継続していくこととなった。 

・ 「看護アセスメント学」では、多
重課題のシナリオを作成し、シミュ
レーション演習を実施した。シミュ
レーションモデルの台数が少ないた
め、20 名ずつ 2 班に分かれて実施し
た。ディブリーフングと実施を繰り
返すことで、自己の行動パターンや
観察・情報収集の視点が広がってい
た。  

・ 「ヒューマンケアリング論」で
は、平成 28 年度のヒューマンケアリ
ング能力等に関する調査結果をもと
に、対人援助におけるストレス対処
を教授内容に含めた。29 年度はさら
に詳細な対人援助場面におけるスト
レス状況とケアリング能力について
の調査を行った。この結果、対人関
係課題ストレスへの対処方略のうち
「問題解決のための他者への相談」
と「視点の転換」がヒューマンケア
リング能力と正の相関関係が見られ
た。したがって問題解決焦点型スト
レス対処方略のみならず、情動的お
よび回避的ストレス対処方略につい
て教授することの必要性が示唆され
た。 

○29 年度国家試験合格率(％)  

国家 
試験名 

合格者 受験者 合格率 
全国 
平均 

看護師 
37 37 100.0 91.0 

(42) (43) (97.7) (88.5) 

助産師 
4 4 100.0 98.7 

(4) (4) (100.0) (93.2) 

（ ）内は、28 年度実績 

② 栄養学科 
・ 栄養科学の基礎か
ら応用まで高度な知
識と実践力を育成す
る教育を充実させ
る。 

・ グローバルな視野
をもって問題を解決
できる人材を育成す
る教育を充実させ
る。 

 
 
 

②栄養学科 
・ 学生の実践力育成と
職業意識の向上のた
め、臨地実習先等と教
育・研究面での情報交
換会を開催する。 

・ 外国人による特別講
義への学生の参加を奨
励し、英語によるコミ
ュニケーション能力の
向上を図る。 

・ 管理栄養士国家試験
対策として、全ての 4
年次生を対象に業者模

②栄養学科 
・ 学生の実践力育成と職業意識の向
上のため、総合演習 I において臨地
実習指導管理栄養士を講師としてシ
ンポジウムを開催、栄養教育実習に
て実習先の管理栄養士を招聘し模擬
病室訪問における助言・指導を受け
た。また、臨地実習報告会において
も臨地実習指導管理栄養士の参加を
依頼し、他施設における実習内容の
把握や指導管理栄養士の交流を行っ
たことで、実習内容の充実につなが
った。更に臨床栄養学臨地実習の担
当者会議を実施（H30.1.19）すると
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○国家試験の合格率(％) 

国家 

試験名 

現状 目標 

管理栄

養士 

92 95 

 

試・学内模試を実施
し、その成績掲示を行
うとともに、成績不振
の学生について、個人
指導やグループ学習を
通じて支援する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○国家試験の合格率(％) 

試験名 目標 

管理栄養士 97 
 

ともに、情報交換を行い、学内実習
での課題の明確化と今後の改善策を
検討した。 

・ 学生の英語コミュニケーション力
向上を図るため、1月 26 日（金）に
ニュージーランドマセイ大学の
Jasmine Thomson 氏を招聘し、専門分
野の研究についての講義を 24 名の学
部生の参加で聴講し、専門に関する
英語のヒアリングや海外の栄養学研
究や取り組みへの関心が高まった。 

・ 平成 29 年度は管理栄養士国家試験
の合格率向上を目指し、６回実施し
た業者模試・校内模試の成績を掲示
し、学習意欲の高揚を図るととも
に、模擬試験の低得点者には個別面
談を実施後、グループで課題に取り
組み自主学習の環境を整える個別対
応を実施したが、合格率の目標値に
は満たなかった。 

 
○平成 29 年度国家試験合格率(％) 

国家 
試験名 

合格者 受験者 合格率 
全国 
平均 

管理 
栄養士 

40 42 95.2 54.0 

(39) (40) (97.5) (54.6) 

（  ）内は、28 年度実績 

③ 保健福祉学科 
・ 社会福祉学専攻で
は、実践力を備え新
しい福祉ニーズに対
応できる専門職を育
成するための教育を
充実させる。 

・ 子ども学専攻で
は、幼保一体化に対
応した専門職を育成
するための教育を充
実させる。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

② 保健福祉学科 
・ グローバル教育を推
進するため、学科が主
催する国際セミナーへ
の学生の参加を奨励
し、国際的な視野を涵
養する。 

【社会福祉学専攻】 
・ 現代社会の多様なニ
ーズに対応できる専門
性の高い福祉職を養成
するため、キャリア形
成のあり方を見直し、
それに沿ってカリキュ
ラム改正を進める。 

・ 社会福祉学専攻の定
員枠のうち、専門職
（介護福祉士）養成の
定員枠（厚生労働省所
管）が地域社会の実情
や本学の教育内容に沿
ったものとなっている
か見直しを開始する。 

・ ２つの専門職取得を
目指す学生の負担を考

③保健福祉学科 
・ 平成29年7月8日（土）カリフォル
ニア州立大学ソノマ校の長瀬鮎美先
生に多様性のあるアメリカ社会の抱
える現状を紹介していただき、保健
福祉学科の学生65名の参加があっ
た。また、平成29年9月19日（火）ス
ウェーデン農業科学大学のパトリッ
ク・グラン先生に「自然環境と健
康」というテーマで、スウェーデン
でうつ失業者のリカバリーで成果を
上げている環境科学の取り組み等に
ついて講義いただき、保健福祉学科
の学生7名が参加した。結果、国際福
祉に関する関心度を高めることがで
きた。 

 
【社会福祉学専攻】 
・ 現代社会の多様なニーズに対応で
きる専門性の高い福祉職の養成を見
据え、スクールソーシャルワーカー
ならびに精神保健福祉士両資格の取
得が可能となるためのカリキュラム
を構築するとともに、実習先を開拓
した。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○国家試験の合格率(％) 

国家 
試験名 

現
状 

目
標 

社会福祉士 78 80 

介護福祉士 － 95 

※ ただし、介護福祉
士国家試験の受験は
平成28年3月の卒業
生から開始される。 

慮した履修モデルを作
成するとともに、学生
の負担軽減のために授
業科目の統廃合につい
て検討する。 

・ 社会福祉士国家試験
対策として、学内模擬
試験を 3 回実施すると
ともに、学生主導の国
家試験学習チームを支
援する。 

・ 介護福祉士の学内模
擬試験を 2回実施する
とともに、学生のグル
ープ学習を支援する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○国家試験の合格率 (％) 

試験名 目標 

社会福祉士 80 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 介護福祉士の定員枠が地域社会の
実情や本学の教育内容に沿ったもの
となっているかについて検討し、時
代のニーズに対応すべく、介護福祉
士の養成に特化した介護福祉マネジ
メント学専攻を、社会福祉士の養成
の専攻とは別に新たに設置すること
を検討した。 

・ ２つの専門職取得を目指す学生の
負担を考慮した履修モデルを作成
し、年度初めの1-2年生オリエンテー
ションにて配付・説明を行った。ま
た、学生の負担軽減のために授業科
目の統廃合について検討し、平成30
年度入学生より改正案を実施できる
よう整備した。 

・ 社会福祉士国家試験対策として、
模擬試験を3回実施した（8月、10
月、12月）。また、教員が学生主導
の国家試験学習チームを支援した。
さらに基礎的知識と学習習慣の習得
を目的に、3年生の春休みから昨年度
と同様に国家試験対策ドリルを導入
し、加えて既卒者による合格体験を
聴講する機会を設けた。その結果模
擬試験に関しては延べ144名の学生が
受験するなど、国家試験に対する計
画的な勉学体制と意欲向上につなが
った。 

・ 介護福祉士国家試験対策として、
模擬試験を3回開催した（7月、10
月、12月）。また、「介護福祉士国
試対策e-learning」システムを自己
学習に活用するよう促すとともに、
教員が学生の個別・グループ学習を
支援した。その結果模擬試験に関し
ては延べ138名が受験するなど、国家
試験に対する意欲向上につながっ
た。 

 
○29 年度国家試験合格率(％) 

国家 
試験名 

合格者 受験者 合格率 
全国 
平均 

社会 
福祉士 

31 39 79.5 30.2 

(28) (39) (71.8) (25.8) 

介護 
福祉士 

25 25 100.0 70.8 

― ― ― ― 

（ ）内は、28 年度実績 
※介護福祉士の国家試験受験：平成 29 年
度～ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

【子ども学専攻】 
・ 学科への格上げも視
野に入れながら、子ど
も学専攻の今後のあり
方について検討する。 

【子ども学専攻】 
・ 学科に格上げする場合の、教育課
程、人員、設備、費用、スケジュール
等について素案を作成した。  

・ 免許法改正に伴う文部科学省による
教職課程の再課程認定のため教育課程
の見直しを行った。 

（ｲ）情報工学部 
科学技術の進展と

グローバル化、地域・
社会における産業・
技術の動向などを踏
まえ、環境変動に適
切に対応できる技術
者を育成するため、
専門分野別に学科横
断的な教育プログラ
ムを整備充実させ
る。 
特に、スポーツシ

ステム工学科につい
ては、人体の動的な
特性の解明に重きを
おく人間系サイエン
スとＩＣＴを駆使し
た情報系のエンジニ
アリングを融合した
教育を充実させ、超
高齢社会の諸問題の
解決に貢献できる技
術者の育成を目指
す。 

（ｲ） 情報工学部 
・ 学科横断的プログラ
ムである学部教育授業
科目の「離散数学」に
ついて、学科単位での
開講を検討する。ま
た、人工知能、ビッグ
データといった時代の
要請を踏まえた授業科
目の内容を検討する。 

（ｲ）情報工学部 
・ 科目「離散数学」については、シ
ラバス上の構成の再検討がなされ
た。 

 
・ 人工知能、ビッグデータといった
時代の要請を踏まえ、平成 26 年度に
開講した科目「人工知能」をさらに
深化させた科目「人工知能Ⅰ」、
「人工知能Ⅱ」を 30 年度から開講す
ることとした。 

（ｳ）デザイン学部 
デザイン学の確立
を図り、地域の 

課題解決ができる企
画提案型人材を育成
するため、実技教
育、少人数教育な
ど、柔軟で多様な教
育体系や指導方法を
整備充実させる。 

（ｳ）デザイン学部 
・ 平成 25 年度に行った
学科再編（7 コース制
から 4領域制に移行）
による学年進行が 28 年
度末で完成したことか
ら、28 年度に実施した
卒業生の就職状況や受
験生の応募状況を踏ま
えた分析と総括を元
に、学科編制、カリキ
ュラム編制について検
討する。 

・ 副専攻「岡山創生
学」の学部授業科目で
ある「デザインプロジ
ェクト演習」の実施内
容を見直す。 

・ アクティブ・ラーニ
ングシステムでの体験

（ｳ） デザイン学部 
・ 平成 28～29 年度までの就職状況を
踏まえて、中期計画で目標とした企
画提案型人材育成に、学科再編とカ
リキュラム編制が有効であったかど
うかを検証し、第三期中期計画策定
に反映した。具体的には、学科組
織、３ポリシーの抜本的な見直しを
行い、高大接続改革に対応した入試
方法及びカリキュラムを中心に検討
を行った。 

・ 柔軟で多様な教育体系や指導方法
の実績については、以下の通りであ
る。 

・ 学部基礎教育科目「デザインプロ
ジェクト演習」を副専攻科目として
平成 28 年度より開講しており、行政
や地域団体との地域連携教育を先行
して実施している。 平成 29 年度は
29 名が履修し、4つの中長期的な地
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

型授業の拡充を図る。 
・ 大学院との合同授業
の開催のほか、院生か
ら修士（研究）課程の
学修状況などについて
直接説明を受ける等の
機会を通じて、大学院
進学への動機付けを図
る。 

域連携プロジェクトを実施した。 
・ 平成 26 年度で終了した文部科学省
「産業界のニーズに対応した教育改
善・充実体制整備事業（テーマ A）」
を 3大学（岡山理科大学・山口東京
理科大学・岡山県立大学）による連
携事業として継続、指導方法改善を
目的とした共同プログラム（相互授
業参観、学生による取組の合同発表
会、施設の共同利用等）を企画・実
施した。 

・ アクティブ・ラーニング室
（3305）の追加整備に伴い、移動型
の大型タッチパネル・ディスプレイ
を導入し、講義授業や演習授業だけ
でなく、会社説明会など多様な教育
体系に柔軟に活用された。 

・ 演習・実習系科目への TA の配置を
拡大し、学部生の基礎力アップを支
援した。 

イ 大学院教育 イ 大学院教育 イ 大学院教育 

（ｱ）保健福祉学研究科 
【博士前期課程】 

（ｱ）保健福祉学研究科 
【博士前期課程】 

（ｱ）保健福祉学研究科 
【博士前期課程】 

① 看護学専攻 
・ 国際的な視野を持
ち、高度な知識・技
術・研究能力を身に
つけた専門職の育成
を目指す。 

・ 平成25年度から大
学院博士前期課程に
移行する保健師教育
においては、学士課
程との効果的な連続
性に留意しつつ、教
育プログラムの展開
を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 看護学専攻 
・ 研究能力の向上を図
るため、国内外で開催
される学会等に院生を
参加させ、学外の研究
者等との交流を促進す
る。 

・ 各講座のゼミナール
を次のとおり実施する
とともに、看護学専攻
全体での中間発表会を
４回以上行う。 

[予定するゼミナール] 
  基礎看護学講座 6 回 
  発達看護学講座 6 回 
 広域看護学講座 12 回 
・ 国際的視野の涵養を
目的に、「国際保健看
護特論」では海外講師
（英語）による講義
を、「国際保健看護論
演習」ではネパールで
の演習を実施する。 

・ 保健師教育におい
て、保健師の専門性、
地域包括ケアシステム
における役割等を学ぶ
ことを目的に、実習先

①看護学専攻 
・ 研究能力の向上を図るため、国際
学会に 5 名、国内学会に 13 名、海外
での研究調査 4 名（オーストラリ
ア、香港）に院生を参加させ、学外
の研究者等との交流を促進した。 

・ 講座ごとのゼミナールを次のとお
り開催したほか、中間発表会を４回
開催した。 

   基礎看護学講座 ６回  
   発達看護学講座 ８回  
   広域看護学講座１２回 
・ 「国際保健看護特論」「国際保健
看護論演習」は、H29 年度は受講者が
いないため開講されなかった。 

・ 保健師教育において、保健師の専
門性、地域包括ケアシステムにおけ
る役割等を学ぶことを目的に、次の
ことを行い、問題解決能力を向上さ
せた。 
２年生は、備中保健所・早島町で

公衆衛生看護学実習を行った２名は
実習成果の一部を岡山県地域包括ケ
アシステム学会で発表した。 
１年生は、総社市東部北地域包括

支援センターと共催で、認知症カフ
ェの企画・実施・評価等（通年実施
中）を行い、その成果の一部は岡山



 

20 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○国家試験の合格率(％) 

国家 

試験名 

現状 目標 

保健師 － 100 

※ ただし、国家試験
の受験は平成27年3
月の修了生から開始
される。 

（市町・保健所）と連
携し、現地での演習や
実習を行い、問題解決
能力を向上させる。 

・ 保健師教育におい
て、文部科学省が策定
する学士課程での看護
学教育モデル・コア・
カリキュラムに基づい
て効果的な連続性が図
られるよう、教育プロ
グラムの検討を行う。 

 
○国家試験の合格率 (％) 

試験名 目標 

保健師 100 
 

県地域包括ケアシステム学会で発表
した。また、疫学演習では町のデー
タを用いて課題の明確化に取り組
み、町の施策反映に資することとし
ている。 

・ 保健師教育において、文部科学省
が策定した学士課程での看護学教育
モデル・コア・カリキュラムに基づ
いて効果的な連続性が図られるよ
う、保健師教育のカリキュラムにつ
いては、全国保健師教育機関協議会
及び中国四国ブロック会議等で看護
学教育モデル・コア・カリキュラム
の課題について意見交換していると
ころである。また、院生が学部の統
合実習にＴＡとして参加することに
より、院生は学びを深め、学部生は
保健師教育への関心をもつ機会とな
り、学士課程との効果的な連続性を
測ることができた。 

・ 保健師国家試験合格率は、87.5％
（８人受験）であった。 

② 栄養学専攻 
・ 国際的な視野を持
ち、高度な知識・技
術・研究能力を身に
つけるとともに、そ
れを生かして地域社
会で指導者・実践者
として貢献できる人
材の育成を目指す。 

② 栄養学専攻 
・ 日中韓トライアング
ル協定の大学 
間で実施している「食
と健康」をテーマとす
る合同カンファレンス
（平成 29 年度は中国南
昌大学で開催予定）に
院生を参加させ、英語
による研究成果発表を
行う。 

・ 最新の研究動向を知
り、今後の研究に活か
すため、国内外で開催
される学会等に院生を
参加させ、学外の研究
者等との交流を促進す
る。 

②栄養学専攻 
・ 海外講師による「東アジア栄養学
特別講義」を 8 月に集中授業で開講
し、博士後期課程の大学院生１名が
履修した。  

・ 海外講師による「韓国食文化特
論」および「栄養遺伝子解析学特
論」を 8 月に集中授業で開講し、博
士前期課程学生 9人が履修し、英語
による受講と質疑応答を行った。 

・ 国際的な視野を持ち、研究能力を
身につけるために、平成 29 年 12 月 6
～8日に南昌大学で開催された第 11
回東アジア栄養学会議に、教員 3
名、大学院生 3 名（M1,M2, D1）が出
席し、英語による研究成果の発表を
行うことで、外国語でのアピール力
向上が認めらた。 

・ ポリフェノールと健康に関する国
際会議（ICPH2017）に、博士前期課
程の学生 2名がポスター発表を行う
ことで英語での研究成果発表はコミ
ュニケーションの向上につながっ
た。 

・ 日本栄養・食糧学会大会、日本栄
養・食糧学会中国・四国支部大会、
日本生命科学系学会合同年次大会な
どに、述べ4名が発表を行い、学外の
研究者との交流と研究の視野を広げ
た。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

・ 栄養学科の基幹学会である公益社
団法人 日本栄養・食糧学会の年次大
会・第72回大会を誘致し、平成30年
度5月11～13日の本学での開催に向け
準備を進めた。 
（参考：前年度は沖縄開催で約1,900
人が参加） 

③ 保健福祉学専攻 
・ 国際的な視野を持
ち、保健福祉領域に
おける諸問題を多面
的な観点から探索
し、問題解決能力を
有する高度な専門職
の育成を目指す。 

③保健福祉学専攻 
・ 専攻が主催する国際
セミナーに院生を参加
させ、国際的な視野を
涵養する。 

・ 問題解決能力等を有
する高度な専門職の育
成のため、国内外で開
催される学会等に院生
を参加させ、学外の研
究者等との交流を促進
する。 

③保健福祉学専攻 
・ 平成 29 年 9月 19 日（火）スウェ
ーデン農業科学大学 パトリック・
グラン教授に「自然環境と健康」と
いうテーマで、スウェーデンでうつ
失業者のリカバリーで成果を上げて
いる環境科学の取り組み等について
講義いただき、保健福祉学専攻の院
生 2名の参加があった。その結果、
自然を使った先進的な支援方法につ
いて学ぶことができた。 

・ 院生が演者であった学会発表の延
べ件数は、前期課程 7 件であり、い
ずれも国内の学会での成果発表であ
った。学会において、大阪市立大学
大学院や関西福祉科学大学、大阪大
谷大学等の研究者との交流を行い、
研究成果の意義や今後の課題等につ
いて考察できる機会を得た。  

【博士後期課程】 【博士後期課程】   【博士後期課程】 

① 看護学大講座 
・ 看護の知を創造し
て、国際的な場で教
育研究を遂行・実践
できる人材の育成を
目指す。 

・ 保健・医療の質の
向上に貢献できる看
護のリーダーの育成
を目指す。 

①看護学大講座 
・ 院生が国外の研究者
との交流を深め、研究
能力を高めるために国
際学会で発表するよう
に奨励する。 

・ 学術協定大学の教員
とのディスカッション
の場へ院生を参加させ
るほか、英語論文での
発表を奨励し、英語力
と専門分野のスキル向
上を図る。 

①看護学大講座 
・ 院生が国外の研究者との交流を深
め、研究能力を高めるために国際学
会で発表するように奨励したが、国
際学会での研究発表は 1名であり、
International Nursing Research 
Conference で発表した。  

・ 院生による研究発表件数 
論文    4 件(1 件)   
国内学会  3 件(3 件) 

国際学会  1 件(0 件)             
( )内は 28 年度実績 

② 栄養学大講座 
・ 国際的な先端研究
を遂行でき、栄養学
領域において地域社
会で指導者・実践者
として貢献できる人
材並びに国際的な研
究者となれる人材の
育成を目指す。 

② 栄養学大講座 
・ 院生に、国内外で開
催される国際会議への
参加と研究成果の口頭
発表を奨励するととも
に、国際誌への投稿を
推奨する。 

②栄養学大講座 
・ ポリフェノールと健康に関する国
際会議（ICPH2017）と国際脂質生化
学会（ICBL2017）に口頭発表1名、ポ
スター発表2名行い、国際的で最先端
の研究視野の醸成につながった。 

・ 日本栄養・食糧学会大会、日本生
命科学系学会合同年次大会などに、
述べ3名が発表を行い、研究成果の意
義や課題を確認することができた。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

・ 院生による研究発表件数は、以下
のとおりであった。 
論文      3件（11 件） 
国内学会  9件（23 件） 
国際会議  7件（ 7 件） 

    （ ）内は28年度実績 
    ※博士前期課程を含む     

③ 保健福祉学大講座 
・ 創造性と国際的な
視野を備え、保健福
祉領域における学術
の継承と発展を担う
教育者、研究者の育
成を目指す。 
 

③保健福祉学大講座 
・ 専攻が主催する国際
セミナーに院生を参加
させ、国際的な視野を
涵養する。 

・ 査読付き論文の執筆
及び他大学との研究交
流を充実する。 

③保健福祉学大講座 
・ 平成 29 年 9月 19 日（火）スウェ
ーデン農業科学大学 パトリック・
グラン教授に「自然環境と健康」と
いうテーマで、スウェーデンでうつ
失業者のリカバリーで成果を上げて
いる環境科学の取り組み等について
講義いただき、保健福祉学大講座の
院生 1名の参加があった。その結
果、自然を使った先進的な支援方法
について学ぶことができた。 

・ 院生が執筆した論文は 9 本であ
り、演者であった学会発表数は 14 件
であり、いずれも国内の学会での成
果発表であった。 

・ 院生による研究発表件数 
   論文    9 件（4 件） 

学会発表 14 件（9 件） 
※ （ ）内は 28 年度実績 

・ 学会において、大阪市立大学大学
院や関西福祉科学大学、大阪大谷大
学等の研究者との交流を行い、研究
成果の意義や今後の課題等について
考察できる機会を得た。 

（ｲ）情報系工学研究科 
【博士前期課程】 

（ｲ）情報系工学研究科 
【博士前期課程】 

（ｲ）情報系工学研究科 
【博士前期課程】 

技術者に求められ
る対応領域の多様
化・高度化及び国際
化に適合できるよう
に、教育内容の刷新
を図る。 

・ 研究発表を引き続き
奨励し、平成 28 年度
と同等以上の学外発表
件数を目指す。 

・ 英語によるプレゼン
テーション能力向上を
目指す授業科目を開設
する。 

・ 院生筆頭による学外発表件数 
     論文     6 件(21 件) 

国際会議  17 件(31 件) 
全国大会   74 件(97 件) 
中四国大会  30 件(52 件) 

( )内は 28 年度実績 
・ 科目「テクニカル・プレゼンテー
ション 演習Ⅰ・Ⅱ」を新設し、英
語のプレゼンテーション能力向上を
めざした。 

【博士後期課程】 【博士後期課程】 【博士後期課程】 

国際的な視野を備
え、情報技術を多様
な分野に展開できる
人材育成を図るため
に、教育内容及び指

・ 海外協定大学に対す
る海外特別入試の積極
的なＰＲや共同研究企
業に対する広報等を行
い、定員確保に努め

 ・ 7 月に情報工学部の 3 名の教員がイ
ンドネシアの 3 大学を訪問し、海外
特別入試等のＰＲを行った。 

・ 8 名の院生に研究アドバイザー教員
を配置し、広範囲の指導が行える体制
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

導体制の刷新を図
る。 

る。 
・ 研究発表を引き続き
奨励し、平成 28 年度と
同等以上の学外発表件
数を目指す。 

・ 新たに「運動生理
学」「福祉人間工学」
の授業科目を開設し、
人間情報システム工学
領域の拡充を図る。 

を整えた。                       
・ 院生筆頭による学外発表件数 

論文     4 件(2 件) 
国際会議    5 件(4 件） 
全国大会    3 件(4 件） 

( )内は 28 年度実績 
・ 科目「運動生理学」「福祉人間工
学」を新設した。 

 
［評価時の観点］ 

学外発表件数はやや増加したが、引き
続き定員確保に努める必要がある。 

（ｳ）デザイン学研究
科【修士課程】 

（ｳ）デザイン学研究科 
【修士課程】 

（ｳ）デザイン学研究科 
【修士課程】 

 専門的思考力・技
術及び国際的・総合
的視野を備えた指導
的実務者、研究者と
してのデザイナーを
育成するための教育
内容・実施体制を充
実させる。 

・ 受験者数の減少や定
員割れが最大の課題で
あることから、入試制
度や募集定員の見直し
等を検討する。 

・ 院生の TA 雇用を推進
し、教育力向上につな
げるとともに、学部生
を対象にしたオープン
キャンパスを実施する
など、学部からの優秀
な進学者の確保に努め
る。 

・ 修士研究予備審査の
本格施行にあたり、質
の評価につながる評価
手法及び実施スケジュ
ールの検討を行う。 

・ 国際交流協定締結大
学の院生との交流の促
進や研究の質向上を図
るため、院生のスタデ
ィツアーを企画・実施
する。 

・ 修士研究予備審査の本格施行にあ

たり、質の評価につながるルービッ

ク評価及び、予備審査の試行を実施

した。 

・ デザイン学研究科では、夏季休暇

期間を利用してポートランド州立大

学及びラハティ応用科学大学でのス

タディツアーに各専攻科より 1名の

学生を派遣した。 

・ デザイン学研究科において、外国

人留学生の受入の促進及び定員充足

率向上のため、特別入試の出願資格

である日本語能力要件を緩和すると

ともに、試験科目も「外国語（英

語）」に代えて日本語による「小論

文」を実施したが、定員数充足の抜

本的な解決にはならなかった。 

・ デザイン学研究科では、オープン

キャンパス及び OPU フォーラム

2017、学内解放等のイベントにおい

て研究科紹介ブースを設置し、学生

作品の展示や相談コーナーを設けて

学生募集活動を進めた。また、フレ

ッシュマンセミナーで現院生を講師

に招き、大学院進学の関する大学院

進学の動機付けとなる質疑応答を含

む講義を実施した。 

・ デザイン学研究科では、院生を学

部専門科目の TA として雇用するなど

して教育力向上につなげた。さらに

予備審査試行二年目として、指導計

画に事前に組み込み、研究の状況を

正確に把握するなど、研究の質向上

に繋げた。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

（院生の研究発表実績） 

① デザイン工学専攻 

論文       0 件（0件） 

国際会議  0 件（0件） 

全国大会   0 件（0件） 

中四国大会 1 件（1件） 

産学官連携プロジェクト 3 件（0 件） 

② 造形デザイン学専攻  

論文       0 件（0件） 

国際会議  0 件（0件） 

全国大会   2 件（1件） 

中四国大会 2 件（4件） 

産学官連携プロジェクト 3 件（4 件） 

 ( )内は 28 年度実績 
［評価時の観点］ 

引き続き、学外発表件数の増加とと
もに、定員確保に努める必要がある。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（２）教育内容等に関する目標 

 

 

中 

 

期 

 

目 

 

標 

 ア 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー） 

    全学及び各学部・学科並びに大学院各研究科・専攻における入学者受入方針を明確

化するとともに、それに対応した入学者選抜試験を実施する。 

  イ 教育課程 

     知性と感性を育み、豊かな教養と深い専門性を備えるとともに、問題発見能力及び

問題解決能力を備えた実学志向の人材育成を目指す。 

学士課程では、全学教育科目と学部教育科目の間で教育内容の連携を図りながら、

時代と社会の様々な要請に的確に対応できる能力を育成する。また、国際化に対応し

て、外国語教育の充実に努める。 

     大学院課程では、学士課程との連携を保ちながら専攻分野に関する広範な専門知識

の研究指導を行い、高度な専門職に従事する人材、研究者を育成する。 

  ウ 教育方法                                           

     学士課程では、専門教育への円滑な移行のため、高大接続教育、入学前教育及び全

学教育を実施するとともに、専門教育の充実を図り、基礎知識及び応用能力を修得さ

せる。これらにより、豊かな人間性を培う教育を推進する。 

     大学院課程では、広い視野に立って、専攻分野における研究能力を向上させ、より

広い対象に主体的に発揮できるよう研究指導を行う。また、他大学の大学院及び県内

の研究施設と連携して、教育研究を拡大する。  

     成績評価については、シラバス等に基づき厳格に行う。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

（２）教育内容等に関す
る目標を達成するた
めとるべき措置 

（２）教育内容等に関する
目標を達成するためと
るべき措置 

（２）教育内容等に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

ア 入学者受入方針
(アドミッション・
ポリシー) 
全学及び各学部・

学科並びに大学院各
研究科・専攻におけ
る「どのような学生
を求めるのか」を入
学志願者にわかりや
すく情報提供する。 
また、求める資質

の入学者を適切に選
抜するため、入学者
選抜方式及び試験内
容の見直し・改善を
図る。 

 
 

ア 入学者受入方針(アド
ミッション・ポリシー) 

・ 高大接続改革につい
て、岡山県高等学校長
協会等と連携して、平
成 32 年度実施予定の
「大学入学希望者学力
評価テスト（仮称）」
等への対応策について
検討するとともに、30
年度当初に予定する入
学者選抜方針や試験内
容等に関する公表に向
けて必要な準備を行
う。 

・ 平成 28 年度に見直し
た各学部の３つのポリ
シー（ディプロマ、カ
リキュラム、アドミッ
ション）に基づいて、
学修成果を評価する教
学アセスメント・ポリ
シーを策定する。 

ア 入学者受入方針（アドミッション・
ポリシー） 

・ 高大接続改革について、岡山県高
等学校長協会との懇談会を 8 月 3 日
に開催し、本学の方針や取組等につ
いてお互いの意見を交換した、同時
に高大接続合同作業部会も３回開催
し、高大接続についてのアンケート
を実施することにより、各高校の現
状について確認できた。 

・ 高大接続改革について、岡山県校長
協会と連携して OPU 高大接続作業部会
を設置し、平成 33 年度入学生対象の
「大学入学共通テスト」への対応策や
本学の教育体制に関する高校側のニ
ーズについて情報及び意見交換を行
う（３回）とともに、30 年 6 月に予定
する入学者選抜方針や試験内容等に
関する公表に向けて、大学教育開発セ
ンターアドミッション部会を中心に
調査研究を行い、学長を委員長とする
将来構想委員会等を経て入試委員会
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

・ 平成 29 年度中に大学
院各研究科の３つのポ
リシーを作成する。 

・ 平成 32 年度実施予定
の「大学入学希望者学
力評価テスト（仮
称）」に対応するた
め、３つのポリシーの
抜本改訂に向けた準備
を進める。 

・ オープンキャンパス
や進学ガイダンス等に
よる入試広報では、ア
ドミッション・ポリシ
ーについて、ディプロ
マ・ポリシー及びカリ
キュラム・ポリシーに
関連付けて、高校生等
に分かりやすく説明す
る。 

・ 入学者の選抜を適切
に実施するため、選抜
方式（推薦・一般）ご
との入試成績、入学後
の学修到達状況、適性
など様々な観点から教
学 IR による分析を行
い、各学部・学科の特
性も考慮し、選抜方法
及び試験内容の見直し
を行う。 

・ 平成 32 年度入試改革
を見据え、本学の専門
性や各学部・学科の特
性を考慮し、「学力の
３要素」を適切に評価
できる選抜方法を検討
する。 

にて、案を取りまとめた。 
・ 平成 28 年度に見直した各学部の３
つのポリシーに基づいて、学修成果を
評価する教学アセスメント・ポリシー
を評価委員会にて策定した。 

・ 従来の大学院各研究科の３つのポリ
シーを見直しの上、整備し、平成 30 年
度当初の公表に向け準備した。 

・ 平成 33 年度入学生対象の「大学入学
共通テスト」に対応するため、将来構
想委員会を経て大学活動委員会にて、
３つのポリシーの抜本的な改訂案（全
学版）を作成した。 

・ アドミッション・ポリシーについて、
ディプロマ・ポリシー及びカリキュラ
ム・ポリシーに関連付けて、高校生等
に分かりやすく説明するため、オープ
ンキャンパス、進学ガイダンス及び
「高校生のための大学授業開放」の機
会を活用した。 

・ 入学者の選抜を適切に実施するた
め、選抜方式（推薦・一般）ごとの入
学後の学修到達状況について分析を
行い、分析結果を教育年報に記載し
た。 

・ 平成 33 年度入学生対象の入試改革
を見据え、本学の専門性や各学部・学
科の特性を考慮し、「学力の３要素」
を適切に評価できる選抜方法を、アド
ミッション・ポリシー（案）にまとめ
た。 

・ オープンキャンパスで高校生等にア
ドミッションポリシーについてわか
りやすく説明した。オープンキャンパ
ス 2 日間で 2,920 人参加  

イ 教育課程 イ 教育課程 イ 教育課程 

（ｱ）全学教育研究機構
（全学教育の全学的
な実施組織）が主体
となって、全学教育
の充実を図る。 

 

（ｱ） 
・ 平成 28 年度に見直し
た各学部の３つのポリ
シー（ディプロマ、カ
リキュラム、アドミッ
ション）に基づいて、
30 年度に向け、教養教
育のカリキュラム改訂
を進める。 

・ 平成 29 年度から導入
するクォーター制の実
施状況について点検・
評価を行い、30 年度の
時間割りに反映させ
る。 

・  平成 28 年度に開講し
た副専攻「岡山創生

（ｱ） 
・ 3 つのポリシーに基づいた教養教育
カリキュラムとするための検討を継
続して行い、平成 30 年度の開講計画に
おいて、人文・社会科学、自然科学、
健康科学の 3つの分野におけるカリキ
ュラムを刷新した。いずれの分野にお
いても、要論、基幹科目、複合 PBL
（Problem Based Learning）科目を設
定し、より具体的、実践的に学修内容
の定着を図るための科目へと発展で
きるようにした。 

・ 平成 29 年度から導入したクォータ
ー制の実施状況について点検・評価を
実施し、セメスター科目の混在等の課
題を踏まえて、30 年度時間割に反映し
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

学」については、開講
授業科目の効果的な実
施に努めるとともに、
今後開講する授業科目
の準備を進める。 

た。なお、クォーター制の導入に伴い、
演習室を学生に開放する時間が減少
したことから、教室の拡充が長期的な
課題となった。 

・ アクティブ・ラーニングの積極的導
入を目指し、8105 教室を全面改修し
た。 

・ 副専攻「岡山創生学」について、実
施 2年目の科目となる「おかやまを学
ぶ」、「おかやまボランティア論」、
「おかやまボランティア演習」につい
ては、学修効果の向上を目指して昨年
度中に改善した内容で実施した。特に
「おかやまを学ぶ」、「おかやまボラ
ンティア論」ではそれぞれ 395 名、412
名の大人数を対象とした講義でのア
クティブ・ラーニングの手法を取り入
れた講義の実施を図った。学習スキ
ル・プロセス・モデル・ツール・チー
ムの学習要素を取り入れたバランス
の取れた学習モデルの構築を目指し
た。 

・ 「地域再生実践論」「地域協働演習」
を新規に開講し、「地域再生実践論」
には 113 名（415 名中）、「地域協働
演習」には 64 名（415 名中）が履修し
た。「地域再生実践論」の受講者を対
象としたアンケート結果によれば、約
85%の学生が“社会活動への参画の必
要性を認識した”と回答しており、副
専攻「岡山創生学」開設の効果が表れ
ていることを確認できた。また、30 年
度開講科目の「地域インターンシッ
プ」については、岡山県、岡山市、総
社市及び真庭市、「エンジニアリング
演習」については 20 社を受入れ機関と
して確保し、平成 30 年度開講に向けた
準備を進めることができた。また、総
社市のインターンシップ受講生を対
象として、2 週間の追加のインターン
シップ（計 4週間）を試行し、長期（4
週間）のインターンシップの実施に関
する課題を抽出した。 

 
［評価時の観点］  
  副専攻「岡山創生学」について、開
講授業科目の効果的な実施に努める
とともに、今後開講する授業科目につ
いて、インターンシップ、演習等の受
入機関の確保・充実に努めた。 

（ｲ） 国際的に活躍でき
るグローバルな人材

（ｲ）国際的に活躍できるグ
ローバルな人材を育成

（ｲ）  
・ 語学文化研修として、夏に「韓国語」、
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を育成するため、中
級英語Ⅰ、Ⅱの必修
化等による実践的な
英語教育、語学・文化
研修等による東アジ
ア圏の外国語教育に
重点を置く。 

するため、次の取組を行
う。 

・ 平成 29 年度導入する
クォーター制や国際交
流協定校との連携等を
活かして、「スタディツ
アー」の共通教育授業科
目化に向けた検討を始
める。 

・ 平成 29 年度から単位
化される保健福祉学ス
タディツアーへの学生
の参加を奨励する。 

・ 国際交流センターで
実施する各外国語村（英
語、韓国語）及びスカイ
プ英語の学修成果を点
検し、語学教育との連携
を充実する。 

春に「英語」を実施し、韓国梨花女子
大学に 3 名、アデレイド大学語学セン
ターに 9 名の学生を送った。 

・ 平成 29 年度より専門科目内容を重
視した語学教育科目として「保健福祉
学スタディツアー」を単位化し、英語・
韓国語を使って学修する試みを開始
した。研修先（参加学生数）は、香港
理工大学（8名）・韓国又松大学（9 名）・
アデレイド TAFE（12 名）である。実施
後の学生アンケートでは、専門科目に
対しての意識も向上し、英語力をさら
に高めたいという意見があった。 

・ 「スタディツアー」の授業科目化に
向けては、上記のとおり、複数の国際
交流協定校との連携を活かしたプロ
グラムを試行し、共通教育及び専門教
育における「スタディツアー」のさび
分けの必要性等の課題があることが
分かった。 

・ 国際交流センターの利用を全学部の
学部生・大学院生に勧めているが、実
際の利用状況は以下のとおりであっ
た。特に、語学文化研修前および保健
福祉学スタディツアーの参加者に対
しては、事前学習として、国際交流セ
ンターの利用を義務化した。国際交流
センターによる外国語村の状況（延人
数）英語村：約 1,200 人、韓国語村：
約 60 人スカイプ英語授業：約 50 人 

・ 語学文化研修と保健福祉学スタディ
ツアーの参加者のアンケート結果よ
り、事前学習として、参加者すべてが、
英語村およびスカイプ授業を受けて
いたことを確認した。 

・ 提携大学（香港理工大学・又松大学
校・ポートランド州立大学・モンテレ
イ工科大学）からの研修生を迎え、本
学学生との交流（授業内および授業
外）を行った。 

・ 英語村及びスカイプ英語への参加者
を対象としたアンケートの結果、英語
村及びスカイプ英語への参加を通じ、
英語の成績向上には必ずしも直結し
ないが、海外・異文化への関心、英語
によるコミュニケーション意欲、学修
意欲は向上することが分かった。 

 
［評価時の観点］  
  平成 29 年度より専門科目内容を重
視した語学教育科目として「保健福祉
学スタディツアー」を単位化し実施し
た。実施後アンケートから、専門科目
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及び英語に対する学修意欲の向上が
見られ、実施効果を確認した。 

（ｳ） 学士課程では、高
大接続教育や、全学
教育科目と学部教
育科目との間で教
育内容の効果的な
連携により、様々な
時代的・社会的要請
に適切に対応でき
る能力を育成する。 

（ｳ）学士課程に求められる
社会の様々な要請に適
切に対応するため、次の
取組を行う。 

・ 高等学校教育との効
果的な接続が図られる
よう、岡山県校長協会等
と連携し、高校へ出向く
「出前講座」や本学で実
施する「高校生のための
大学授業開放」の効果的
な実施を図る。 

（ｳ） 
・ 高大連携協定以外の出前講座等 
  講師派遣（ガイダンス 17 回） 
  生徒の受入回数  3 回（106 人） 
・ 本学を志望する高校生向けに高大
接続事業として「高校生のための大
学授業開放」を３学部で実施した。 
8 月 19 日実施 477 人（参加者数） 

・ 高大連携協定に基づく出前講座等 
 講師派遣延べ人数 12 人（12 講座） 
生徒の受入人数 34 人（4講座） 

（ｴ） 大学院の課程で
は、他研究科の授業
科目の受講や学会及
び学会研究会への参
加により、専攻分野
の深化を図るととも
に、幅広い領域に対
する問題の提起と解
決能力を育成する。 

（ｴ）大学院の課程では、専
攻分野の教育を深めると
ともに、幅広い領域に対
する問題の提起と解決能
力を育成するために次の
取組を行う。 
・ 全研究科に共通の授
業科目「プロジェクト・
マネジメント実践論」を
開講し、国際的な視点を
身に付け、マネジメント
力（課題にチームで取り
組む。）を養う。 

・ 全研究科共通して開
講する「研究科共通授業
科目群（仮称）」の開設
について検討を進める。 

・  院生の学外での学会
発表等を促すため、平成
29 年度から実施する旅
行経費に係る助成制度
の周知を図る。 

（ｴ） 
・ 全研究科において共通の授業科目
「プロジェクト・マネジメント実践
論」を開講した結果、全研究科から
28 名が受講し、英語によるレクチャ
ー、グループワーク（異分野交流）
等を通して、国際的な視野の涵養及
びマネジメント力の強化に努めた。 
・ 全研究科共通して開講する「研
究科共通授業科目群（仮称）」の開
設については引き続き検討すること
とした。 

 
【看護学専攻】 
・ 院生の学外での学会発表等を促す
ための旅行経費に係る助成制度の利
用者は 10 名であった。国際学会に
は、12th Asia Pacific Hospice 
Conference に 3 名，21th East Asian 
Forum of Nursing Scholars に 2 名、
計 5名が参加した。国内学会には、
日本公衆衛生学会等に 5名が参加し
た。 

【栄養学専攻・栄養学大講座】 
・ 院生の学外での学会発表等を促す
ための旅行経費に係る助成制度の利
用者は３名であった。 

【保健福祉学専攻】 
・ 院生の学外での学会発表等を促す
ための旅行経費に係る助成制度の利
用者はなかった。 

【情報系工学研究科】 
・ 研究科共通科目開設に向けて、領
域共通科目として平成 29 年度より
「テクニカル・プレゼンテーション
演習 I・II」を開講し、院生の英語プ
レゼンテーション能力を高めること
とした。 
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・ 院生の学外での学会発表等を促す
ための旅行経費に係る助成制度の利
用者は 23 名であった。 

【デザイン学研究科】 
・ デザイン工学専攻では、院生１名
が(株)本田技術研究所四輪 R＆Dの共
同研究者として高松市丸亀商店街に
て研究発表を行い Amanek チャンネル
でラジオ放送された。（旅行経費に
係る助成制度利用者 3 名） 

・ 平成 29 年度地域貢献特別研究（廃
材を利用した「倉敷市玉島地区の産
業や技術,歴史の魅力を伝えるカード
ゲーム」の開発 その３）にも研究分
担者として加わり、学外でのボラン
ティア活動の場を利用した検証を行
った。さらに，真庭市環境市民会議
（計 6回）に委員として参加し、
「真庭市第 2次環境基本計画」策定
に関わるなど、地域連携活動に取り
組んだ。 

・ 造形デザイン学専攻では、研究科 2
年生の 2 名が「日本デザイン学会 
第 64 回春季研究発表大会（拓殖大学
文京キャンパス）」において学会発
表を行なった。また研究科 1 年生 1
名が「JAPANTEX」（東京ビックサイ
ト）において研究作品を出品した。
（旅行経費に係る助成制度利用者 3
名） 

ウ 教育方法 ウ 教育方法 ウ 教育方法 

（ｱ）大学教育へ円滑に
移行できるように、
高大接続教育、入学
前教育を工夫する。 

（ｱ）大学教育に円滑に移行
できるよう 
に、次の取組を行う。 
・ 推薦入学者に対する
入学前教育を各学部学
科の特性に応じて実施
する。 

・ 入学者全員を対象に
アンケート調査を行
い、初年次教育充実の
ための具体的方策を検
討・実施する。 

（ｱ）各学部・学科ごとに推薦入学者を対
象に、入学前教育を行った。 

・ 各学部・学科ごとに推薦入学者を
対象に、入学前教育を２度行った。
従来からの数学，物理に加え，英語
の課題を追加した。 

 
【看護学科】 
・ 大学教育に円滑に移行できるよう
にするため、推薦入学者に対する入
学前教育（英語・解剖生理学・看護
学）を計 4回実施し、学生 13 人が参
加した。アンケート結果より、学生
は、英語を学習する意味を確認し、
解剖生理学や看護学への関心を高め
ることができた。 

【栄養学科】 
・ 大学教育に円滑に移行できるよう
にするため、推薦入学者に対して入
学前教育を 2日間実施した。化学と
生物学を 2名の教員で２時限ずつ担
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当し，受講者数は 12 名，高校数は 11
校であった。受講後の受講者に対す
るアンケート結果から，入学後の専
門教育の基盤となる生命科学の重要
性や受講生の栄養学に対する関心が
さらに高まったことなどが確認され
た。 

【保健福祉学科】 
・ 推薦入学者を対象に、入学前教育
を 2日間行った（2 月と 3月各々1日
ずつ）。1日目は課題（英語の文章）
の和訳に関する解説ならびにミニ講
義等を実施した。2 日目は課題（英語
の文章）の和訳に関する解説ならび
に病・障がいと共に生きる人を支え
るために大切なことについてのグル
ープディスカッションを行い、人を
助ける・支えることの大切さと専門
職としての責任等について考察する
機会を設けた。 

【情報工学部】 
・ 推薦入学者を対象に、入学前教育
を 2日間行い、従来からの数学、物
理に加え、英語の課題を追加した。 

・ 推薦入試においては、学科横断の
連絡会議を設け、試問内容に難易
差、偏り等を無くすようにした。 

【デザイン工学科】 
・ デザイン工学科では入学前教育と
して、ワークショップ形式による専
門雑誌の読解とポスター制作・発表
を教員 4 人によって実施し、専門的
知識を獲得する体験を通じて大学教
育へのスムーズな導入を図った。 

【造形デザイン学科】 
・ 事前課題 1（与えたテーマに関する
画像 100 個を撮影）、事前課題 2（学
部卒業制作展において 2作品を選出
し、スケッチおよび選出理由を記
述）を使いながら、「他者紹介」と
「絵本つくり」ワークショップを、
教員 5名体制で、アクティブラーニ
ング手法を駆使しワークショップ形
式で実施した。 

（ｲ） 学士課程では、
全学教育を充実し、
基礎知識や応用能力
の修得と、豊かな人
間性の涵養に主眼を
置いた教育を行い、
その上に立った専門
教育を実施する。 

（ｲ）学士課程教育で、基礎
知識や応用能力の修得
と豊かな人間性を涵養
するために次の取組を
行う。 

・ 専門教育を修得する
上で重要な共通教育授
業科目の履修を指導す
る。 

（ｲ） 

・ 専門教育に必要な共通教育科目の履修

指導を次のとおり行った。 
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・ 新入生対象の「フレッ
シュマンセミナー」にお
いて、各学部・学科に求
められる資質や基礎知
識が身につく教育を実
施する。 

・ 副専攻「岡山創生学」
の授業科目について、
「おかやまボランティ
ア演習」に加え、平成 29
年度から「地域協働演
習」を開講し、地域志向
型の学修により、地域の
課題解決に取り組む。 

 

学

部 

学

科 

内   容 

看

護

学

科 

・副専攻導入の意義と履修の
方法 

・共通教育科目の中の必修科
目のとり方 

・英語科目とスタディツアー
について 

栄

養

学

科 

・自然現象から普遍的な真理
を探究することを通じ論理
的思考力や課題発見力など
を身につけ、専門教育の理
解を促すために「自然科学
要論」や「基礎化学」「基
礎生物学」「統計学」「コ
ンピューター演習」の履修
を指導している。 

保

健

福

祉

学

科 

・各学年オリエンテーション
での履修モデルを示した履
修指導 

・アドバイザー教員による個
別の履修指導 
これらの実施の結果、4年間
の計画的な学習計画の立案
の重要性が理解できた。 

情

報 

工

学

部 

愛媛大学で開催された enPiT 
BizSysD PBL@EHIME に 5 名の教
員と 9名の学生が参加し、GPS
機能やサーバとの通信機能を
備えた Android アプリの開発
能力の習得に取り組んだ。ま
た本学部 3 年生 4 名が、回路
デザイン演習において本学に
て開発した enPiT 教材を用い
て授業を行った．またこの成
果を名古屋大学での春合宿で
発表し、enPiT 修了生の認定を
受けた。 

デ

ザ

イ

ン

学

部 

初年度から社会人基礎力等
の涵養に向けて、外部講師を
招き、学生のキャリア形成に
対する意識向上を支援した。 
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・「フレッシュマンセミナー」で次の取

組を行った。 

学

部 

学

科 

内   容 

看

護 

学

科 

・看護学の全体像がイメージで
き、看護専門職としてのキャ
リアデザインが描けるよう、
各領域の教員が講義した。 

・講義ノート（コーネル式）を
紹介後、要点整理のみでなく、
課題等について発展的に探求
する態度を養うため、学生は
各授業の講義ノートを提出
し、教員はコメントを記入し
て返却した。 

・関心のある領域・科目別ゼミ
において「私のめざす看護職」
についてプレゼンテーション
し、ルーブリックを活用して
レポートを作成させた。 

栄

養 

学

科 

・「学びのためのコミュニケー
ションとマナーアップのすす
め」として新規に１回分の特
別講義を受講させた結果、レ
ポートの記述から自らのコミ
ュニケーションをふりかえり
専門を学ぶ上での基本となる
コミュニケーションの重要性
の気づきが認められ、学修意
欲をもたせることができた。 

保

健 

福

祉

学

科 

・保健福祉学科で学ぶ学問体系
についての教育 

・キャリア教育 
大学で学ぶ学問体系と将来

のキャリアを明確化すること
を目的に、社会福祉学専攻学
ぶ社会福祉学と健康科学、ま
た、子ども学専攻で学ぶ子ど
も学についての教育を、グル
ープワークを取り入れながら
行った。さらに、各専攻のキ
ャリア教育を、グループワー
クを取り入れながら行った。
その結果、学生は自ら場学ぶ
学問分野について理解すると
ともに、将来のキャリアの方
向性を理解することができ
た。 

情

報 

問題の発見と解決の基礎とな
る課題探求の方法や、数学、力
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工

学

部 

学等の基礎的な実力を磨いた．
また、情報通信工学科ではフレ
ッシュマンセミナーにおいてリ
メディアル講義をとりいれた。 

デ

ザ

イ

ン

学

部 

デザイン工学科では、キャリ
アプランニングの実績を受けて
計７名の経営者と卒業生デザイ
ナー、大学院生を講師に、フレ
ッシュマンセミナーとして実施
した。 
造形デザイン学科では、院生、

多様な専門領域で活躍する卒業
生、および一般のデザイナー・
起業家を講師として迎え、各レ
クチャー対する質疑に講師が応
答する様式を導入し、きめ細や
かな対応を図った。 

 

・ 副専攻「岡山創生学」の授業科目に
ついて、平成 29 年度から「地域協働
演習」を開講した。学生が地域におけ
る課題解決に取り組む新たな授業であ
り、総社市（街の魅力発展及び児童の
異文化理解支援）、笠岡市（観光ルー
トの提案）、備前市（地域興し）、真
庭市（木山寺周辺の町興し）の各受け
入れ団体と協働して実施し、今年度は
64 名の学生が履修した。 

（ｳ）大学院の課程では、
専攻分野における研
究能力を向上させ、
広い視野で主体的に
問 題 発 見 ・ 問 題
決ができる能力を修得し発揮で
きるように教育研究体制を整備
する。 
また、教育研究の

充実と社会のニーズ
を的確に把握するた
め、他大学の大学院、
公的試験研究機関
や民間の研究所等と人的交流を
行い、必要に応じて
連携大学院方式の推
進等に取り組む。 

（ｳ）専攻分野における研究
能力を向上させ、広い視
野で主体的に問題発見・
問題解決ができる能力
を修得させるとともに、
社会のニーズを的確に
把握した研究を推進す
るため、次の取組を行
う。 

・ 領域ゼミや専攻中間
発表会等を活発に行う。 

・ 専門領域のみでなく、
他領域の授業科目の積
極的受講を奨励する。 

（ｳ） 
【看護学専攻】 
・ 看護学専攻では、領域ゼミを計 26
回、中間発表会を４回実施し、研究能
力を向上させ、広い視野で主体的に問
題発見・問題解決ができる能力を修得
させるよう努めた。また、他領域の授
業科目を積極的に受講できるよう奨
励し、３名が他領域の授業科目を受講
した。 

 
【栄養学専攻】   
・ 大学院性が主体となって、週 1回の
生命科学に関する勉強会を開催し、生
命科学分やの教科書を原著で輪読し、
英語での内容理解とディスカッショ
ンを行っている。 

・ おかやまバイオアクティブ研究会な
どの研究会に参加し、社会ニーズの把
握と研究者とのディスカッションを
行っている。 

・ 博士前期･後期課程については、研究
中間発表会を実施し、研究内容につい
て意見交換とともに、プレゼンテーシ
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

ョンスキルの向上を行っている。 
・ 国内外学会参加者は、その際に入
手した研究情報の報告会を研究室毎
に行っている。 

・ 各研究室においては、定期的な英
語原著論文や著書の輪読会あるいは
文献紹介を行っている。 

・ 各研究室では、定期的な、研究の
進捗状況の経過報告会ならびに研究
内容に関する討論を行っている。 

・ 学会参加の際に、他大学研究室の
教員･院生・外国人留学生との意見交
換会などに参加し、研究交流を行っ
ている。 

 
【保健福祉学専攻】 
・ 保健福祉学専攻では、中間発表会
を 2回実施し（8月と 12 月）、研究
に主体的に取り組む姿勢を涵養し
た。また、他領域の授業を積極的に
受講できるよう奨励し、7名が他領域
の授業科目を受講した。 

 
【情報系工学研究科】 
・ システム工学特別演習Ⅰでは全学生
が、発表と討論を行い、問題の発見と
解決に必要な広い視野を涵養した。ま
た、新たに中間研究発表会を設け、研
究の進捗等を報告した。 

・ システム工学特別演習Ⅱでは、主と
して学外における研究発表レベルを
求め、全員がそのレベルを達成した。 

・ アクティブラボ、アクティブキャン
パス、岡山県産業振興財団、県内自治
体による各種の取り組みに大学院生
が述べ 28 名参加し、学外ニーズの把握
等に取り組んだ。 

・ 連携大学院制度を利用し、岡山県工
業技術センター及びオーエム産業表
面処理研究所で各 1名が研究の一部を
遂行した。 

 
【デザイン学研究科】 
・ デザイン工学専攻では、研究の社
会的ニーズの確保というという視点
から、都市整備に関する学外の専門
家（岡山大学研究員・元岡山市職
員）を学位論文の審査委員として招
いた。 

・ 造形デザイン学専攻では、研究の社
会的ニーズの確保というという視点
から、総社市や岡山市など地域の行政
や団体などと恊働したプロジェクト
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

を修士研究に導入するなど、教育成果
向上に取り組んだ。 

（ｴ） 教育課程の編成・
実施方針（カリキュ
ラム・ポリシー）を
整理し、それに基づ
いて現状のシラバ
スの更なる改善を
行い、改善されたシ
ラバスに基づく授
業及び成績評価を
厳格に行う。 
また、学位授与方

針（ディプロマ・ポ
リシー）を明確に定
め、これに基づいた
修了認定を厳格に
行う。 
さらに、成績評価

分析を常に実施し、
教育方法等の改善
に活用する。 

（ｴ） 
・ 平成 28 年度に見直し
た各学部の３つのポリ
シー（ディプロマ、カリ
キュラム、アドミッショ
ン）に基づいて、学修成
果を評価する教学アセ
スメント・ポリシーを策
定する。（再掲：Ⅱ-1-
(2)-ア項目 NO.15） 

・ 平成 29 年度中に大学
院各研究科の３つのポ
リシーを作成する。 

（再掲：Ⅱ-1-(2)-ア項目
NO.15） 

・ 平成 32 年度実施予定
の「大学入学希望者学力
評価テスト（仮称）」に
対応するため、３つのポ
リシーの抜本改訂に向
けた準備を進める。（再
掲：Ⅱ-1-(2)-ア項目
NO.15） 

・ 全学情報システム（学
務系）の運用開始に合わ
せて全面改訂したシラ
バスの記載内容に沿っ
て適切に授業が行われ
るよう、授業評価アンケ
ートや成績評価の状況
を分析し、教育方法等の
改善に努める。 

（ｴ） 
・ 平成 28 年度に見直した各学部の３つ
のポリシーに基づいて、学修成果を評
価する教学アセスメント・ポリシーを
評価委員会にて策定した。 

（再掲：Ⅱ-1-(2)-ア項目 NO.15） 
・ 従来の大学院各研究科の３つのポリ
シーを見直しの上、整備し、平成 30 年
度当初の公表に向け準備した。（再掲：
Ⅱ-1-(2)-ア項目 NO.15） 

・ 平成 33 年度入学生対象の「大学入学
共通テスト」に対応するため、将来構想
委員会を経て大学活動委員会にて、３
つのポリシーの抜本的な改訂案を作成
した。（再掲：Ⅱ-1-(2)-ア項目 NO.15）） 

・ 大学教育開発センターにおいて全面
改訂したシラバス様式を全授業科目に
適用し、教員が授業科目の到達目標に
沿って詳細に授業内容、スケジュール
ごとの自習内容及び評価基準を定め、
学生において具体的な学習計画が立て
られる内容とすることができた。 

・ 大学教育開発センター教学 IR 部門に
おいて、全学情報システム（学務系）の
運用開始に合わせて全面改訂したシラ
バスの記載内容に沿って適切に授業を
実施するための基礎となる、授業評価
アンケートや成績評価の状況分析につ
いて手法開発を行った。 

・ デザイン工学科では、卒業研究にルー
ブリック評価による試行を行い、成績
評価の公平性と透明化を向上させるこ
とを目指した。 

・ 造形デザイン学科ではクォーター制
の授業が始まり、それに即した教育方
法を実践し評価に反映させた。授業の
展開を工夫し、インプット量を増やす
ことなどで学習効果を狙い、短期間で
の充分な学習成果を得ることで、より
適正な評価に結びつけた。また、複数教
員担当の場合では、自発的にルーブリ
ック評価を参考に進めた授業もあるな
ど、評価適正化に向けての動きがあっ
た。  
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（３）教育の実施体制等に関する目標 

 

中
期
目
標 

ア 教職員の配置等 

     学生に質の高い教育を実施し、教育目標を効果的に達成するため、適切な教職員配置

と専門性の向上に努める。 

  イ 教育環境の整備 

     学生の学修効果を高めるため自習環境、附属図書館機能等の教育環境の整備・充実を

図る。 

  ウ 教育の質の改善 

        学生に質の高い教育を提供するため、FD(ファカルティ・ディベロップメント：教員

組織による能力開発)活動の改善を図りながら引き続き推進する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

（３）教育の実施体制等
に関する目標を達成
するためとるべき措
置 

（３）教育の実施体制等に
関する目標を達成する
ためとるべき措置 

（３）教育の実施体制等に関する目標を
達成するためとるべき措置 

ア 教職員の配置等 ア 教職員の配置等 ア 教職員の配置等 

本学の教育目標に
則して、新たな学問
の展開や社会状況に
対応できるように、
学部・学科の枠を越
え、全学的な視点に
立った弾力的な教員
選考・教員配置を行
う。 
（職員の配置につい
てはⅢ4(2)イ（項
目 No.76）参照） 

中期計画中の削減方針
（９名削減）に基づく削減
を着実に進める一方、教育
の質の低下を招かないよ
う、全学的視点で教員の配
置を行う。 

・ 教員選考規程に基づき、教員選考
（公募）を行った。 

 教員選考（公募）実績 15 人（8 人） 
( )は 28 年度実績 

・ 保健福祉学部助教を 1人削減し、
COC＋推進室で特任講師１人を増員し
て全学的視点に立った弾力的な人員
配置を行った。 

 
教員定数の削減 0 人（1人） 
（延人数：8 人） 

( )は 28 年度実績 

イ 教育環境の整備 イ 教育環境の整備 イ 教育環境の整備 

（ｱ） 語学センターで
は、英語の自主学習
ソフトの利用促進
と、貸出用教材の充
実を図るなど、学生
が使える英語を習得
できるよう支援体制
の一層の充実を図る
とともに、国際交流
の場を提供する。 
また、引き続き学

内でTOEIC IPテスト
を定期的に実施し、
学生の語学力の向上
を図る。 

 
 

（ｱ）語学教育推進室では、
次の取組を行う。 

・ 教員間の連携を強化
し、クォーター制での
英語教育プログラムを
円滑に行う。 

・ ELP を始めた平成 28
年度入学生に受講させ
る TOEIC L&R IP（2 年次
の秋に実施）の目標値を
次のとおり設定する。 

 
 
 
 
 
 

（ｱ） 
・ クォーター制に対応するため、各

ELP 科目について専任教員が各 ELP 科
目（それぞれ 12～13 クラス）のコー
ディネータとなり、各 ELP 科目の目
標と評価を統一する新しい教育体制
を導入した。 

・ 平成 28 年度から年度始めと終わり
に学習者ビリーフを実施している
が、その結果について岡山県立大学
教育紀要と OPU フォーラムにて発表
した。入学時からの学生の英語学習
に対するモチベーション・態度・不
安などの変化を探ったものであり、
年度末には若干のモチベーションの
低下も見られたが、専門科目におけ
る英語学習への関心が窺えた。 



 

38 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

○TOEIC IP テスト 
項目  現状 目標 
受験者数      

45 人 300 人 
500 点以上取得者数  

15 人 100 人 

○TOEIC L&R IP テスト 
（2年生秋） 

項 目 目  標 

500 点以上
取得者数 

50 人 

必修受験者
の平均ｽｺｱ 

390 点 

※ 平成 28 年度入学生か
ら、1・2 年次に受験を
義務化 

・ 英語の必修授業科目
を受講した 3年次以上
の学生に対して、ELP
から ESP にいたる 4年
間での英語教育を提案
し、専門課程における
英語学習を奨励する。 

・ 英語教育の客観的評価の一部とし
て導入した TOEIC L&R IP について、
平成 28 年度生の経年変化（入学時と
2 年次秋）の得点データを得た。全学
的な平均値はほとんど変化が見られ
ず、得点幅が広がった。最高点は 745
点→905 点と大幅に上昇した。英語の
授業が配置されていない 2年次の第 2
クォーター直後に行ったテストであ
ることが、平均得点が上昇しなかっ
た理由の 1つと分析した。 

 
・ 28 年度入学生の入学直後における

TOEIC L&R IP の結果は次のとおりで
ある。 
 

○28 年度生 TOEIC IP テストの 1年次実績 
（1年生春） 

項 目 実 績 

受験者数 414 人 

500 点以上
取得者数 

38 人 

最高点 745 点 

必修受験者
の平均ｽｺｱ 
(標準偏差) 

366.43 点 
（94.23） 

 
・ 28 年度入学生 TOEIC L&R IP の 2
年次結果は次のとおりである。（＊
28 年秋にテスト名変更） 

○28 年度生 TOEIC L&R IP テストの実績 
（2年生秋） 

項 目 実 績 

受験者数 399 人 

500 点以上
取得者数 

39 人 

最高点 905 点 

必修受験者
の平均ｽｺｱ 
(標準偏差) 

366.85 点 
（102.69） 

※26 年度から、中級英語Ⅱ履修者全員
受験 

 
・ 29 年度入学生の入学直後における

TOEIC L&R IP の結果は次のとおりで
ある。 

○29 年度生 TOEIC L&R IP テストの実績 
（1年生春） 

項 目 実 績 

受験者数 407 人 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

500 点以上
取得者数 

37 人 

最高値 850 点 

必修受験者
の平均ｽｺｱ 
(標準偏差) 

368.05 点 
(95.88) 

 
・ 語学教育推進室で実施している任
意受験者（学部３年次生～大学院
生）の TOEIC L&R IP の結果は次のと
おりである。 

○語学教育推進室任意受験者の TOEIC L&R 
IP の実績（29 年度 3回の合計） 

項 目 実 績 

受験者数 44 人 

500 点以上
取得者数 

19 人 

最高値 805 点 

必修受験者
の平均ｽｺｱと
標準偏差 

484.43 点 
(130.66) 

※受験者は学部 1年次生～大学院 2 年
次生 

  
・ 多読学習と e-learning 学習を授業
外学習として位置づけ、学習ログ
（学習記録）を成績の評価項目に入
れることによって、年間を通じた学
習を充実させた。 

・ 平成 29 年度から保健福祉学スタデ
ィツアー(平成 30 年度からは海外研
修（保健福祉学））を科目化するこ
とにより、英語の総合科目である科
目 (General English program)から
内容を重視した科目 (Content Based 
Program)にスムーズに移行するプロ
グラムを作成した。 

・ 語学教育推進室が学祭時に開催し
ているスピーカーズコーナーにおい
て、これまでの英語に加え、第二外
国語である韓国語とドイツ語による
発表を奨励した。専任教 
員（韓国語）と非常勤教員（ドイツ
語）による指導を受け、複数の学生
が発表を行った。 

・ 全学へ情報発信をするための定期
発行物 Newsletter WeLL+を春と秋に
発行した。これにより、語学教育推
進室での情報や海外研修に参加した
学生の報告を全学に周知した。 

（ｲ）情報教育センター
では、学生の情報活

（ｲ）情報教育推進室では、
次の取組を行う。 

（ｲ） 
・ 「コンピュータ演習 II」は、新設



 

40 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

用能力の向上を図る
ため、学生の自主学
習や教員の教育活動
の支援体制の充実を
図る。 
また、学内の全学

教育用・業務処理用
情報システムの整
備・更新等を効率的
に行う支援をする。 

 

・ 「情報・統計」の授
業科目について、受講
者数の増加を目指すこ
とで情報活用能力の向
上を図る。 

 
情報基盤活用推進セン

ターでは、次の取組を行
う。 
・ 平成 29 年度に運用開
始する全学情報システ
ム（学務系）の円滑な
運用を図るとともに、
点検・評価を行い、必
要に応じて改善を図
る。 

・ 情報セキュリティに
関する意識の向上を図
るため、研修会を開催
する。 

・ 中長期的な視点に立
って、学内の各種情報
基盤の連携・活用を検
討する。 

 

した昨年度と比較して受講者数が 10
名程度増加した。この科目を含め、
「情報・統計」の授業科目の多くは
非常勤講師が担当していることか
ら、情報活用能力を向上させるため
には、専任教員の配置等が必要とな
る。 

・ 全学情報システム（学務系）の本
稼働を開始し、履修登録・成績評価
等の学務に関する業務の効率化を実
現した。 

・ 全学情報システム（学務系）の運
用に関して、業務改善項目を精査
し、改修に向けて着手した。 

・ 情報セキュリティに関する研修と
して、標的型攻撃メール訓練及びセ
キュリティ講習会を実施した。 

・ ネットワーク監視体制を強化し、
ファイアウォール等により検知した
インシデントへの対処を強化した。 

・ 既存システムの一部において、独
自認証から OPU-ID（全学認証基盤）
認証への改修を行った。 

・ 学生の自学習機会ならびに環境の
提供として、下記の通り、計算機演
習室の開放を行った。 

 
○演習室の授業時間外開放 

 H29 

開放日数 167  
(164) 

利用者数 
(延べ人数)  

7,779  
(11,377) 

( )は 28 年度実績 

（ｳ）健康・スポーツ推進
センターでは、スポ
ーツ及び健康に関す
る教育、課外活動の
充実と向上を図ると
ともに、スポーツを
通じての学生や教職
員の親睦と健康維持
を目指す。 
また、地域住民を

対象にしたグランド
ゴルフ大会の開催
等、スポーツを通じ
た地域貢献に寄与す
る。 

（ｳ）健康・スポーツ教育推
進室（旧健康・スポーツ
推進センター）では、次
の取組を行う。 
・ 授業で使用していな
い時間帯のスポーツ施
設を学内開放し、学生
及び教職員の健康維持
増進を支援する。 

・ 学友会と連携し、必
要に応じスポーツ用具
の補充を行う。 

・ 地域住民を対象にし
たスポーツ大会などの
開催、スポーツ施設の学
外開放を通じた幅広い
年齢層に対してスポー
ツによる地域貢献に寄

（ｳ）健康・スポーツ教育推進室では、次の
取組を行った。 

・ 授業での活用に加え、授業で使用し
ていない時間帯のスポーツ施設を学
内開放するため、体育館トレーニング
場を改修し、有効に活用できるスペー
スの拡充を図った。それにより授業で
の教育内容が充実し、授業で使用して
いない時間帯の学生の利用意識の向
上がみられた。また、学内開放をより
有意義なものとするために学友会と
連携し、学生とのスポーツ施設に関す
る意見交換の場を設け、有効な施設活
用について継続的に協議していくこ
ととなった。更に、今年度の施設開放
実績、健康科学カテゴリーの科目特性
や学修成果、クォーター制時間割を踏
まえ、30 年度の開講科目における体育
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与する。 施設の利用計画を作成し、学生等への
施設開放に役立てた。 

・ 学友会と連携し、必要に応じスポー
ツ用具の補充を行うために、体育施設
の点検・補修を行った。 

・ 地域住民を対象にしたスポーツ大会
などの開催のために、岡山県立大学学
長杯第5回少年少女サッカー大会を12
月に開催し、選手、保護者ら約 500 名
が参加した。 

・ 地域住民を対象としたスポーツ施設
の学外開放を通じ、幅広い年齢層に対
してスポーツによる地域貢献に寄与
するために、県大メディカルフィット
ネス講座に協力し、延べ 809 名の地域
住民が本学施設を活用した健康づく
りに取り組んだ。 

 
○施設の学外開放実績 

 H29 

野球場 39(22) 

グラウンド 2(0) 

( )は 28 年度実績 

（ｴ） 附属図書館では、
図書・資料の電子化
と図書館の利用形態
の変化に対応し、閲
覧環境の充実と利便
性の向上に努める。 
また、大学の学部

構成等を考慮した特
色ある図書・資料の
充実に努めるととも
に、学生、教職員及び
学外利用者に対する
教育研究支援サービ
ス等の充実に取り組
み、その利用促進を
図る。 

（ｴ）附属図書館では、次の
取組を行う。 
・ 平成 29 年度から運用
開始する全学情報シス
テム（学務系）の Web ア
ンケート機能を活用し、
図書館に関する学生の
ニーズを調査する。 

・ 学生が書店に出向い
て選書できる「選書ツア
ー」や｢学生希望図書｣の
制度について、図書館ホ
ームページや図書館報
(ＯpuＬ)に掲載するな
ど積極的にＰＲを行う。 

・ 授業の一環として図
書館ガイダンスを行う
など、学生の図書館利用
向上に取り組む。 

・ データベース・電子
ジャーナルの利用促進
を目的に、利用者等を
対象に講習会を開催す
る。 

（ｴ） 
・ 図書館に対するニーズを把握するた
め、全学情報システム「はっとりん」
を利用した学生アンケートを実施し、
304 人から回答を得た。回答のうち、
改善可能な案件については直ちに対
応を行った。 

・ 学生が書店に出向いて選書できる
「選書ツアー」のほか、学生が学内で
書店が準備した本の中から学習等に
必要な本を選ぶブックフェアを開催
し、より多くの学生のニーズに応え
た。 

・ 新入生を対象に図書館ガイダンスを
実施し、419 人が受講し、図書館利用
方法などを学んだ。学生アンケート結
果から県立図書館利用システム周知
が進んでいる等の効果が現れている。 

・ 電子ジャーナル等の利用について、
教職員及び学生を対象とした講習会
を２回開催し、１１人が受講した。電
子ジャーナルの利用増加に貢献して
いる。 

・ COC＋事業の学生等への周知を目的
に、館内に COC+（地域関連）コーナー
を設けた。 

・ 館内犯罪行為抑制を目的に 1･2 階ト
イレに防犯ブザーを設置した。現時点
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で被害発生等はなく抑止効果が現れ
ている。 

・ 学生希望図書制度を図書館ホームペ
ージ等で積極的に PR し、６７冊の購入
希望があった。 

・ 学生の体調管理等に配慮し、一部の
エリアを除き、蓋付飲み物の利用を試
行段階で認めた。学生からはアンケー
ト等で好意的な意見を寄せられてい
る。 

・ カーリルタッチ・本のリサイクルコ
ーナー設置、本の福袋、うちわレンタ
ル等を実施し、図書館の利用を促進し
た。 

  
○選書ツアー 

 H29 

参加者 9(14) 

購入冊数 94(117) 

( )は 28 年度実績 
○ブックフェア 

 H29 

参加者 101(学生 70､教職員 31)  

購入冊数 225  

 
○研究閲覧室の利用状況 

 H29 

グループ閲覧室 155(114) 

研究閲覧室 1,912(1,255) 

( )は 28 年度実績 

ウ 教育の質の改善 ウ 教育の質の改善 ウ 教育の質の改善 

（ｱ） 評価委員会が中心
となり、大学教育の
あり方を検討した上
で、教育内容や授業
方法の改善に資する
FD（ファカルティ・デ
ィベロップメント）
活動を、年次計画を
立てて継続的に実施
する。 

（ｱ） 
・ 各種教学データの収
集・分析等を強化する
ため、教学 IR 部門を設
置し、教育の質向上に
向けた分析方法を開発
し実施する。 

・ FD 活動の企画・実施
等を行い、次年度以降
の教育の質の改善を図
る。 

（ｱ） 
・ 各種教学データの収集・分析等を
強化するため、IR を専門とする特任
助教を雇用し、教学 IR 部門を設置し
て、教育の質向上に向けた分析方法
の開発（試行）にあたった。 

・ 本学の FD 活動の３本柱である、
FD・SD 研修会、相互授業参観及び教
育力向上支援事業を実施した。各々
の実績については以下のとおり。 
全学研修会 １回（参加者計 87 人） 
教育開発講座 3 回（参加者計 160 人） 
ワークショップ １回（参加者計 72
人:学生 34 人含）。 
授業改善意見交換会 １回（参加者
計 56 人） 
なお、全ての研修においてアンケー
トを実施し、方法・内容等の改善に
向け、データを収集した。（回収ア
ンケート総数 216 件） 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

 

（ｲ） 評価委員会と各学
部・学科が連携を取
りながら、教員の個
人評価結果や学生の
授業評価アンケート
結果を分析して、教
育の質の改善に活用
する。 

（ｲ） 
・ 評価委員会において、
平成 27 年度及び 28 年
度に試行した教員の個
人評価を点検し、評価項
目、評価方法、実施方法
等の見直しを行う。 

・ 平成 29 年度に運用開
始する全学情報システ
ムを利用した Web アン
ケートを活用して学生
の授業評価アンケート
等を実施・分析し、授業
改善に向けた見直しを
行う。 

（ｲ） 
・ 評価委員会において、平成 27 年度
及び 28 年度に試行した教員の個人評
価を点検し、評価項目、評価方法、実
施方法等の見直しを行い、これらを
もとに試行を継続した。さらに、課題
を抽出・改善したうえで、30 年度か
ら本格実施することとされた。 

・ 教員の活動実績に係る情報収集と評
価を効率的に行うため、作業をウェブ
上で連動して行える「大学教員活動実
績データ管理システム」を構築し、よ
り効率性の高い取組みを行うことが
できた。 
 

・ 全学情報システムを利用した Web
アンケートを活用してシラバスや成
績評価との関係分析が行えるよう工
夫した。また授業改善に向けた見直
しをはかるため、授業改善意見交換
会を開催した。 

 
［授業評価アンケート結果］ 
29 年度前期 
実施科目 422 科目（392） 
大学院   32 科目（‐） 
実 施 率 97.5％（96.4％） 
大学院  86.5％（86.5％）  

※ 被評価延教科目数／授業評価対象延
教科 
全 17 項目評価・平均値：4.1（4.1） 

 
29 年度後期 
実施科目 385 科目（472） 
大学院    24 科目(30 科目) 
実 施 率 97.5％（98.0％） 
大学院    96.0％(76.9％) 

※ 被評価延教科目数／授業評価対象延
教科 
全 17 項目評価・平均値：4.1(4.0) 

        （ ）は 28 年度実績 
 

［評価時の観点］  
教員の個人評価について、30 年度

から本格実施できる見込みとなった
が、改善を求められた教員への対応
等、結果の処遇等への反映方法につ
いては、継続課題となった。 

（ｳ）教育年報を発行
し、本学の教育活動
の成果を集約し、各
種評価のための資料

（ｳ） 
・ 「教育年報 2017」では、

認証評価に係る基準等
をもとに内容の充実を

（ｳ） 
・ 「教育年報 2016」を 6月に発行し、
国県等関係機関へ配布すると共に評
価委員会委員等に配付し、点検活動に
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を提供するととも
に、次年度に向けた
教育の質の改善の指
針を提示する。 
 

図る。また、本学教育の
データ集として「ファク
トブック」を創刊し、今
後の認証評価に係る根
拠資料とする。 

・  ｢教育年報 2016｣を学
内外に周知するととも
に、教育の点検・評価に
活用する。 

活用した。  
・ 「教育年報 2017」では、大学教育開
発センターを中心に認証評価に係る
基準等をもとに掲載項目の見直しを
はかり、詳細な解説とともに、内容の
充実に努めた。また「ファクトブック」
についてはデータ集として、平成 30 年
度発行の「教育年報 2017」に合わせて
刊行するよう作成を進めた。 

・ 「教育年報 2016」を学内外に周知す
るとともに、評価委員会自己点検・評
価部会にて、大学改革支援・学位授与
機構の認証評価基準における項目と
の照合を行い、課題を抽出するととも
に、ファクトブックとのさび分け作業
に活用した。 

（ｴ）教員の教育力向上
等に直接結びつく調
査、実践活動に対す
る学内競争的資金を
充実させる。 

（ｴ）教育力向上支援事業を
引き続き実施すること
により、本学の運営方
針である「共通教育へ
の教養教育の積極的導
入」「国際交流の促進
とグローバル教育の推
進」及び「戦略的な地
域貢献」の取組を推進
する。また、学内での
情報共有により、教育
の質的向上につなげる
ため全学での成果報告
会を開催する。 

 
採択件数    15 件 
配分額    8,810 千円 

 

（ｴ）   
 29 年度教育力向上支援事業結果 
  採択件数      14 件（21 件） 
（※辞退事業が１件あったため、採択件数
は 14 件となっている） 

配分額    8,460 千円（10,270 千円） 
        ( )内は 28 年度実績 

なお、年度計画に基づき、「取組期間
内において一定の教育力向上が図られ、
その効果が学部等での取組として展開
できるものや応募段階で既にそうした
展開が見込まれるもの」については、29
年度当初予算のうち新規重点枠予算等
として計上するとともに、30 年度の同予
算等への方向づけも行った。 
また、年度計画に基づき、前年度完了

事業６件についての「教育力向上支援事
業成果報告会」を、県大祭の学内開放と
同時開催して、成果を全学共有・学外公
開することにより、本学の教育の質的向
上につなげた。 

 

 

  



 

45 

 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

学生が有意義な大学生活を送れるよう学生の学習、生活、就職、経済面等に対する支援の充

実を図る。 

（１）学習支援、生活支援に関する目標 

 

中

期

目

標 

学生の自主的な学習活動や課外活動を支援するとともに、心身の健康管理や相談等、学生

生活に係る支援体制の充実を図る。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

２ 学生への支援に関す
る目標を達成するため
とるべき措置 

２ 学生への支援に関する
目標を達成 

するためとるべき措置 

２ 学生への支援に関する目標を達成す
るためとるべき措置 

（１）学習支援、生活支援
に関する目標を達成
するためとるべき措
置 

（１）学習支援、生活支援
に関する目標を達成す
るためとるべき措置 

（１）学習支援、生活支援に関する目標
を達成するためとるべき措置 

教員が学生の訪問
時間帯を設けて研究
室で待機し、授業等
の疑問点や個人的な
悩みなどの相談を受
けるオフィスアワー
制度、学生毎にアド
バイザー教員を決め
進路や学業などの相
談を受けるアドバイ
ザー制度、保健室の
専門の職員による健
康管理体制及び心配
ごとや悩みを専門の
カウンセラーが聞く
「ほっとルーム（学
生相談室）」などの充
実を図り、自主学習
及び生活・進路相談
における指導体制を
強化する。 

 
 
 

 

・ 平成 28 年度に学生会
館内に設置した学生支
援室(Student Activity 
Station(SAS)での学生
の自主学習やグループ
ワークでの活用を奨励
し、学生の主体的活動
を支援する。 

・ 平成 29 年度に運用開
始する全学情報システ
ム（学務系）の学生ポ
ータルサイトや全面改
訂した本学ホームペー
ジを活用し、学生支援
を図る。併せて、スマ
ートフォンを利用する
学生に情報提供を行
う。 

・ 年度初めのオリエン
テーションにおいて、
学生支援のためのアド
バイザー制度、学生相
談室、学生支援室、学
習支援のためのオフィ
スアワーなどの制度を
周知する。また、相談
内容に応じた支援を行
う。 

・ メンタル面における
支援が必要な学生に

・ 平成 28 年度に学生会館内に設置し
た学生支援室 SAS(Student Activity 
Station)での学生の自主学習やグル
ープワークでの活用を奨励し、学生
の主体的活動の支援を行った。（活
動内容：学生へのボランティア情報
の提供、学生 FD 活動への参加、教職
員紹介冊子の作成等） 

・ 平成 29 年度に運用開始した全学情
報システム（学務系）の学生ポータ
ルサイトや全面改訂した本学ホーム
ページを活用し、学生支援を図っ
た。併せて、スマートフォンを利用
する学生に情報提供を行った。 

・ 年度初めのオリエンテーションに
おいて、学生支援のためのアドバイ
ザー制度、学生相談室、学生支援
室、学習支援のためのオフィスアワ
ーなどの制度を周知した。また、相
談内容に応じた支援を実施した。 

（学生相談室の学生利用：延 311 人） 
・ 車イスに対応した低振動ブロック
舗装や部室棟のスロープの施設整
備、車イスの学生に対する通学支援
の実施等、全学的な対応に努めると
ともに、学内で障害を持つ学生をサ
ポートする学生活動団体の活動を支
援するなど、障害者差別解消法に基
づく合理的配慮を実施した。 

・ メンタル面における支援が必要な
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は、学生相談室（ほっ
とルーム）を中心に適
切な対応を行う。 

・ 障がいを持つ学生に
合理的配慮を提供する
ことを目的に、全学的
な対応に努めるととも
に、学内で障害を持つ
学生をサポートする学
生活動団体の活動を支
援する。 

・ 本学の教育研究に貢献
した学生への表彰制度
を検討する。 

学生には、学生相談室（ほっとルー
ム）を中心に適切な対応を行った。 

・ 本学の教育研究に貢献した学生への
表彰制度を研究するため、総社市の
実施している「総社市奨励賞」、
「総社市インターンシップー政策提
言表彰」に係る表彰式に参加した。
また、全国的な学生 FD 研修活動に参
加した学生には経済的支援を実施し
た（4 件、計 60 千円）。 

・ 看護学科では、ガイダンスグルー
プの周知を行い、4 月中に新入生と 2
年生が接する場を設けた。学生と担
当教員の親睦を深め、新しい生活環
境や履修に関する支援を行った。3年
生、4 年生では長期間の実習や就職等
での精神的なサポート、ハラスメン
ト防止対策としてほっとルーム（学
生相談室）やオフィスアワーの活用
等についても周知し学習支援等を実
施した。 

・ デザイン学部では、学生生活、授
業、進路に関する相談支援について
は、アドバイザー教員だけでなく、
全教員がオフィスアワー制度やキャ
リアゼミナールを通して対応した。
また、学期終了後に履修状況を教務
委員会等でチェックし、成績面で問
題を抱える学生に関しては、個人面
談を行うなど状況把握と個別対応に
努めた。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

（２）経済的支援に関する目標 

 

中

期

目

標 

学業成績が優秀で経済的支援が必要な学生について、学業に専念できるよう経済的な支援

の充実を図る。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

（２）経済的支援に関す
る目標を達成するた
めとるべき措置 

（２）経済的支援に関する目
標を達成するためとる
べき措置 

（２）経済的支援に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

学業成績が優秀で
経済的支援が必要な
学生については、授
業料減免制度の活
用、各種奨学金の斡
旋などにより支援す
る。 

 

・ 授業料減免及び各種
奨学金制度について、説
明会の開催やホームペ
ージへの掲載等により
周知する。 

・ 経済的支援を必要と
する学生への支援につ
いては、国や他大学の動
向を見ながら検討する。 

（２） 
・ 授業料減免及び各種奨学金制度につ
いて、説明会の開催やホームページへ
の掲載等により周知を行った。 

・ 経済的支援を必要とする学生への支
援については、国や他大学の動向を見
ながら検討を行った。 

   
  授業料の減免 
  減免実績 延 280 人（延 230 人） 
 
  日本学生支援機構奨学金 
   定期採用者数 45 人（40 人） 
   応募者数   45 人（40 人） 

      （ ）内は 28 年度実績 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

（３）就職支援に関する目標 

 

中

期

目

標 

学生の社会的・職業的自立を支援するため、キャリア教育を実施するとともに、能力や適

性に応じた進路指導や就職活動支援を行う。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

（３）就職支援に関する
目標を達成するため
とるべき措置 

（３）就職支援に関する目
標を達成するためとる
べき措置 

（３）就職支援に関する目標を達成するた
めとるべき措置 

ア 学生が単なる就職
活動に止まらず、人
間形成や職業観など
を幅広く身につけら
れるように、教員は
日頃の授業を通じて
キャリア形成支援に
努める。   

 
 

ア 学生に幅広い職業観
が身につくように、次
の取組を行う。 

・ 学生のキャリア形成
につなげるため、全学
情報システム（学務
系）におけるキャリア
カルテの活用方法等に
ついて検討する。 

・ 「大学で学ぶ」及び
「フレッシュマンセミ
ナー」等を効果的に実
施することにより、初
年度から社会人基礎力
等の涵養に向けて学生
のキャリア形成を支援
する。 

・ 県大吉備塾等の OB・
OG によるセミナーやホ
ームカミング等の交流
会を開催し、卒業生か
らの助言により、在学
生のキャリア形成を支
援する。 

ア 学生に幅広い職業観が身につくよ
うに、以下の取組を行った。 

・ 学生のキャリア形成につなげるた
め、平成 30 年度からの運用を見据え
て、全学情報システム（学務系）にお
けるキャリアカルテの活用方法等につ
いて検討した。 

・ 県大吉備塾を全 7 回開催し、各方面
で活躍する卒業生からの助言や情報に
より、在学生のキャリア形成を支援し
た。（参加学生延 273 名） 

・ 大学祭当日に卒業生によって開催さ
れた「REUNION DAY」において、在職教
員・退職教員への周知等に協力し、第 1
期生約 60 名と教員約 30 名の参加があ
り、同窓生と大学との今後の関係性強
化に有意義な機会となった。 

 
○各学部の取組 
【看護学科】 
・ 3 年生「看護政策・マネジメント論」
で、看護の動向とキャリアマネジメン
トについて学修し、全員がスピーチに
よりキャリア形成に資することができ
た。  

・ 県大吉備塾において看護師・保健師
の両職種の実績を持つ OG からそれぞれ
の職種の特徴的なアセスメントと学生
時代・新人時代の体験の講義を受講し
た。学部生と院生で約 120 名が聴講し
大変好評であった。在学生はキャリア
形成の在り方を学ぶことができた。 

・ 進学・就職ガイダンス・ホームカミ
ングデーでは、10 施設から卒業生を招
いた。進学・就職試験に向けて、具体
的な助言を卒業生からいただき直接的
に就職支援を受けた。 

・ 就職セミナーとして 2年生はスター



 

49 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

トアップセミナー、3年生はアドバンス
セミナーとして具体的な面接・論文の
ポイントを絞ったセミナーを開催し、
就職試験への意識付けを行った。 

 
【栄養学科】 
・ 栄養学科では、フレッシュマンセミ
ナーにおいてヒトの栄養を分子レベル
で学ぶ意義と将来の管理栄養士として
の人間形成を重点に授業を実施した。
29 年度は専門の外部講師によるコミュ
ニケーションに関する講義を実施し
た。また 3年生に対して企業における
管理栄養士の仕事について卒業生の講
義を実施しキャリア形成としての意義
が得られた。 

 
【保健福祉学科】 
社会福祉学専攻 
・ 大学教育開発センター（キャリア形
成支援部会）と連携し、「県大吉備
塾」（講師：公務員、MSW、介護職員の
3 名）を 11 月に実施した。学部生（保
健福祉学科 28 名、デザイン学部 2
名）、大学院生 3名の参加があった。 

 
子ども学専攻 
・ 幼稚園・保育所等の子ども学専攻に
特化した就職懇談会として「県大吉備
塾」を開催した。主たる対象は子ども
学専攻の 2・3年生であるが希望する 1･
4 年生の参加も可として、早期から就職
に関する関心と意識の向上を目指して
参加者を拡充し、子ども学専攻学生 16
名の参加があった。 

 
【情報工学部】 
・ 企業説明会、インターンシップ等に
より企業、卒業生、在学生による懇談
の場を設けキャリア支援をはかった。 

・ OB・OG による県大吉備塾を 1回開催
し、11 名の学生が参加した。学生のキ
ャリア形成意識の向上に資することが
できた。 

 
【デザイン学部】 
・ 「大学で学ぶ」及び「フレッシュマ
ンセミナー」等を効果的に実施するこ
とにより、初年度から社会人基礎力等
の涵養に向けて外部講師を招き、学生
のキャリア形成を支援した。 

・ 学生の進路指導の一環として学生ポ
ートフォリオの展示を行っているが、
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

今年度は他大学（京都市立芸術大学、
京都精華大学、大阪工業大学）の学生
ポートフォリオも併せて年 2 回展示
し、他大学の学生活動の比較も行える
ようにしたことから７月～の期間展示
し、多くの在学生・教員の参加があっ
た。（平成 29 年 7 月 18 日～20 日／平
成 29 年 12 月 18 日～22 日） 

・ 「キャリアゼミナール」に就職ガイ
ダンス事業、県大吉備塾、インターン
シップ報告会への参加も対象にし、多
様な形でキャリア形成へ支援した。 

・ デザイン工学科では、フレッシュマ
ンセミナーで製品、情報、建築の各分
野の卒業生デザイナーを講師に招聘し
実際のデザインの現場に関する講義を
実施した。同時にそれぞれの分野の
様々な事柄について質疑応答形式にて
キャリア支援を行った。 

・ 造形デザイン学科では、ポートフォリ
オおよびプレゼン力向上を目的に、企業
デザイナーを外部講師として招聘し、ポ
ートフォリオセミナーを開催し、学生を
支援した。 

イ 学生のキャリア形
成を支援するため、
インターンシップ等
の機会を充実させ
る。 

イ 学生のキャリア形成
を支援するため、次の
取組を行う。 

・ 県内企業等での長期
でのインターンシップ
実施に向けて、岡山県
中小企業団体中央会等
と連携し、受入先の開
拓・充実を図るととも
に、副専攻「岡山創生
学」において平成 30 年
度に開講する「地域イ
ンターンシップ」の開
講計画を策定する。 

・ 県内企業や自治体等
が実施するインターン
シップの意義や重要
性、募集に係る情報の
取得方法等について、
年度初めにオリエンテ
ーションを開催し、学
生に周知する。 

・ 学生活動団体（平成
28 年度新設）等の活用
により、ボランティア
活動に関する情報を学
生に提供するととも
に、AMDA 等との連携に
よるボランティア活動

イ 学生のキャリア形成を支援するた
め、次の取組を行った。 

・ 30 年度開講科目の「地域インター
ンシップ」については、岡山県、岡
山市、総社市及び真庭市を受入れ機
関として確保し、平成 30 年度開講に
向けた準備を進めることができた。 

 
・ 県内企業や自治体等が実施するイ
ンターンシップの意義や重要性、募
集に係る情報の取得方法等につい
て、年度初めにオリエンテーション
を開催し、学生に周知した。（参加
46 人） 

・ 学生活動団体（平成 28 年度新設）等
の活用により、ボランティア活動に関
する情報を学生に提供するとともに、
AMDA 等との連携によるボランティア
活動(「東日本大震災復興支援ボラン
ティア活動」に 8 名が参加)を支援し
た。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

を支援する。 ○インターンシップ参加状況 

インターンシップ先 H29 

民間企業等 
（NPO 法人 WIL 利用） 

9(14) 

総社市 30(19) 

真庭市 3(3) 

        （ ）内は 28 年度実績 
○各学部の取組 
【看護学科】 
・ 看護学科では、各インターンシップ
を掲示・就職係の学生からクラスに周
知するよう工夫した。また、春季・夏
季休業中のインターンシップを支援
し、3 年生 6名 4年生 10 名が参加し
た。  

【栄養学科】 
・ 栄養学科では、インターンシップを
受け入れてくれる施設の開拓を行い今
年度は病院を 1 件開拓した。また、管
理栄養士特別インターンシップに取り
組み、病院において計 3名の学生が延
べ 5日間参加した。 

【保健福祉学科】 
・ 保健福祉学科では、年度初めにオリ
エンテーションを開催して学生に周知
し、学生 3名がインターンシップに参
加した（総社市役所 1 名、真庭市役所 2
名）。 

【保健福祉学研究科】 
・ 看護学専攻保健師課程では、岡山市 2
名がインターンシップに参加した。  

【情報工学部】 
・ 情報通信工学科では、学部 3年次生 4
名が㈱両備システムズ、総社市役所で
のインターンシップに参加し、終了
後、報告会を行った。 

・ 情報システム工学科では、学部 3年
次生 11 名が興南設計㈱、井原放送、総
社市役所等でのインターンシップに参
加し、終了後、報告会を行った。 

・ スポーツシステム工学科では、学部 4
年次生 1 名が総社市役所、人間情報工
学科 2,3 年次生が総社市役所、㈱両備
システムズでのインターンシップに参
加し、終了後、報告会を行った。 

【デザイン学部】 
・ デザイン工学科では、総社市インタ
ーンシップへの参加学生が、体験に基
づき市の施策や行政に関する提言を行
い、その発表内容により 1名が市から
表彰を受けた。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

・ デザイン工学科では、授業枠の一部
を利用して、企業からのデザイナーを
招いたインターンシップ説明会を実施
した。（平成 28 年度 12 社、平成 29 年
度 17 社）。 

・ デザイン工学科では、前年度冬季イ
ンターンシップの報告会を 5 月末に、
夏季インターンシップの報告会を 1 月
末に実施し、低年次生には履修選択の
参考となるように聴講の機会を設け、
キャリア形成への意識醸成の場とし
た。さらにスズキ株式会社の協力によ
り、現役クレイモデラーによる出張イ
ンターンシップを開催し、2 年生 14
名、3 年生 3 名、院生２名の計 19 名が
参加した。 

・ 造形デザイン学科では、34 名の学生を
対象に 12 企業（団体）で（夏季）インタ
ーンシップを実施した。学生の企画力の
みならず自律的な行動力を促すために、
事前準備から報告会までの一連のプロ
セスを学生主体で進めさせた。低年次生
には履修選択の参考となるように聴講
の機会を設け、さらにキャリア形成への
意識醸成の場とした。 

ウ 就職相談、各種ガ
イダンスや模擬試験
を実施し、学生の状
況に応じた指導や支
援を行うとともに、
企業の学内説明会の
実施、インターネッ
ト及び就職相談室で
の求人情報等の提供
などにより、学生が
就職活動を効率的に
展開できるよう支援
する。 

 
○卒業生の就職（％） 
学部名  
現状  目標 

保健福祉学部  
96.8  97 

情報工学部   
95.2  97 

デザイン学部  
87.8  95 

 (就職率＝就職者数/就
職希望者数) 

 
 

ウ 就職相談、各種ガイ
ダンスや模擬試験につ
いては、次の取組を行
う。 

・ 就職活動の時期にあ
わせて、就職ガイダン
ス、模擬試験、自己分
析検査などを実施する
とともに、平成 28 年度
に行ったアンケート調
査の結果に基づき、学
生のニーズに合った内
容を企画・実施する。 

・ 就職活動の選考開始
時期に合わせ、企業等
の動向を把握し、学生
が十分な就職活動が行
えるよう支援する。 

・ 求人等の就職関連情
報について、学生が効
率的に収集・活用でき
るようインターネット
を通じた情報提供の充
実を図る。 

 
 
 

ウ 
・ キャリアカウンセラーによるカウ
ンセリング、エントリーシートの作
成指導、面接指導などについては、
就職相談日(週 3～4回)を設け、学生
１人ひとりの事情に応じた細やかな
対応を行った。 

・ 学生が就職活動の準備を積極的に
進められるよう、業界研究等をはじ
め、エントリーシートや面接対策な
ど選考をふまえた内容のガイダンス
を実施するとともに、SPI 試験や自己
分析検査等を実施した。また、キャ
リアカウンセラーと連携し、面接力
アップセミナー、内定者による就職
活動報告会を引き続き実施した。 

 
○29 年度卒業生の就職率(学部生の就職
率:％) 

 H29 H28 

保健福祉学部 97.7 99.2 

看護学科 100.0 100.0 

栄養学科 95.0 100.0 

保健福祉学科 98.4 97.3 

情報工学部 96.9 99.1 

デザイン学部 88.1 91.9 

学部全体 95.3 97.4 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

 
○就職率 
○平成 29 年度卒業生の目
標 

学部名 目 標 

保健福祉学部 100％  

情報工学部 97％  

デザイン学部 95％  

 
 

【看護学科】 
・ 就職進学ガイダン
ス、卒業生のホームカ
ミングデーを全学年・
院生を対象に実施す
る。 

・ 就職に関する不安に
対応するため、就職希
望地域、領域、病院の
規模などについて学生
と個別の面談を行う。 

【栄養学科】 
・ 卒業生による講演
会・相談会、就職支援
センター職員との懇談
会、また、4 年生の就
職内定者と在学生との
相談会の実施など、集
団指導を継続する。ま
た、個人進路指導にお
いては、学生の就職活
動、精神面での支援を
行う。 

【保健福祉学科】 
・ 「県大吉備塾」との
連携を図るとともに、
就職ガイダンスへの参
加を 3年生だけでな
く、2 年生にも奨励す
る。 

・ 幼稚園、保育所等の
子ども学専攻の就職先
に特化した就職懇談会
等を拡充する。 

【情報工学部】 
・ 企業・業界説明会、
ホームカミングデーの
開催により、企業、卒
業生、在学生の交流機
会の拡大を図る。                 

・ 就活時期の変更に伴

 
(院生の就職率:％) 

 H29 H28 

保健福祉学研究科 100.0 100.0 

情報系工学研究科 97.9 96.5 

デザイン学研究科 75.0 100.0 

大学院全体 97.3 97.3 

 
【看護学科】 
・ 就職進学ガイダンス、卒業生のホー
ムカミングデーを全学年・院生を対象
に実施した。 

・ 就職に関する不安に対応するため、
就職希望地域、領域、病院の規模など
について学生と個別の面談を行った。
進学相談も同様に実施した。 

・ 就職セミナー、就職進学ガイダン
ス、ホームカミングデー、県大吉備塾
を通して、就職・進学に関する集団指
導を実施した。  

 
【栄養学科】 
・ 栄養学科では、就職支援センターと
協働で就職進学ガイダンス、就職セミ
ナーとして卒業生を招き講演会・相談
会を実施した。また、年度末に現 4 年
生の就職内定者と在学生との懇談会を
実施し、学生が実践的な就職活動を行
えるよう支援した。また、栄養教諭採
用試験前に集団模擬面接（1 回）を実施
し、4 年生には職域に応じて担当教員が
就職先情報や就職試験等について個人
相談を随時行った。 

【保健福祉学科】 
・ 保健福祉学科の社会福祉学専攻で
は、6 月に福祉関係の仕事についている
卒業生に学科主催の合同就職説明会に
参加してもらい、情報交換を行った
（事業所 48 名、3年生 18 名、4 年生 19
名、教員 4名参加）。また、12 月には
就職体験報告会を実施し、公務員、
MSW、就労支援員に内定した学生 3 名
に、専攻の 3年生（39 名参加）の前
で、体験談を報告してもらった。日常
的には、各学生の進路希望を的確に把
握した上で、希望職種の求人があれ
ば、面接等を通じて、学生に就職情報
を提供した。 

・ 保健福祉学科の子ども学専攻では、
卒業生と在学生による就職懇談会
（「卒業生を囲む会」）を実施した。
この会は、在学生の就職支援として、
就職活動のための情報収集や相談を目
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

い、指導体制の変更を
検討する。 

【デザイン学部】 
・ 企業を招いての説明
会・インターンシップ
参加の機会拡大を図る
とともに、インターン
シップ報告会への 1・2
年次生の参加を促す。 

的とした。就職を間近に控えた 4年生
と今後就職活動が本格化する 3年生
が、就職までの準備や心構えを卒業生
から具体的に学んだ。（46 名参加：内
訳；卒業生（新卒）14 名、3 年生 20
名、4 年生 8 名、教員 4名）。 

 
【情報工学部】 
・ 情報工学部は３月２日に卒業・修了
予定者に対する合同企業説明会を開催
した（参加企業数 71 社、参加学生数 97
名）。また、県大祭ホームカミング実
施は次年度以降とした。 

 
【デザイン学部】 
・ デザイン学部では、学科毎のフレシ
ュマンセミナーの中で、OB・OG による
キャリア教育を行い、将来の進路検討
の機会を提供した。 

・ デザイン学部では、県大吉備塾とし
て、就業中の OB・OG を講師に招いて講
演を行った。また他大学との合同巡回
ポートフォリオ展を実施した。 

・ デザイン工学科では、地元企業との
共同授業の中で、企業訪問を実施する
など地元での就職機会の拡大に努め
た。（平 29 年度 5 社） 

・ デザイン工学科では、他大学との合
同巡回ポートフォリオ展を実施した。 

・ 造形デザイン学科では、第 16 回県大
吉備塾として、卒業生 4名によるプレ
ゼンとフリートークを実施した。ま
た、フレッシュマンセミナーでも、卒
業生や学外者による授業を開催し、デ
ザインキャリアの多様性について学ぶ
場を作った。インターンシップでは、
13 の受け入れ先に学生を送り出し、事
前準備と事後報告会も含め、学生を支
援した。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

（４）留学生に対する配慮に関する目標 

 

中

期

目

標 

外国人留学生が良好な環境で学習できるよう、各種支援の充実に努める。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

（４）留学生に対する配
慮に関する目標を達
成するためとるべき
措置 

（４）留学生に対する配慮
に関する目標を達成す
るためとるべき措置 

（４）留学生に対する配慮に関する目標を
達成するためとるべき措置 

外国人留学生に対
しては、奨学金 
制度の調査・情報提
供、学習面・生活面で
の支援や住居の確保
等に取り組む。 

・ 留学生に対し、奨学
金制度等の情報提供を
行うとともに、日本で
の生活に不慣れな留学
生に対し、チューター
の活用などによる学習
や生活面での支援を行
う。 

・ アパート等の住居の
確保が困難な留学生に
対し、留学生住宅総合
補償制度を活用し、大
学が連帯保証人になる
などの支援を行う。   

・ 留学生の現状把握や
支援を目的に、引き続
き、留学生連絡会議を
開催する。 

 ・ チューターを配置し、学習や生活
面での支援を行うとともに、留学生
連絡会議を開催(4 月)した。 

・ 奨学金支給実績(研究生は含まない) 
   受給者数       5 人（2人） 
   留学生数       8 人（6 人) 
・ チューター配置 

   対象留学生数     3 人（2 人） 
   チューター配置人数 3 人（2 人） 
・ 住居の確保 

   支援学生数     4 人（1 人） 
 ( )内は 28 年度実績 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 研究に関する目標 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

 

中

期

目

標 

ア 地域の課題や社会の要請に的確に応えるため、教員自らの研究水準を高めて、研究成

果を国内外に広く発信する。 

イ 大学の建学の理念や教育研究の理念を反映した研究に学内・学外を問わず協働して取

り組み、県内はもとより国内外で、その研究成果に基づく社会貢献活動を実施する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

３  研究に関する目標を
達成するためとるべき
措置 

３ 研究に関する目標を達
成するためとるべき措置 

３ 研究に関する目標を達成するため 
とるべき措置 

（１）研究水準及び研究
の成果等に関する目
標を達成するためと
るべき措置 

（１）研究水準及び研究の成
果等に関する目標を達
成するためとるべき措 
置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関す
る目標を達成するためとるべき措置 

ア 研究者としての教
員の水準向上 
教員が、地域の課

題や社会の要請に応
える各々の専門分野
の研究成果を国内外
で積極的に発表す
る。その成果をもと
に、学内での競争原
理を効果的に適用し
て教員のレベル向上
を図る。 
また、学部・学科毎

に、研究成果の目標
を設定し、目標達成
に向けて取り組む。 

ア 全学的な研究水準の
向上のために必要な調
査研究を推進する。 

・ 大学院新入生オリエ
ンテーションにおい
て、全研究科・専攻を
対象に研究倫理教育を
行う。また、教職員を
対象にしたコンプライ
アンス及び研究倫理教
育の研修会を開催す
る。 

 
研究者としての教員の

水準向上を目的に、学
部・学科ごとに、次のと
おり研究成果の目標を設
定する。 

   
【看護学科】 
・ 学術論文（査読有
り）の発表数は40以
上、学会発表数は70以
上を目指す。 

【栄養学科】 
・ 学術論文（査読有
り）の発表数は30以
上、学会発表件数は50
件以上を目指す。 

【保健福祉学科】 
・ 学術論文等（紀要を
除く）の発表数は32以
上、学会発表数は32以
上を目指す。 

【情報工学部】 

ア 研究者としての教員の水準向上 
学術研究推進センターでは、大学院

新入生オリエンテーションにおいて全
研究科・専攻を対象に研究倫理教育を
行った。また、教職員を対象にしたコ
ンプライアンス及び研究倫理教育の研
修会を開催した。また、科研費申請方
式変更に伴う説明会を開催した。 

 
以下は、各学部学科の実績 

【看護学科】 
学会発表    73 件（61 件） 
（内：国際学会 21 件） 
学術論文    42 件（18 件） 
（内：学術誌  31 件（うち英文 8 件） 
紀要    11 件（うち英文 0 件）） 
著書      1 件（4件） 

【栄養学科】 
著書        0 件（5件） 
論文         17 件（27 件） 
国際会議    12 件（11 件） 
国内学会     50 件（54 件） 

【保健福祉学科】 
著書       14 件（10 件） 
論文      26 件（36 件） 
作品       1 件（ 1 件） 
学会発表      58 件（51 件） 

【情報工学部】 
著書       5 件（ 3 件） 
論文       51 件（76 件） 
国際会議発表   72 件（86 件） 
国内学会発表  180 件（233 件）  
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

・ 学術論文と国際会議
論文の発表数は、28年
度実績以上を目指す。 

【デザイン学部】 
・ 学術論文、学会論
文、作品制作は、平成
28年度実績以上を目指
す。 

【デザイン学部】  
著書・翻訳     5 件 
学術論文投稿     8 件(21 件) 
学術講演       9 件(10 件) 
作品展       34 件(36 件) 
公募展応募     14 件(16 件) 
学会等会議での口頭発表 31 件(22 件) 
依頼制作      20 件(31 件) 
実用化案件     11 件(3 件) 
意匠登録     1 件(－) 

イ 研究者情報の発信 
 本学全教員の情報
を集約した教育研究
者総覧を毎年度更新
することで、教員相
互の情報交換及び評
価に役立てるととも
に、学外へ情報発信
する。 
 また、各学部・大
学院は、研究成果を
国立情報学研究所の
学術コンテンツ登録
システムに登録し、
国内外に積極的に情
報発信する。 

イ 研究者情報の発信 
・ 教育研究者総覧につ
いては、検索機能の充
実や検索速度の高速化
を図ることにより、研
究者情報の発信力を強
化する。 

イ 研究者情報の発信 
・ 教員の教育活動や研究成果など、
教員に係る情報を一元管理するため
のデータベース「大学教員活動実績
データ管理システム」を構築した。 

・ デザイン学部では、学部紀要のリ
ポジトリ公開作業として、平成 28 年
度までに既刊全巻（Vol.1~VoL.21）
をデータベース化するとともに、平
成 28～29 年度には、執筆者の承諾を
得られた掲載論文および既刊全巻の
目次を本学リポジトリで公開した。 

 

ウ 大学として重点的
に 取 り 組 む 課 題 
 本学の基本理念に
沿った研究課題を一
定年度毎に設定し、
その研究成果を社会
に還元することで、
国内外からの評価を
受ける。 

ウ 大学として重点的に
取り組む課題 
・ 「地(知)の拠点大学
による地方創生推進事
業（COC+）」を連携自
治体や関係団体と協働
して展開し、地域連携
活動拡大のため、参加
教員の拡充を図る。 

・ 教育改革では、平成
29年度に「地域再生実
践論」「地域協働演
習」を開講するととも
に、30年度以降の開講
授業科目の準備を進め
る。 

・ 域学連携では、事業
協働機関と連携し、地
域創生コモンズを活用
した取組を進める。 

・ 産学連携では、雇用
マッチングシステム及
び長期インターンシッ
プの開発及び受入先企
業の開拓を継続すると
ともに、「デジタルエ

ウ 大学として重点的に取り組む課題 
・ 「地(知)の拠点大学による地方創
生推進事業（COC+）」の展開を通し
た地域連携活動の拡大を目的とし、
地域との連携を前提とした活動を支
援する「地域連携事業」及び「企業
人材育成事業」を新設した。「地域
連携事業」については 10 件、「企業
人材育成事業」については 2 件の新
たな活動を採択し、延べ 29 名の教員
が地域連携活動を実施し、参加教員
の拡充を図ることができた。 

・ 教育改革では、「地域再生実践
論」「地域協働演習」を新規に開講
し、「地域再生実践論」には 113 名
（415 名中）、「地域協働演習」には
64 名（415 名中）が履修した。「地
域再生実践論」の受講者を対象とし
たアンケート結果によれば、約 85%の
学生が“社会活動への参画の必要性
を認識した”と回答しており、副専
攻「岡山創生学」開設の効果が表れ
ていることを確認できた。また、30
年度開講科目の「地域インターンシ
ップ」については、岡山県、岡山
市、総社市及び真庭市、「エンジニ
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

ンジニアリング」等の
分野を中心とした、共
同研究に取り組む。 

アリング演習」については 20 社を受
入れ機関として確保し、平成 30 年度
開講に向けた準備を進めることがで
きた。また、総社市のインターンシ
ップ受講生を対象として、2 週間の追
加のインターンシップ（計 4 週間）
を試行し、長期（4 週間）のインター
ンシップの実施に関する課題を抽出
した。 

・ 域学連携では、地域創生コモンズ
の利活用を前提とした「地域連携事
業」に採択された「健康福祉」「 子
ども」「まちづくり」「アート・食
育・ＩＣＴ」に関連した 10 件の地域
連携活動を実施した。さらに、「コ
モンズ公開講座」として 8件のテー
マを設定し、総社市で 6件、備前市
で 3件、笠岡市で 1件テーマを実施
し、延べ 533 名の参加者があり、地
域創生コモンズの活用を促進するこ
とができた。また、4回の地域創生コ
モンズツアーを実施し、学内及び参
加大学から延べ 93 名の参加者があ
り、地域創生コモンズの利活用推進
に繋がる広報活動を実施した。 

・ 産学連携では、低価格米粉製造法
の確立により、小麦の混ざらない米
粉 100%の麺及び米粉 100%のカレール
ウの商品化を進めるとともに、デジ
タルエンジニアリング等の共同研究
の推進や中小企業経営者セミナー、
津山デザインカレッジの開催など産
業の振興を図ることができた。さら
に、県内企業と行政機関で構成する
岡山県立大学協力会を立ち上げ、組
織的な産業振興に向けた体制を整備
した。また、雇用マッチングシステ
ムの試行を 2回実施し、開発を完了
するとともに、57 社の登録企業を確
保し、平成 30 年度の本格実施に向け
た準備を完了した。さらに、長期イ
ンターンシップの受入先企業の開拓
等を行い、20 社を受入れ機関として
確保し、平成 30 年度開講に向けた準
備を完了した。 

・ 本学が特に重点的に進める研究連
携活動として「重点領域研究」を推
進した。（参照：Ⅱ－４－(１)－ア
項目 NO.44） 

［評価時の観点］  
COC+事業における教育改革、域学連

携、産学連携について、それぞれ活発
に活動を展開した。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

エ 倫理審査 
倫理的な配慮を図

るため、教員が人間
を直接対象として行
う医学、生物学及び
関連諸科学の研究を
行う場合は、必要に
応じて倫理委員会の
審査を受ける。 

エ 倫理審査 
倫理審査規程等によ

り、必要な審査を適正
に行い、医学研究等に
おける倫理的原則を遵
守する。 

エ 倫理審査 
医学研究に当たっての倫理的原則

を遵守し、倫理委員会において必要
な審査を行った。 

（審査実績） 
委員会開催数：6回、 
審査(承認)件数：92(91)件 

      ※条件付承認含む 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 研究に関する目標 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標 

 

中

期

目

標 

教員の研究活動が促進されるとともに、研究成果が社会に還元される研究実施体制等を整

備する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

（２）研究実施体制等の
整備に関する目標を
達成するためとるべ
き措置 

（２）研究実施体制等の整
備に関する目標を達成
するためとるべき措置 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標
を達成するためとるべき措置 

研究組織や研究資
金の配分等の 
研究実施体制は第 1
期中期計画で整備さ
れたので、その有効
性を検証するため
に、学内の競争的研
究資金の配分を受け
た研究成果の評価を
厳密に行う。 

 
 

・ 学術研究推進センタ
ーにおいて、特別研究
費配分の有効性や効果
的な運用方法について
検討する。 

・ OPUフォーラム2017に
おいて、全ての教員に
研究成果発表を義務付
ける。 

・ 科学研究費助成事業
等の競争的資金獲得に
関する情報提供や支援
を行う。 

・ 学術研究推進センターにおいて、
科学研究費助成事業等の競争的資金
獲得に関する情報提供及び支援を行
うため、研修会を実施した。 

（科学研究費計画書作成研修会 参加
人数：53 人） 

 
・  OPU フォーラム 2017 での研究成果
発表を全ての教員に義務付けたこと
により、特別研究費を含め 139 件の
発表があった。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（１）地域貢献に関する目標 

 

中

期

目

標 

ア 大学の持つ人的・物的・知的財産を地域に還元する全学横断的な組織である地域共同

研究機構の機能を、引き続き充実・強化し、地域貢献をより一層推進する。 

イ 高校との連携を強化する取組を各学部で積極的に進める。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

４ 地域貢献、産学官連
携、国際交流に関する
目標を達成するためと
るべき措置 

４ 地域貢献、産学官連
携、国際交流に関する目
標を達成するためとるべ
き措置 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に
関する目標を達成するためとるべき措
置 

（１）地域貢献に関する
目標を達成するため
とるべき措置 

（１）地域貢献に関する目
標を達成するためとる
べき措置 

（１）地域貢献に関する目標を達成するた
めとるべき措置 

ア 学部を超えて共同
研究等を推進する全
学的な組織である地
域共同研究機構の機
能を強化するととも
に、社会活動委員会
が中心となり、地域
貢献をより一層推進
する。 

 
 

ア 
・ 産学官及び地域との
連携を堅密にし、「地
（知）の拠点」として
の大学の機能強化を図
る。 

・ COC+事業で設定した
教育改革、域学連携及
び産学連携の３つの柱
のもとに、各種事業を
効果的に実施する。 

・ 本学の重点領域研究
について、「重点領域
研究助成費」を効果的
に運用し、研究推進を
支援する。 

ア 地域共同研究機構では、次の取組
を行った。 

・ 機構内に設置した COC+推進室を中
心にして、事業協働機関とともに、
教育改革、域学連携及び産学連携に
関する地域の「地（知）の拠点」と
しての取組を進めた。（参照：Ⅱ－
３－(１)－ウ項目 NO.41） 

・ 平成 30 年 2月に、「おかやま COC+
シンポジウム 2018～地域社会で生き
活きと活躍できる若者の育成とその
受け入れ戦略～」を開催し、201 名の
参加があった。 

・ 総社市では、「地域創生コモンズ 
そうじゃ」を中心として、親子で学
ぶプログラミング教室、健康測定と
講話、糖尿病、認知症等の講座を実
施するとともに、子育て中の親とそ
の子どもと学生が交流する「子育て
支援プロジェクト」、本学学生と市
職員による市の政策に関する対話型
のワークショップ等を実施した。 

・ 笠岡市では、「地域創生コモンズ 
かさおか」を中心として、健康測定
等の講座を実施するとともに、デザ
イン学部学生の作品展、就実大学と
協働した子育て支援プロジェクト、
北木島での地域包括ケアシステムに
おける看護のあり方についての実習
及び報告会、まちづくり協議会のイ
ベント支援等を行った。 

・ 備前市では、「地域創生コモンズ 
びぜん」を中心として、認知症、子
育て、プログラミング教室等の講座
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を実施するとともに、「子育て支援
プロジェクト」、食育に関する研修
会の開催やプロジェクト会議への参
加等を行った。また、コモンズを日
生総合支所内に移転し、利便性を向
上させた。 

・ 真庭市では、「地域創生コモンズ 
まにわ」を中心としては、就実大学
と協働した「子育て支援プロジェク
ト」を実施するとともに、全国薬草
シンポジウムへの参加・レシピの提
供、米粉を使った特産品の開発支援
等を行った。 

・ 備前市内の中小企業の経営者等を
対象に、本学デザイン学部と就実大
学経営学部の教育支援を活用した、
企業の経営力向上と地域創生を目的
としたセミナー（全 6 回）を実施し
た（受講者 13 名）。 

・ つやま産業支援センター（津山
市）とデザイン学部と共同で津山ま
ちなかカレッジ（アルネ・津山４
階，地域交流センター）にて計６回
のプロダクトデザイン講座を実施し
た。（受講生 12 名） 

・ デザイン学部教員と学生が平成 26
年より 3 年間取り組んだ岡山市 ESD
助成金事業「いぬじま探検隊」が ESD
リレートークで掲載された。 

・ 長期インターンシップ及び雇用マ
ッチングシステムについては、受け
入れ・登録企業の開拓を行い、それ
ぞれ 58 社・44 社の企業から受け入れ
の意向があった。さらに、雇用マッ
チングシステムについては、本学学
生を対象とした試験運用を行い、本
格運用に向けた改善を行った。 

・ 事業協同協同機関との連携・調整
を行うコーディネータについては、
教育担当 1名、域学担当 2名、産学
担当 1名及び総括担当 1名を配置
し、各種事業の推進の効率化を図っ
た。 

・ 「重点領域研究」の活動により、
地域及び産業ニーズにおける諸問題
解決のための研究を推進した。 

（Ⅱ－４－(２)－ア項目 NO.51、参照） 
・ 「領域・研究プロジェクト」の活
動により、地域及び産業ニーズにお
ける諸問題解決のための研究を推進
した。（Ⅱ－３－(２)－ア項目
NO.51、参照） 

領域 プロジェクト 
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・ 情報工学部では、12 月中国・四国工
学教育協会教育部会研究会を幹事校
として開催し、地域創成にむけた工学
教育のあり方について議論を交わし
た。                

・ 県内中小企業と本学との連携・協働
を促進し、産業の振興を図るための組
織岡山県立大学協力会を情報工学部
主導のもと立ち上げた。 

 
［評価時の観点］  

COC+事業における教育改革、域学連
携、産学連携について、それぞれ活発
に活動を展開した。 

健康・
福祉 

・米粉を利用した加工品の基
礎的および応用的研究 

・加齢に伴う骨格筋の萎縮お
よび生活習慣病の発症を予
防する機能性食品に関する
研究 

・生活の質の向上を鑑みた移
動・歩行支援策の開発・改
良と効果検証 

地域・
環境 

・地域活性化に資する産学共
同研究の促進に関する研究 

モノ・
コ ト
づ く
り 

・ものづくりを支援する数値
解析法に関する研究 

・身体的引き込み技術を応用
したオラリティコミュニケ
ーションシステムの研究開
発 

（ｱ）産学官連携推進セ
ンターにおいて、本学
の多様な学術研究に
関わる知的資源を活
用し、地域企業との
共同研究や受託研究
等を積極的に推進す
る。 

 
○外部研究資金獲得件
数（年間） 

資金の種類 現状 目標 
共同研究   

28 件 40 件以上 
受託研究   

30 件 40 件以上 
教育研究奨励寄附金 

29 件 40 件以上 
 
 

（ｱ） 
・ 産学官連携推進セン
ターにおいて、リエゾ
ン機能の強化等により
共同研究や受託研究等
を積極的に推進する。 

・ 県内団体等が開催す
る研究展示会や相談会
へ積極的に参加し、大
学シーズと企業ニーズ
のマッチングを図り、
地域の産学官との協力
関係を強化する。 

・ 外部資金の獲得を奨
励するとともに、より
質の高い共同研究等を
実施する。 

 
 
 
 
 
○ 外部研究資金獲得目標 

（ｱ） 
・ 各種研究発表会において本学の研究

シーズと企業等のニーズのマッチン
グを推進し、また、教員に各種助成
団体の公募情報等を提供することに
より外部研究資金の獲得強化を図っ
た結果、教育研究奨励寄附金は合計
獲得件数・金額ともに目標を上回っ
た。一方、共同研究の合計獲得金
額、受託研究の合計獲得件数は昨年
度実績を上回ったものの、大型の共
同研究等の獲得に至らなかったた
め、共同研究、受託研究ともに、合
計獲得金額は目標値には届かなかっ
た。 

・ 県内中小企業と本学との連携を強
化し協働を促進するため、経済団
体・県産業振興財団・県内企業及び
本学で構成する岡山県立大学協力会
設立準備会を立ち上げた。 

 
○ 外部研究資金獲得件数 



 

64 
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資金の 
種類 

目標 
金額 

(千円) 

目標 
金額 

(件数) 

共同研
究 

30,000 
以上 

40 件 
以上 

受託研
究 

60,000 
以上 

35 件 
以上 

教育研
究奨励
寄附金
等 

20,000 
以上 

40 件 
以上 

資金の 
種類 

目標 H29 H28 

合 計 
115 

110,000 
122 

92,779 
115 

88,642 

共同研究 
40 

30,000 
46 

24,366 
48 

21,000 

受託研究 
35 

60,000 
24 

38,781 
18 

45,926 

教育研究奨 
励寄附金等 

40 
20,000 

52 
29,632 

49 
21,716 

 

（ｲ）保健福祉推進セン
ターにおいて、研究
会活動を通した学術
支援等により、看護
師、管理栄養士、社会
福祉士、介護福祉士、
保育士、幼稚園教諭
等の専門家の能力の
向上を図るほか、市
町村が開催する保健
福祉関連行事や研究
活動の支援を行う。
さらに、県・市町村・
地域住民と協働し
て、子ども支援と子
育て支援の充実を図
る。 
また、県民を対象

とした、健康・福祉に
関する情報発信を行
う。 

 

（ｲ）保健福祉推進センター
では次の取り組みを行
う。 

・ 平成 28 年度末に廃止
した保健福祉推進セン
ターの業務のうち、必
要なものについて地域
連携推進センターに引
き継いで実施する。 

（ｲ） 
・ 平成 28 年度末に廃止した保健福祉
推進センターの業務のうち、必要な
ものについて地域連携推進センター
に引き継いで実施するために看護・
栄養・保健福祉のそれぞれの分野で
述べ 31 回の研究会を開催した。県大
そうじゃ子育てカレッジでは親子で
楽しむ音楽会、保育ステップアップ
講座等を開催し、児童・保護者・学
生・保育士等の交流を深めた。糖尿
病相談室として、個別相談・運動教
室・総社市のがん検診後の血糖測
定・子育て世代の血糖測定及び糖尿
病看護認定看護師教育課程修了生・
県内認定看護師のフォローアップ研
修会を開催した。 

（ｳ）認定看護師教育セ
ンターにおいて、糖尿
病看護の高度な実践
者を育成する。 
さらに、保健福祉推

進センターと協力し
て、地域住民を対象に
した糖尿病に関する
相談の場を設ける。 

（ｳ) 事業終了 （ｳ） 
事業終了（28 年 3月末） 

（ｴ）福祉・健康まちづく
り推進センターにお
いて、学内教員の研
究ネットワークを形
成するとともに、学
外では地域企業や行
政と連携・協働して、
地域における介護・
福祉環境の充実、高

（ｴ）地域連携推進センター
では、次の取組を行う。 

・ 平成 28 年度に定めた
４つの重点分野につい
て連携自治体等と地域
連携事業として実施す
る。 

・ COC+事業で設置した
地域創生コモンズの活

（ｴ）地域連携推進センターでは、次の取
組を行った。 

  ・ 平成 28 年度に定めた４つの重点分
野について連携自治体等と地域連携
事業として実施するために、包括協定
を締結している 4 つの連携自治体と協
議の上、コモンズ公開講座 10 講座、コ
モンズ子育て支援事業 4 回及び各種事
業（総社市 5件、備前市 3件、笠岡市
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齢者向け快適ヘルス
ケア施設の開発等、
安心・安全まちづく
りを実現するための
実学的研究・開発を
推進する。 

  また、超高齢社会
を迎えようとしてい
る東アジア圏におい
て、研究及びビジネ
ス展開を支援する。 

用を充実させる。 
・ 連携４市の課題や上
記４つの重点分野の実
施状況を考慮し、新た
な事業を企画・検討す
る。 

・ 平成 28 年度末に廃止
した保健福祉推進セン
ターの業務のうち、必
要なものについて地域
連携推進センターに引
き継いで実施する。
（再掲：Ⅱ-4-(1)-ア-
(ｲ)項目 NO.46） 

1 件、真庭市 1 件、その他の市町 2 件
を企画・実施した。 

・ COC+事業で設置した地域創生コモン
ズの活用を充実させるためにコモン
ズ視察ツアーを実施した。 

・ 連携４市の課題や上記４つの重点分
野の実施状況を考慮し、新たな事業を
企画・検討するために 4 市合同会議を
実施するとともに現地講師 3 名を依頼
した。 

・ 平成 28 年度末に廃止した保健福祉
推進センターの業務のうち、必要なも
のについて地域連携推進センターに
引き継いで実施するために看護・栄
養・保健福祉のそれぞれの分野で述べ
31 回の研究会を開催した。県大そうじ
ゃ子育てカレッジでは親子で楽しむ
音楽会、保育ステップアップ講座等を
開催し、児童・保護者・学生・保育士
等の交流を深めた。糖尿病相談室とし
て、個別相談・運動教室・総社市のが
ん検診後の血糖測定・子育て世代の血
糖測定及び糖尿病看護認定看護師教
育課程修了生・県内認定看護師のフォ
ローアップ研修会を開催した。（再掲：
Ⅱ-4-(1)-ア-(ｲ)項目 NO.46） 

（ｵ）社会貢献年報を発
行し、本学の地域貢
献活動等の成果を集
約し、学内外にその
活動を紹介するとと
もに、次年度に向け
た社会貢献活動の改
善の指針を提示す
る。 

（ｵ） 
・ 地域貢献活動に関す
る Web での情報提供を
充実するとともに、「社
会貢献年報 2016」を発
行し、地域コミュニティ
の中核的存在として、大
学の地域貢献活動を周
知する。 

・ 平成 28 年度の COC+事
業実施報告書を発行し、
本事業の情報発信に努
める。 

（ｵ） 
・ 広く本学の社会貢献活動を周知す
るために、「社会貢献年報 2016」を
発行するとともに、Web 上での掲載を
継続することで、県内に広く本学の
活動内容の広報を実施することがで
きた。 

・ 「地域で学び地域で未来を拓く‘生
き活きおかやま’人材育成事業 平成
28 年度事業実施報告書」を発行すると
ともに、事業協働機関及び全国の COC+
事業採択校への送付、Web 上への掲載
を行い、本事業の情報発信を図ること
ができた。 

イ 県内高校の校長や
進路指導担当教員と
定期的に協議・情報
交換を行うととも
に、各学部において
大学・高校間の双方
向での学習効果を高
める取組を推進す
る。  
 

イ  
・ 高大接続改革を推進
するため、岡山県高等
学校長協会との合同作
業部会を開催し、平成
32 年度に予定されてい
る「大学入学希望者学
力評価テスト（仮
称）」の実施に役立て
る。 

・ 岡山県高等学校長協
会との懇談会や県内高
校の進路指導担当教員

イ  
・ 高大接続改革を推進するため、岡
山県高等学校長協会との合同作業部
会を計３回開催し、平成 32 年度に予
定されている「大学入学共通テス
ト」の実施に向け、情報及び意見交
換を実施した。 

・ 県内高校との協議・意見交換等を
次のとおり実施したほか、高校への
講師派遣を行った。 

岡山県高等学校長協会との懇談会(8 月) 
 参加：13 校（18 校） 
 議題：岡山県立大学の改革、入学者
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との意見交換会を開催
し、本学の教育方針、
入学者選抜や就職支援
について意見交換を行
う。 

・ 高校における「出前
講座」や「出張ガイダ
ンス」を積極的に行
い、高等学校教育との
連携を進める。また、
学部学科が個別に行う
高校訪問等により、
各々の特徴や各種情報
を伝える 

選抜の概要等 
高等学校等進路指導担当教員との意見
交換会(6 月) 
 参加：37 校（51 校） 
 議題：岡山県立大学の改革、入学者
選抜の概要等 

     （ ）内は平成 28 年度実績 
・ 高大連携協定に基づく出前講座を
着実に行うとともに、高校との連携
講座を実施した。 

 連携講座対象校：2校（4 講座） 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（２）産学官連携の推進に関する目標 

 

中

期

目

標 

地域共同研究機構を核として、大学の研究内容等を情報発信するフォーラムの開催や企

業・行政等の関係者と教員の交流により、産学官連携の充実を図る。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

（２）産学官連携の推進
に関する目標を達成
するためとるべき措
置 

（２）産学官連携の推進に
関する目標を達成する
ためとるべき措置 

（２）産学官連携の推進に関する目標を
達成するためとるべき措置 

ア 異分野の複数教員
の連携で実学創造の
学域融合研究を行う
「領域・研究プロジ
ェクト」を推進する。 

ア 本学の重点領域研究
事業として、「健康・
福祉」「地域・環境」
「モノ・コトづくり」
の３重点領域のもとに
6 プロジェクト程度の
研究を推進する。 

ア 3 重点領域、6 プロジェクトの共同
研究を積極的に推進した。 
（再掲：Ⅱ－４－(１)－ア項目

NO.44） 
 

領域 プロジェクト 

健康・
福祉 

・米粉を利用した加工品の
基礎的および応用的研究 

・加齢に伴う骨格筋の萎縮
および生活習慣病の発症
を予防する機能性食品に
関する研究 

・生活の質の向上を鑑みた
移動・歩行支援策の開
発・改良と効果検証 

地域・
環境 

・地域活性化に資する産学
共同研究の促進に関する
研究 

モノ・
コトづ
くり 

・ものづくりを支援する数
値解析法に関する研究 

・身体的引き込み技術を応
用したオラリティコミュ
ニケーションシステムの
研究開発 

イ 教員とコーディネ
ータが企業等に出向
き、研究内容の紹介
や技術相談、情報交
換等を行うアクティ
ブ・ラボを積極的に
推進する。 

 
 
○アクティブ・ラボ実
施件数(年間) 
項目 

イ COC＋事業での産学連携
を進めるため、アクティ
ブ・ラボ（出前研究室）を
積極的に推進し、共同研
究、受託研究等への展開に
つなげるとともに、企業の
技術力・商品開発力の向上
を支援する。 

 
 
 
 

イ  
・ 教員とコーディネータが積極的に
企業等へ出向くことにより、本学シ
ーズと企業ニーズのマッチングを図
り、共同研究等への実績獲得に貢献
した。実施報告書の提出を義務付け
たことで、教員のみの実施であって
もラボの内容や進捗を把握すること
が可能になった。 

・ 上記施策の効果も有り、訪問企業
数、訪問回数ともに、昨年度を上回
ったが、目標値には達していない。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

訪問企業数 
現状(H19～23年度平
均)  31 件 
目 標 ( 最 終 年 度 )     
50 件以上 

○アクティブ･ラボ実施件数 
項 目 目標 

訪問企業数 45 
 

 
○アクティブ・ラボ実施件数 

 
訪問企
業数 

訪問 
回数 

参加 
教員数 

延参加
教員数 

全学 
42 

(24) 
48 

(31) 
29 

(16) 
63 

(34) 

 
保健福
祉学部 

― 
19 
(5) 

12 
(2) 

31 
(5) 

 
情報工
学部 

― 
16 

(17) 
10 
(8) 

17 
(18) 

 
デザイ
ン学部 

― 
14 

(11) 
7 
(6) 

15 
(11) 

※各学部学科別数は、複数学部による合
同実施があるため、各学科計は全学と
一致しない。  ( )内は 28 年度実績 

ウ OPU フォーラムを
本学で毎年度開催
し、教員の研究紹介
や企業・団体との交
流促進を図る。 

ウ OPU フォーラム 2017
を県立大学で開催し、
本学の教育研究、社会
連携活動等の実績を情
報発信する。2017 で
は、地域に根ざした大
学として、また、地域
の交流の場として次の
三本柱をアピールす
る。 

①教員の研究発表の場 
本学及び教員のアピー
ルを目的とし、教員の
研究紹介を行う。 

②地域・企業との交流の
場企業ニーズと本学の
シーズのマッチングだ
けでなく、地（知）の
拠点としての地域貢
献・連携活動の交流を
行う。 

③学生を主体とした全学
的な情報発信の場 

 学生の活動展示を取り
入れ、全学組織として
の活動を発信する。 

ウ  
・ OPU フォーラム 2017 を本学で開催
し、本学教員の展示や企業・団体等の
展示だけでなく、研究のデモブースな
どを設けた。参加者の大幅な減少の要
因は、本学学生の参加人数の減少と考
えられる。（学生参加人数：前年度比
289 名減） 
 次年度は、学生の積極的参加を促す
とともに、新たに副専攻「岡山創生
学」の 2 年次科目「地域協働演習」
の学修成果発表ブースを設けること
とした。 

 
統一テーマ 
「知域をつなぐ。未来を動かす。」 
参加者 635 名（うち学外 190 名） 

（950 名・うち学外 250 名） 
展示数  学内  139 件（132 件） 
   企業・団体  26 件（ 17 件）  
       学内各センター 6 件（6 件） 

 ( )内は 28 年度実績 
・ 栄養学科の基幹学会である公益社
団法人 日本栄養・食糧学会の年次大
会・第 72 回大会を誘致し、平成 30
年度 5月 11～13 日の本学での開催に
向け準備を進めた。大会開催に伴
い、県外からの来学者の消費活動等
による地域の活性化効果が見込まれ
る。（参考：前年度は沖縄開催で約
1,900 人が参加）（一部再掲：Ⅱ－1
－(1)－イ—(ァ)項目 NO.7） 

エ 県内外の経済団
体、企業、産業支援機
関、行政等との連携
を深め、外部に対し
ては本学の研究シー
ズの情報、学内の教

エ 産学官連携に関する
情報発信については、
引き続き、次の取組を
行う。 

・ 岡山県等の行政機
関、岡山県産業振興財

エ 
・ 岡山県内の産学官金が実施してい
るフォーラムやシンポジウムに積極
的に参加し、ニーズの発掘と新規企
業等との連携を推進した。 

・ 本学の研究が「イノベーション・
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

員に対しては競争的
資金の公募や産学官
連携行事等の情報を
発信する。 

団や岡山商工会議所等
の産業支援機関、金融
機関等との連携をより
一層強化し、情報収集
を行う。 

・ 積極的に本学の研究
シーズを外部に発信す
るため、「イノベーシ
ョン・ジャパン 2017」
等への出展を行う。 

・ 競争的資金の公募や
産学官連携行事等の情
報を収集し、学内関係
者に対して、ホームペ
ージ、メール等で発信
する。 

ジャパン 2017」に 2件採択されたこ
とにより、研究の成果を全国に情報
発信した。 

・ 競争的資金の公募情報を、定期的
にメール配信した。本学あてに案内
のあった公募情報だけでなく、助成
財団センターのサイトから選定した
公募情報も加え、積極な外部資金獲
得に努めた。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（３）国際交流に関する目標 

 

中

期

目

標 

ア 国際化に対応する人材を育成するため、国際交流協定を締結している外国の大学との

間で、学生・教職員の相互派遣及び共同研究等による教育研究交流を推進する。 

イ 教育研究の進展に対応して、国際交流協定を締結する大学を拡大する。 

ウ 国際社会に開かれた大学として、学生の海外研修を推奨するとともに、留学生の受入

を進める。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

（３）国際交流に関する
目標を達成するため
とるべき措置 

（３）国際交流に関する目
標を達成するためとる
べき措置 

（３）国際交流に関する目標を達成するた
めとるべき措置 

ア 海外の大学との間
で、国際共同研究を
行っている教職員や
学生の幅広い分野で
の相互交流を推進す
る。 
 
○海外の大学との国
際共同研究数 
現状(H19～23年度平
均) 9 件 
目 標 ( 最 終 年 度 )     
15 件 

ア 国際共同研究や、教
職員・学生の相互交流
を次のとおり推進す
る。 

 
【看護学科】 
・ 海外協定大学との共
同研究体制を強化す
る。 

・ 香港理工大学との交
流事業（１～2週間）
を実施するとともに共
同研究を継続実施す
る。 

・ ハサヌディン大学看
護学科との相互交流の
機会を定着させるた
め、Web 等を利用した
講義を取り入れる。 

・ 海外協定大学から本
研究科博士後期課程へ
の受入れを奨励し、共
同研究を発展させる。 

 
【栄養学科】 
・ 南昌大学から本研究
科博士前期課程に１
名、博士後期課程に１
名受け入れ、共同研究
を発展させる。 

・ 東アジア栄養学会議
を南昌大学で行う。 

 
【保健福祉学科】 

保健福祉学科の教員
と、アジアや欧米の教員
との国際共同研究につい
て 3件を目標として取組
む。 

 

ア 国際共同研究や、教職員・学生の相
互交流の推進について、次のとおり取
り組んだ。 
・ 米国ポートランド州立大学で開催
された地域連携教育（CBL）ワークシ
ョップに教員 1 名が参加し、地域連
携教育のノウハウを習得した。 

【看護学科】 
・ 香港理工大学との共同研究は、H28
年度から引き続き継続し、計 3件の
共同研究が進行中である。 

・ 香港理工大学との交流事業では、
香港理工大学の学生を 8月に受け入
れ 2週間の交換看護研修（講義形式
が 3割、施設訪問を中心とした体験
型研修が 7割）を実施し、次のよう
な効果がみられた。本学の学生と香
港の学生が小グループで活動する機
会や、看護学科 1年生の授業に参加
し、グループディスカッションをす
る機会を提供し、交流を深めた。実
施後の評価アンケートによれば、と
ても満足、満足という高い評価を得
た。9 月には本学の学生が香港理工大
学における 1週間の交換看護研修に
参加し、学内の講義や演習、施設見
学などを実施した。相互の研修を通
して始まった学生間の交流が研修終
了後も続いている。 

・ 学部 1年生を対象とした国際保健
看護論において、ハサヌディン大学
看護教員による遠隔講義を実施し、
途上国の保健医療問題について英語
で講義を聴講する機会を設定した。 

・ 海外協定大学からの本研究科博士
後期課程への受入れについては、平
成 30 年度海外特別入試においてネパ
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

【情報工学部】 
・ 海外協定大学である
インドネシアのハサヌ
ディン大学から本研究
科に留学生を受け入れ
る。 

・ 平成 28 年度に作成し
た学生研修プログラム
を初めて実施し、米国
ポートランド州立大学
へ学生を派遣するとと
もに、実施状況を点検
する。 

 
【デザイン学部】 

 海外協定大学からの教
員の招請、本学教員・
学生の派遣により、国
際交流事業の推進を図
る。 

ールトリブバン大学から受験者あ
り、1 名の合格者を出した。 

【栄養学科】 
・ 海外協定校との研究交流を推進す
る目的で、南昌大学、四川大学、又
松大学との共同シンポジウムを、南
昌大学にて開催した。本学からは 2
題の口頭発表と 3題のポスター発表
を行い、活発な議論が行われ研究交
流が推進された。 

・ 海外協定校との学生交流および共
同研究を推進するために、ハサヌデ
ィン大学より博士後期課程 1 名、南
昌大学より博士後期課程 1名、博士
前期課程 1名の学生を受け入れ、共
同研究を進めている。 

・ 香港大学及びマセイ大学（ニュー
ジーランド）との国際共同研究に向
けて、現地訪問や研究者を招いての
本学での特別講義等を行った。 

【保健福祉学科】 
・ 保健福祉学科では、国際共同研究
を活性化するために、以下７件のテ
ーマについて共同研究を行い、その
成果を発表した。 

1．アメリカン大学（米国）「子どもの
貧困政策に関する研究」 

2．イギリス「社会的養護を終えた若者
のための社会的企業とエンプロイア
ビリティ向上に関する日英比較研
究」 

3．農業科学大学（スウェーデン）
「 環境の認知がメンタルヘルスに及
ぼす影響」 

4．延世大学・翰林大学（韓国）、国立
中正大学・国立屏東科技大学（台
湾）、香港理工大学（香港）「東ア
ジアにおける福祉レジームと社会的
企業」 

5．ソウル市立大学（韓国）「子どもの
貧困政策に関する研究」 

6．延世大学（韓国）「高齢者の社会的
入院に関する研究」 

7．韓国保健医療研究院（韓国）「ヘル
スリテラシーに関する研究 

【情報工学部】 
・ ハサヌディン大学より特別入試に
より大学院博士後期課程の学生の入
学生を迎えた。  

・ 11 月 24～28 日、台湾雲林科技大学
ならびに淡江大学に研究交流のため
に教員を派遣した。 

・ 米国ポートランド州立大学へ学生
を派遣するための打合せを行った。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

・ ニュージーランドのマセイ大学と
の教員国際共同研究に向けて、１月
に同大 Hans Guesgen 教授とのワーク
ショップを行った。 

【デザイン学部】 
・ モンテレイ工科大学デザイン学
部、ポートランド州立大学芸術学部
との３大学国際交流ツアーを瀬戸内
海の犬島、豊島、直島にて実施し
た。 

・ モンテレイ工科大学デザイン学部
から教員 1名学生 13 名との合同授業
を足守地区にて実施した。 

・ ポートランド州立大学芸術学部の
教員・学生のカモ加工紙株式会社訪
問を実施した。 

・ フィンランドでのスタディツアー
を実施し、ラハティ応用科学大学及
びアールト大学芸術学部との交流を
実施した。 

・ 大学院生の研究交流活動を目的
に、フィンランド・ラハティ応用科
学大学及びポートランド州立大学で
のスタディツアーに各 1名を参加派
遣した。 

・ アールト大学芸術デザイン学部卒
業生をフィンランドから招き、海外
留学に向けた特別講演を実施した。 

・ 本学の国際交流推進活動を広く市
民に紹介するために、卒業制作展示
会にて、特別コーナーを設けた。 

・ 台湾国立雲林科技大学において、
教員間の共同研究推進に関する具体
的な協議を行った。 

・ 韓国・又松大学において、学生の交
換留学および教員間の共同研究推進
に関する具体的な協議を行った。 

・ 香港大学より経営学の教員を招き、
国際交流センターの協力のもと、デザ
イン学研究科および学部生向けのマ
ーケティング、ブランド戦略のセミナ
ーを実施した。 

 
［評価時の観点］  

新規国際共同研究実施に向けた、研究
交流を進めるなど、海外大学との教職
員・学生の交流の推進を積極的に行っ
た。 

イ 国際交流協定を締
結する大学を必要に
応じて拡大する。 
 
 

イ 国際交流協定の締結
について、次の取組を
行う。 

・ 国際交流締結校の開
拓を実施する上で、適
正な締結の規模及び取

イ 
（大学間学術交流協定） 
・ 平成 28 年度に情報工学部が学部間
協定を締結したタイのカセサート大
学と、1月に大学間協定を締結した。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

○国際交流協定締結
大学数 

現状（Ｈ24年度）７大学 
目標（最終年度）10大学 

組内容を検討するとと
もに、国際交流締結校
との交流機会の拡大及
び交流の質向上に向け
た取組を実施する。 

・ 中国人国際交流員を
引き続き活用し、中国
を始めとした海外の協
定先大学との交流等を
促進する。 

・ フィンランド・ラハ
ティ応用科学大学との
交流協定締結に向けて
交流事業を推進する。  

・ インドネシア・ハン
ダヤニ大学と学部間交
流協定締結を視野に学
術交流を進める。 

・ 国際交流締結数の適正な規模につ
いての十分な検討はできなかった
が、交流内容の質向上を目指すこと
として、新規締結時及び既存の締結
校との交流において、十分に取組内
容を精査することとした。 

・ フィンランド・スタディツアーに
合わせて、ラハティ応用科学大学学
長や国際交流担当者と国際交流協定
締結に向けての協議を行うととも
に、デザイン学部長とも今後の交流
活動について意見を交換した。 

（学部・学科間学術交流協定） 
・ デザイン学部において、フィンラ
ンド・スタディツアーに合わせて、
アールト大学芸術デザイン学部を訪
問し、施設見学と教員との意見交換
を行った。 

・ 情報工学部において、韓国郡山大
学と学部間協定を締結した。また、
インドネシアのハンダヤニ大学につ
いては、現地を訪問し、交流推進に
向けて意見交換等を行った。 

（その他） 
・ 提携前準備としてインドネシアイ
スラム教大学からの訪問を受けた。 

・ 情報工学部では、韓国又松大学校に
今後の交流を協議するため教員を派遣
した。 

ウ 学生の海外研修を
推奨するとともに、
留学生の受入と派遣
を進める。 
 
○ 語学・文化研修
の参加と受入数、
留学生の派遣と受
入数 

項目 
海外での語学・文化研修
参加者数 
現状（Ｈ24年度） 24名 
目標（最終年度） 30名 
項目 
海外からの語学・文化研
修受入数 
現状（Ｈ24年度） 20名 
目標（最終年度） 25名 
項目 
海外への留学生派遣数 
現状（Ｈ24年度）  0名 
目標（最終年度）  3名 
項目 

ウ 学生の海外研修推進
と留学生の受入及び派
遣を推進するために次
の取組を行う。 

・ 語学文化研修等の参
加者、留学生の送り出
しについては、前年度
研修等参加者の報告会
を引き続き実施するな
ど、学生への啓発に努
める。 

・ 海外研修派遣先の開
拓として、近年新たに
交流協定を締結した大
学における研修実施を
検討する。 

・ 国際交流センターに
おいて、学生の海外研
修等参加への動機付け
を目的に、引き続き多
様な国際交流イベント
を開催する。 

・ スタディツアーの共
通教育授業科目化に向
けて準備を進めるとと
もに、増加が見込まれ

ウ  
（語学文化研修〔本学学生を海外に派遣〕） 
・ 各研修の参加者は次のとおりであっ
た。 

 韓国梨花女子大学  参加 3 人 
 豪州アデレイド大学 参加 9 人 
 ※英国バンガー大学での研修は、3 人
の参加希望があったが、テロ等による
情勢不安から安全を考慮し中止した。 

 
（スタディツアー等〔本学学生を海外に
派遣〕） 
・ 香港、韓国及び豪州で実施する保健
福祉学スタディツアーが、平成 29 年度
から共通教育授業科目化された。 

・ 平成 28 年度に大学間交流協定を締
結した米国のポートランド州立大学
において、情報工学部及びデザイン学
部の学生を対象とするスタディツア
ーを実施したほか、情報工学部では平
成 28 年度に学部間交流協定を締結し
たタイのカセサート大学においてス
タディツアーを実施するなど、交流協
定締結校における短期研修等の充実
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

海外からの留学生受入数 
現状（Ｈ24年度） 10名 
目標（最終年度） 20名 

る語学文化研修及びス
タディツアーの参加希
望者の受入枠等につい
て、見直しを図る。 

・ 海外交流大学等から
の短期研修生受入に際
して、本学学生との交
流イベントを開催し、
相互理解と国際親善を
図る。 

・ 岡山外語学院との協
定を活かし、日本語研
修の実施が留学生受入
の呼び水となるよう、
その実質化を図る。 

・ 国際交流センター
は、国際交流協定等締
結校との事業展開にあ
たり、内容や予算に応
じてバランスの取れた
関係づくりができるよ
う、複数年にわたる計
画を立案する。 

・ 地域共同研究機構
は、COC+事業における
地域産業界との連携を
図るため、グローバル
展開を行っている地元
企業と学生との仲介役
として、国際インター
ンシップ等が推進でき
るよう、国際交流セン
ターと連携してコーデ
ィネートに取り組む。 

が見られた。 
・ 各スタディツアーの参加者は次のと
おりであった。 

香港理工大スタディツアー 参加  8 名 
韓国スタディツアー    参加  9 名 
アデレードスタディツアー 参加 12 名 
米国スタディツアー    参加 17 名 
カセサートスタディツアー 参加  3 名 
香港スタディツアー    参加  4 名 
台湾スタディツアー    参加  5 名 
 

（日本学生支援機構、海外留学支援制度） 
・ 香港理工大学スタディツアーに関し
て、日本学生支援機構の支援制度に応
募した結果、H30 年度の採択が決定さ
れた。 

 
（日本語・日本文化研修〔海外の学生を受
入〕） 
・ 雲林科技大学（台湾）から 9名、淡
江大学（台湾）から 5名、河南科技大
学（中国）から 1名、計 15 人の研修生
を受け入れた。 

  
（留学生の受入） 
・ 引き続き、留学生等を対象とした日
本語研修を実施し、より効果的に講義
を受講できるよう支援を行った。 

 
（国際交流センターでのイベント実施） 
・ 国際交流センターでは、ネイティブ
の英語村スタッフと学生による、季節
に応じた国際交流イベント等を引き
続き開催し、学生の海外研修等への参
加の動機付けを図った。 

 
（中長期留学） 
・ デザイン学部の学生１名が休学によ
り、ポートランド州立大学で語学留学
を実施した。 

・ 看護学科の学生 1 名が休学により、
アデレイド大学英語研修センターで
平成 30 年 3 月中旬から約 1 年間の語
学留学を開始した。 

・ 学生の中長期海外留学を支援するた
め、岡山県産業振興財団等が主催する
「おかやま若者グローバルチャレン
ジ応援事業」への申請支援を新たに実
施することとした。学内説明会を 10 月
に開催（参加者 13 名）したのち、申請
希望者 4 名への特別指導を実施した。 

・ 国際交流協定等締結校との事業展開
に関する複数年に渡る計画に関して
は、国際交流事業における 29 年度新規
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

案件への対応・調整等に時間を要した
ため、十分な検討ができなかった。 

 
（地域共同研究機構） 
・ COC+事業における地域産業界との連
携を図るために、産学官連携推進セン
ターのコーディネータの仲介により、
県内企業がタイに設置している自社
工場への短期インターンシップを実
施し、情報系工学研究科の学生が参加
することで、ローカルからグローバル
への展開に関する活動を推進するこ
とができた。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（４）県内の大学間の連携・協力に関する目標 

 

中

期

目

標 

 大学コンソーシアム岡山の活動に参画し、地域の教育・学術研究の充実・発展を図るとと

もに、産学官連携による活力ある人づくり・街づくりに取り組む。   

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

（４）県内の大学間の連
携・協力に関する目
標を達成するためと
るべき措置 

（４）県内の大学間の連携・
協力に関する目標を達
成するためとるべき措 
置 

（４）県内の大学間の連携・協力に関する
目標を達成するためとるべき措置 

 本学の人的・知的
資源を活用して、
「大学コンソーシア
ム岡山」の単位互換
制度への授業科目の
提供、社会人教育へ
の講師派遣等の人づ
くりや街づくりなど
の取組に積極的に参
画する。 

・ 本学の人的・知的資
源を活用して「大学コ
ンソーシアム岡山」の
単位互換制度への授業
科目の提供を行う。 

・ 社会人教育に講師を
派遣する。 

・ COC+参加大学が制作
する岡山を志向する授
業科目に関する映像コ
ンテンツの具体的な活
用方法等について検討
する。 

・ COC+事業を通じ、参
加大学との連携を進め
る。 

・ 大学コンソーシアム岡山の参加大
学相互間による単位互換制度へ４講
義科目を提供した。  

・ 大学コンソーシアム岡山の「吉備
創生カレッジ」に社会人向けの６講
義科目を提供した。 

・ 岡山市奉還町商店街にて実施した
「エコナイト」イベントに本学学生
が参加した。 

・ COC+参加大学が制作する岡山を志
向する授業科目に関する映像コンテ
ンツの活用方法等を具体化するため
に、COC+参加大学で構成される地域
連携教育ワーキンググループを設置
し、現在開発中の映像コンテンツ配
信システムの改良点を抽出すること
ができた。 

・ 地域創生コモンズの活用を促進す
るため、COC+参加大学及び本学教職
員・学生を対象とした視察ツアーを
4 回実施し、延べ 98 名の参加があ
り、参加した岡山大学の教員が授業
で活用する等の成果があった。 

・ デザイン学部では、つやま産業支
援センターと共同にて、津山まちな
かカレッジ（アルネ・津山）にて、
プロダクトデザイン講座（計 6回）
を実施した。 

・ デザイン学部では、真庭市の要請に
もとづき、第二次環境基本計画立案
に向けた環境市民会議に教員・学生
を派遣した。 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 運営体制の改善に関する目標 

 

 

中 

 

期 

 

目 

 

標 

（１）理事長（学長）、学部長等を中心とする機動的な運営の推進 

理事長(学長)が、その指導力、統率力を発揮して、責任ある意思決定を迅速に行い、

全学的な業務を的確に遂行する体制による運営を推進する。 

また、学部等においても、大学全体の方針に基づき、効率的な運営を行う体制を確立

する。 

（２）全学的な視点による戦略的な大学運営の推進 

理事長（学長）のリーダーシップのもと、法人の目的を達成するため、全学的視点及

び学内競争原理に基づいた効率的な資源配分を行う。 

（３）地域に開かれた大学づくりの推進 

大学の活動内容が広く住民に周知され、住民や地域社会の要請が大学運営に適切に反

映されるよう、地域に開かれた大学づくりを進める。 

（４）評価制度の活用等による業務運営の改善に向けた継続的取組の推進  

各種評価制度や監事による業務監査を活用し、継続的に業務運営を改善する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

Ⅲ 業務運営の改善及び
効率化に関する目標を
達成するためとるべき
措置 

Ⅲ 業務運営の改善及び効
率化に関する目標を達成
するためとるべき措置 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関す 
る目標を達成するためとるべき措置 

１ 運営体制の改善に関
する目標を達成するた
めとるべき措置 

１ 運営体制の改善に関す
る目標を達成するためと
るべき措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成
するためとるべき措置 

（１）理事長（学長）、
学部長等を中心とす
る機動的な運営の推
進 

（１）理事長（学長）、学
部長等を中心とする機
動的な運営体制の推進 

（１）理事長（学長）、学部長等を中心
とする機動的な運営体制の推進 

ア 理事長（学長）のリ
ーダーシップ 
理事長（学長）は、

学内コンセンサスの
確保に留意しながら
全学的な立場でリー
ダーシップを発揮
し、大学運営に関し
て責任ある意思決定
を迅速かつ的確に行
う。 

ア 理事長（学長）のリー
ダーシップ 
理事長は、管理運営

上の諸問題に迅速かつ
的確な意思決定を行う
とともに、全教職員に
対して決定内容の説明
や情報の公開・共有に
努める。 

ア  理事長（学長）のリーダーシップ 
・ 理事長は、管理運営上の諸問題に
迅速かつ的確な意思決定を行い、決
定事項については、その根拠や状況
について全教職員に向けて説明し、
その内容を学内ＨＰで公表した。 

・ 学長懇談会を学部・学科別に計２
４回実施し、その結果等を踏まえ学
長メッセージを２回発出した。ま
た、教員からの意見や提案を積極的
に吸い上げ、可能なものについて
は、管理運営に反映した。 

イ 理事長（学長）の補
佐体制 

  理事長がリーダー
シップを発揮できる
よう、「総務・財務」、
「経営」、「教育研
究」、「産学官連携」

イ 理事長（学長）の補
佐体制 

   役員（副理事長・学
内理事）は、情報交換
を密にして、理事長の
意思決定をサポートす
る。 

イ 理事長（学長）補佐体制 
   役員（副理事長・学内理事）は、絶

えず情報交換を密にして、理事長の意
思決定を助けるとともに、理事長の方
針に基づいて行動した。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

の各担当理事が責任
をもって理事長を支
える。 
大学運営に学外の

幅広い意見を反映さ
せるため、理事や審
議会等の委員に学外
の有識者や専門家を
登用する。 

ウ 学部長の役割 
 各学部長は、研究
科長を兼務し、学長
の指示を受けるとと
もに、それぞれの教
育研究分野を担当す
る教員の意見にも配
慮して、学部全体の
意思決定及び運営を
大学の方針に基づい
て適正かつ効率的に
行うよう努める。 

ウ 学部長の役割 
各学部長は、各会議

の場で学部の意見を的
確に述べることができ
るように、学部の諸会
議を十分な時間をとっ
て運営する。同時に、
学部長は、その会議で
大学運営の方針が教員
に理解されるように説
明する。 

ウ 学部長の役割 
   各学部長は、所属教員に大学運営の

方針を説明し理解を得た。また、各会
議の場で学長に対して学部としての
意見を明確に説明した。 

エ 教員組織と事務組
織との連携強化 

   教員と事務職員の
役割分担を明確にす
るとともに、相互理
解を深め協働して機
動的な大学運営を行
う。 

エ 教員組織と事務組織
との連携強化 
平成 26 年度から開始

した FD・SD 合同研修会
を継続し、研修内容を
充実する。また、教職
員全体を対象とする SD
の義務化を受け、初任
者合同研修や管理職研
修などの SD 研修を教職
協働で実施する。 

エ 教員組織と事務組織との連携強化 
大学教育開発センターにおいて、

FD・SD合同の全学研修会を開催し、
大学教育に係る学修機会を創出し、
知識の修得・情報の共有化が図られ
た。 
また、教職員全体を対象とするSD

の義務化を受け、SD研修を教職協働
で実施した。（全学研修会として実
施）     
FD・SD研修会における、事務職員の
参加は延べ41名（全6回） 

オ 各種委員会の運営 
  各種委員会におい
て、各委員はその審
議結果を責任をもっ
て各部局の教職員に
周知させる。 

 
 

オ 各種委員会の運営 
 ・ 委員会の委員は、学

内グループウエアの活
用等により、審議結果
を各部局の教職員に周
知する。 

・ 業務の効率化を目的
に、教育研究活動委員
会、社会活動委員会及
び学生生活委員会を大
学活動委員会として統
合する。 

オ 各種委員会の運営 
委員会委員は、審議結果を各部局の

教職員に周知した。特に学部長は、前
項ウの役割を踏まえ、委員会と学部の
会議の間で発言に齟齬が生じないよ
う配慮した。 

（２）全学的な視点によ
る戦略的な大学運営
の推進 

（２）全学的な視点による
戦略的な大学運営の推
進 

（２）全学的な視点による戦略的な大学運
営の推進 

ア 全学的、中長期的 ア  ア  
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

な視点に立ち、大学
の目標と教育研究上
の重点分野に留意し
つつ、 CC戦略に基
づいて、学部の枠に
とらわれず学内の資
源配分を行う。 

 
 ※CC戦略： 
  学内を競争

[competition]と協
働[collaboration]
と位置づけ、競争意
識をもって各教員が
教育研究活動に取り
組むとともに、異な
る専門分野の協働作
業を促進させる戦略 
 

・ 全学的、中長期的な視
点に立って設定した３
つの運営方針の下に各
種取組を行うとともに、
継続的な点検・評価によ
り改革を進める。 

 
(運営方針) 
① 全学教育に教養教育を
積極的に導入する。 

② 国際交流を促進すると
ともに、グローバル教育
を推進する。 

③ 地域貢献について戦略
的に取り組む。 

 
(COC＋事業で取り組む３つ
の柱) 
① 教育改革 
② 域学連携 
③ 産学連携 
・ COC+事業の計画に沿
って、教育改革、域学
連携、産学連携の各種
取組を進める。(参照：
Ⅱ-3-(1)-ウ項目
No.41） 

・ 教学ＩＲ部門を設置、専任教員を配
置し、教学関連のデータ分析・管理に
努めた。 

 
・ COC＋事業で取り組む３つの柱、教育
改革、域学連携、産学連携について各
種取組を進めた。（参照：Ⅱ－３－(１)
－ウ項目 NO.44］） 

イ 年度毎に部局長会
議で大学の重点課題
を決定し、大学とし
てその課題解決に向
けた取組に資源を集
中投資するととも
に、その活動成果を
検証して、今後の方
針に反映させる。 

イ 部局長会議で本学の取
り組むべき重点課題に対
する認識や対応の方向性
を各学部長と共有し、課
題解決に向けた取組に資
源を集中するとともに、
活動成果を検証して、今
後の方針に反映する。重
要な課題解決に関する点
検・評価は、経営審議会
及び教育研究審議会で行
う。 

イ 部局長会議で、理事長が自らの経営
理念や教育方針等を提示し、各部局長
や機構長等との認識を共有した。ま
た、各部局長等から課題を募り、その
解決のために議論し、決定内容につい
ては各部局内等への周知を求めた。さ
らに、法人評価等本学の評価に係る事
項については、経営審議会又は教育研
究審議会において審議を行った。 

（３）地域に開かれた大
学づくりの推進 

（３）地域に開かれた大学
づくりの推進 

（３）地域に開かれた大学づくりの推進 

ア 毎年度、公開講座
等を実施し、県民に
親しまれる大学づく
りを行う。 

ア 公開講座等の実施 
（公開講座） 

 地域住民に幅広く学
習機会を提供するとと
もに、大学における研
究成果の普及と活用を
図るため、公開講座を
開催する。 

 
(学内開放) 
・ 大学祭に合わせて学

ア  公開講座等の実施 
（公開講座） 

テーマ： 
「知って得する糖尿病との付き合い方」 
受講者   ：県内 60 人（延 120 人）  

修了証書交付：36 人 
※糖尿病という身近な問題をテーマに
していたので、幅広い年齢層の参加
があった。 

（学内開放等） 
・ 大学祭に併せて学内開放及び進学
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

内を開放（進学相談）
し、地域住民や高校生
に分かりやすく大学の
取組みを紹介する。 

・ 夏休み工作教室・県
大探検を開催し、子ど
もが楽しみながら大学
の取組を学べるよう、
各学部学科の特色を活
かして体験プログラム
を考案する。 

相談を 
実施した。 

・ 夏休み工作教室・県大探検には募
集人員を超える応募があり、可能な限
り受け入れた。 

夏休み工作教室 小学生 20 人（保護者 6人） 
県大探検   小学生 45 人（保護者 16 人） 
（コモンズ公開講座） 

地域住民に幅広く学習機会を提供す
るとともに、大学における研究成果の
普及と活用を図るため、COC+事業で地
域創生コモンズを設置している 4市
で、同コモンズを中心として、プログ
ラミング、糖尿病、認知症、健康測
定、子育て等の各市のニーズに応じた
公開講座を開催し、計 10 回、延べ 533
人の参加があり、活動を促進すること
ができた。 

（コモンズ子育て支援プロジェクト） 
地域住民に幅広く学習機会を提供す

るとともに、大学における研究成果の普
及と活用を図るため、COC+事業で地域創
生コモンズを設置している 4 市で、同コ
モンズを中心として、子育て中の親とそ
の子どもと学生が交流する「子育て支援
プロジェクト」を開催し、計 4回、延べ
133 人の参加があり、活動を促進するこ
とができた。 

 

イ 地域に出向いて社
会人向けの講演や専
門分野に関する研究
会を行うアクティブ
キャンパス(移動型
の情報発信基地)を
推進し、地域の多様
な要望に応える。 

イ 地域貢献活動を推進す
るため、COC+事業と連携
しながら、地域連携推進
事業及び企業人材育成事
業を新たに実施する。 

（※アクティブキャンパス
事業はH28年度に廃止） 

 
※ 地域連携推進事業 
本学と連携協力に関す

る協定を締結する自治体
又はそれ以外の県内自治
体を活動拠点とし、本学
教員及び学生が行政機
関、大学、経済団体、地
域団体と連携して実施す
る事業について、学内で
公募・審査し、承認した
ものについて経費を助成
するもの。（H29年度から
実施） 

 
※企業人材育成事業 

イ  
・ 地域貢献活動を推進するため、

COC+事業と連携しながら、地域連携
推進事業及び企業人材育成事業を新
たに実施したことで、地域貢献活動
の幅を広めるとともに、参加教員の
拡充を図ることができた。 

・ 平成 29 年度から新設した、地域連
携推進事業及び企業人材育成事業に
おいて、学内公募を実施した結果、
それぞれ 10 件・2件の申請があり、
全件承認した。 

・ 企業人材育成事業は、岡山県内にお
いて本学教員が行政機関、大学、経
済団体、企業、地域団体（ミクロも
のづくり岡山、解析シミュレーショ
ンネット OKAYAMA 等）と連携して実
施する、岡山県内に所在する企業等
に対する、次の区分による活動につ
いて支援を行う事業である。  
１．技術力向上に資する育成プログ

ラムの開発と実施  
２．技術力向上に資する講演会の開催  
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

本学教員が県内の行政
機関、大学、経済団体、
企業、地域団体と連携し
て実施する、岡山県内に
所在する企業等の人材育
成事業について、学内で
公募・審査し、承認した
ものについて経費を助成
するもの。（H29年度から
実施） 

３．技術力向上に資する技術講習会
の開催  

４．その他学長が必要と認めた活動 
29 年度は 2件実施した。 

・ デザイン学部では、就実大学経営
学部との共同で中小企業経営者向け
セミナーを計 6 回実施した。（備前
市コモンズ） 

・ 地域連携事業は、岡山県内におい
て本学と連携協力に関する協定を締
結する自治体又はそれ以外の自治体
を活動拠点とし、本学教員及び学生
が行政機関、大学、経済団体、地域
団体（社会福祉協議会、特定非営利
活動法人、自治会等）と連携して実
施する、健康福祉関連、子ども関
連、まちづくり関連、アート・食
育・ＩＣＴ関連による活動につい
て、学内で公募・審査し承認したも
のについて支援を行う事業であり、
29 年度は以下のとおり 10 件実施し
た。 

 
○地域連携事業実施実績（件数） 

 H29 

全学 10 

看護学科 3 

栄養学科 1 

保福学科 1 

情報工学部 2 

デザイン学部 3 
 

（４）評価制度の活用等
による業務運営の改
善に向けた継続的取
組の推進 

（４）評価制度の活用等に
よる業務運営の改善に
向けた継続的取組の推
進 

（４）評価制度の活用等による業務運営の
改善に向けた継続的取組の推進 

ア 認証評価機関及び
地方独立行政法人評
価委員会による評価
結果を踏まえ、大学
の組織、業務運営及
び教育研究活動につ
いて、継続的な見直
しを行う。 

ア  
・ 岡山県地方独立行政
法人評価委員会による
評価結果及び平成 28 年
度に受審した大学改革
支援・学位授与機構に
よる認証評価結果を受
けて、引き続き役員
会、経営審議会、教育
研究審議会等において
改善策を審議し、教育
の質向上を図る。 

・ 平成 29 年度から法人
評価及び認証評価に係
る自己点検・評価を評
価委員会において審議

ア 
・ 認証評価制度に関する省令の改正
（平成 30 年 4月改正）により、大学に
おける教育研究活動等の見直しを継
続的に行う仕組み（内部質保証の機
能）が重視されることから、ＩＲを含
めた内部質保証を推進していく責任
体制及び組織体制について検討を開
始した。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

することで、法人運営
と教育研究の両面から
改革を進める。 

イ 監事による法人業
務の監査結果を大学
運営に適切に反映さ
せる。 

イ 監事及び会計監査人
の監査結果は、適宜、
役員会、経営審議会及
び教育研究審議会にお
いて改善策を審議し、
大学運営に適切に反映
する。 

イ 平成 29 年度の監査（28 年度実績を
対象）では「適正に行われている。」
との結果を得た。 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

 

中

期

目

標 

教育研究活動が、時代の変化や地域社会の要請に応え、地域産業の発展に資するよう、必

要に応じ教育研究組織を柔軟に見直す。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

２ 教育研究組織の見直
しに関する目標を達成
するためとるべき措置 

２ 教育研究組織の見直し
に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標
を達成するためとるべき措置 

地域の要請に応え、
地域とともに発展する
大学となるため、教育
研究組織の充実を図る
とともに、必要に応じ
て学外組織との間で組
織編成や運営の協働化
を検討する。 

大学教育開発センター
において、他大学とテー
マや問題意識を共有する
ことで教育研究組織の充
実を図るため、FD研修事
業を学外者の協力により
進める。 

大学教育開発センターにおいて、平
成 33 年度入試改革に向けた高大接続
改革、ICT を活用したアクティブラー
ニング等のテーマに関して先行事例
のある他大学等から外部講師を招聘
し FD 研修会を実施した。 

（参照：Ⅱ-1-(3)-ウ—(ｱ)項目 NO.29） 

 

  



 

84 

 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

３ 人事の適正化に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

（１）法人化の特長を生かした弾力的な制度の運用  

法人の自主的・自律的な運営により学部の枠を越え、全学的な視点に立った弾力的な

教員人事を行う。 

（２）能力・業績等を向上させる制度の運用   

教員の能力・業績等が適正に反映される評価制度を運用することにより、教員の意欲

の向上を図り、教員の資質向上、ひいては教育研究の活性化に資する。 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

３ 人事の適正化に関す
る目標を達成するため
とるべき措置 

３ 人事の適正化に関する
目標を達成するためとる
べき措置 

３ 人事の適正化に関する目標を達成 
するためとるべき措置 

（１）法人化の特長を生
かした弾力的な制度
の構築 

（１）法人化の特長を生か
した弾力的な制度の構
築 

（１）法人化の特長を生かした弾力的な制
度の構築 

  労働関係の法改正
に伴う対応を適正に
行うとともに、柔軟
で弾力的な人事運営
を行う。 

中期計画中の教員定数の
削減方針（９名削減）を
着実に進める。 
（Ⅱ-1-(3)-ｱ 再掲） 

保健福祉学部助教を 1 人削減し、
COC＋推進室で特任講師１人を増員
して全学的視点に立った弾力的な人
員配置を行った。 
教員定数の削減 0 人（1 人） 

（延人数 8 人） 
（ ）は 28 年度実績  

（再掲：Ⅱ-1-(3)-ｱ項目 NO.24） 

（２）能力・業績等を向
上させる制度の運用 

（２）能力・業績等を向上
させる制度の運用 

（２）能力・業績等を向上させる制度の運
用 

ア 教員の個人評価制
度を適正に運用し、
教員の意欲の向上、
資質の向上を図る。 

ア 平成 27 年度及び 28
年度に試行した教員の
個人評価について、評
価項目、評価方法、実
施方法等の見直しを行
うことで、さらに検討
を加える。 

ア  
・ 評価委員会において、平成 27 年度
及び 28 年度に試行した教員の個人評
価を点検し、評価項目、評価方法、
実施方法等の見直しを行い、これら
をもとに試行を継続した。さらに、
課題を抽出・改善したうえで、30 年
度から本格実施することとされた。 

・ 教員の活動実績に係る情報収集と
評価を効率的に行うため、作業をウ
ェブ上で連動して行える「大学教員
活動実績データ管理システム」を構
築し、より効率性の高い取組みを行
うことができた。 
（再掲：Ⅱ－１－(3)ーウー(ｲ)項目
NO.30） 

 
［評価時の観点］  
  教員の個人評価について、30 年度から
本格実施できる見込みとなったが、改善
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

を求められた教員への対応等、結果の処
遇等への反映方法については、継続課題
となった。 

イ 理事長（学長）は、
個人評価制度により
改善を求められた教
員と面談し、問題解
決のアドバイスを行
うとともに、全学の
管理運営上の改善の
参考とする。 

イ 平成 27 年度及び 28
年度に試行した教員の
個人評価について、評
価項目、評価方法、実
施方法等の見直しを行
うことで、さらに検討
を加える。（再掲：Ⅲ-
3-(2)-ア項目 NO.72） 

イ  
・ 評価委員会において、平成 27 年度
及び 28 年度に試行した教員の個人評
価を点検し、評価項目、評価方法、実
施方法等の見直しを行い、これらを
もとに試行を継続した。さらに、課題
を抽出・改善したうえで、30 年度か
ら本格実施することとされた。 

・ 教員の活動実績に係る情報収集と
評価を効率的に行うため、作業をウ
ェブ上で連動して行える「大学教員
活動実績データ管理システム」を構
築し、より効率性の高い取組みを行
うことができた。 
（再掲：Ⅱ－１－(3)ーウー(ｲ)項目

NO.30） 
 
［評価時の観点］  
  教員の個人評価について、30 年度から
本格実施できる見込みとなったが、改善
を求められた教員への対応等、結果の処
遇等への反映方法については、継続課題
となった。 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標 

 

中

期

目

標 

効率的かつ合理的な事務処理を行うため、事務組織及び業務等について不断の見直しを行

う。 

事務組織が十分や任務を果たすことができるよう、SD(スタッフ・ディベロップメント：

職員の資質の向上のための取組)活動を組織的に行う。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

４ 事務等の効率化、合
理化に関する目標を達
成するためとるべき措
置 

４ 事務等の効率化、合理
化に関する目標を達成す
るためとるべき措置 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標
を達成するためとるべき措置 

（１）業務の見直し （１）業務の見直し （１）業務の見直し 

 業務の進め方につ
いて不断の見直しを
行い、情報システム
の導入等、適切な手
段を用いて事務処理
の合理化・効率化を
行う。 

・ 平成 31 年度入試から
導入予定の Web 出願の
準備を進める。 

・ 学務系以外の情報シ
ステムについて見直し
を検討する。 

・ 不要・不急の業務や
非効率的な事務処理に
ついて、不断の見直し
により業務のスクラッ
プアンドビルドを行
う。 

・ 平成 29 年度に運用開
始する全学情報システ
ム（学務系）の状況を
見ながら、必要に応じ
て事務処理の合理化・
効率化を検討する。 

・ Web 出願の導入に向け、プロポーザ
ル方式により業者を選定するととも
に導入手順等の必要な協議を進め
た。 

・ 全学情報システム（学務系）の本
稼働を開始し、履修登録・成績評価
等の学務に関する業務の効率化を実
現した。 

・ 全学情報システム（学務系）の運
用に関して、運用後の状況を踏ま
え、業務改善項目を精査し、さらな
る効率化のため改修を実施した。 

・ 既存システムの一部において、独
自認証から OPU-ID（全学認証基盤）
認証への改 
修を行った。 

・ 全学的な情報共有を目的として平
成28年度に導入したグループウェア
について、掲示板、ネットフォルダ
の積極的な利用や業務スケジュール
の記入を求める等、一層の活用推進
を図った。 

（２）事務組織の見直し （２）事務組織の見直し （２）事務組織の見直し 

ア 事務職員について
は、県からの派遣職
員数が段階的に削減
される見通しである
ことから、法人職員
を計画的に採用し、
育成する。 

ア  平成 27 年度に決定し
た事務職員の採用方法
等の見直しに基づき、
法人職員を計画的に採
用する。 

ア 法人採用の事務職員採用試験を実
施し、3名を採用した。 

イ 適正な規模の人員
配置を実現するた
め、組織運営の効率
化を図るとともに、

イ 適正な規模の人員配
置を実現するため、組
織運営の効率化を図る
とともに、非常勤職員

イ 
・ 平成 28 年度に新たに創設した特定
事務職員について採用試験を行い、
今年度は 8人を登用した。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

非常勤職員も含めた
人員配置等について
不断の見直しを行
う。 

も含めた人員配置等に
ついて不断の見直しを
行う。 

 

・ 平成 28 年度に見直しを行った有期
雇用職員について、必要に応じ採用試
験を行い、適正な配置に努めた。 

ウ 優秀な人材の確保
及び定着のため、男
女が共に働きやすい
勤務環境の整備に努
める。 

ウ 引き続き、教職員に
妊娠・出産、育児に関
する諸制度の周知と利
用促進を図り、仕事と
子育ての両立を支援す
る。 

ウ 教職員に妊娠・出産、育児に関する
諸制度の周知と利用促進を図り、仕事
と子育ての両立を支援した。 

（３）事務職員の能力向
上 

（３）事務職員の能力向上 （３）事務職員の能力向上 

  事務職員の人事評
価制度を適正に運用
し、職員の資質、能力
及び勤務意欲の向上
を図る。 

  また、学内・学外を
問わず研修受講の機
会を増やして、ＳＤ
（スタッフ・ディベ
ロップメント）活動
を推進する。 

SD義務化の趣旨を踏ま
え、さらに教職協働を進
める観点から事務職員研
修計画の改正を行うとと
もに、学内研修の充実を
図る。 

 

研修計画の改正を行うとともに、そ
れに従い学内研修を実施、併せて学外
研修にも積極的に参加させた。 

（学内研修） 
事務職員研修    3 回（延べ 114 人） 
（学外研修） 
岡山県主催の新規採用職員研修    3 人 
岡山県主催のﾌﾟﾚ主任級・ﾌﾟﾚ主幹級研修  

3 人 
公立大学協会主催研修会(2 回)    4 人 
その他学外主催研修会(8 回)    7 人 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

１ 自己収入の増加に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

（１）学生納付金 

入学金・授業料等の学生納付金は、法人の業務運営における最も基礎的な収入であ

ることを踏まえ、他大学の動向､社会情勢等を勘案し､適正な料金設定を行う。 

（２）外部資金の獲得 

教育研究水準のさらなる向上及び活動の活性化を目指し、国の科学研究費助成事業

等や産学官連携・地域連携による共同研究等の外部資金の獲得を積極的に推進する。 

（３）その他の自己収入確保 

大学資源の人的、物的等の資源の有効活用により、自己収入確保に向けた取組を推

進する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

Ⅳ 財務内容の改善に関
する目標を達成するた
めとるべき措置 

Ⅳ 財務内容の改善に関す
る目標を達成するためと
るべき措置 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標を達 
成するためとるべき措置 

１ 自己収入の増加に関
する目標を達成するた
めとるべき措置 

１ 自己収入の増加に関す
る目標を達成するためと
るべき措置 

１ 自己収入の増加に関する目標を達 
成するためとるべき措置 

（１）学生納付金 （１）学生納付金 （１）学生納付金 

ア 入学金・授業料等
の学生納付金は、県
の認可に係る上限額
の範囲内で、他大学
の動向、法人収支の
状況、社会情勢等を
勘案し、適正な受益
者負担の観点から定
期的な見直しを行
う。 

 

ア 入学金・授業料等の
学生納付金の見直し
は、社会情勢や他の国
公立大学の動向を考慮
して判断する。 

ア 入学金・授業料等の学生納付金につ
いては、社会情勢や他の国公立大学の
動向を考慮し、金額の見直しは行って
いない。 

イ 学生納付金の納付
については、コスト
（手数料）、手続の簡
便性、安全性、学生の
便宜等の観点から、
口座振替利用を進め
る。 

イ 授業料の口座振替制
度の周知に努め、口座
振替利用率の維持に努
める。 

イ 授業料の口座振替制度の周知に努
め、口座 
振替利用率の維持・向上を図った。 
・口座振替率 99.9％(99.9％) 

( )内は 28 年度実績 
 

（２）外部資金の獲得 （２）外部資金の獲得 （２）外部資金の獲得 

ア 国の科学研究費助
成事業等の競争的研
究資金や大学改革推
進等補助金の獲得に
向け、理事長のリー
ダーシップの下、戦
略的な取組を強化す

ア 教員の科学研究費助
成事業への申請を支援
し、平成 29 年度採択結
果（28 年度申請分）以
上の獲得を目指す。 
学術研究推進センタ

ーにおいて、引き続き

ア 学術研究推進センターにおいて、
科学研究費助成事業等の競争的資金
獲得に関する情報提供及び支援を行
った。  

（科学研究費計画書作成研修会 参加人
数：53人） 

また、30年度科学研究費助成事業
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

る。 
○ 科学研究費助成事
業採択件数・金額
（年間） 
現状  目標 

(H19-24平均)(最終年度) 
保健福祉学部  
26件       40件以上 
36,373千円 56,000千円

以上 
情報工学部   
14件       40件以上 
20,083千円 56,000千円

以上 
デザイン学部   
1件        10件以上 
1,200千円 12,000千円

以上 

情報提供と応募を奨励
し、支援内容の充実を
図る。 

申請について、ベテラン教員がアド
バイスを行う科研費提出前検討会や
民間業者による添削指導を行った。
（添削指導受講者：７人） 
その他、岡山県立大学版チェック

リストの配布や科研費採択計画書の
閲覧制度を継続実施した。 
 

○平成 30 年度科学研究費助成事業採択件
数 
・金額（平成 29 年度申請、間接経費
を含む）  

 
採択件数 

金額 
(千円) 

全学 
64  

(52) 
90,675  
(71,890) 

 保健福祉学部 
38  

(26) 
46,670  
(36,140) 

 情報工学部 
22  

(21) 
38,675  
(29,640) 

 デザイン学部 
4  

(5) 
5,330  

(6,110) 

 （ ）内は 29 年度実績 
 ※30 年 4 月 1日現在（4月転入者を含

み転出者を除く） 

イ 産学官連携を地域
のみならず全国規模
で推進し、共同研究・
受託研究・教育研究
奨励寄附金の外部研
究資金の獲得をより
一層推進する。 

 
 
○ 外部研究資金獲得
金額（年間） 
現状   目標 

(H19-23平均)(最終年度) 
共同研究 
11,505 千円 16,000 千円

以上 
受託研究 
53,608 千円 70,000 千円

以上 
教育研究奨励寄附金 
13,027 千円 16,000 千円

以上 
（※獲得件数について
は、Ⅱ４（１）ア（ア）
（項目 No45） 参照） 

イ 従来の活動を着実に
継続するとともに、目
標を設定し、次の取組
を行う。 

・ 地域や企業とパート
ナー関係をつくり、複
数年での質の高い提案
型・協働型の共同研究
等の増加を図る。 

・ 「重点領域研究助成
費」のプロジェクトを
中心にイノベーショ
ン・ジャパン等の全国
的な展示会等で情報発
信を積極的に行い、全
国規模の共同研究等の
拡大を目指す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

イ  
・ 技術相談、共同研究をはじめとする
県内中小企業と本学との連携及び協働
を促進するため、岡山県立大学協力会
を立ち上げ、設立総会を開催した。 

・ 全国規模の共同研究等の拡大を目指
すべく、イノベーション・ジャパンや
新技術説明会等の全国的な展示会等で
研究シーズの発信を行った。数社から
共同研究につながりそうな個別相談を
受けた。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

○ 外部研究資金獲得目標 

資金の 
種類 

目標 
金額 
(千円) 

目標 
金額 

(件数) 

共同研
究 

30,000 
以上 

40 件 
以上 

受託研
究 

60,000 
以上 

35 件 
以上 

教育研
究奨励
寄附金
等 

20,000 
以上 

40 件 
以上 

（Ⅱ-4-(1)-ｱｰ(ｱ) 再掲） 

○ 外部資金獲得件数 
（再掲：Ⅱ-4-(1)-ア-(ｱ)項目 No.45） 

資金の 
種類 

目標 H29 H28 

合 計 
115 

110,000 
122 

92,779 
115 

88,642 

共同研究 
40 

30,000 
46 

24,366 
48 

21,000 

受託研究 
35 

60,000 
24 

38,781 
18 

45,926 

教育研究奨 
励寄附金等 

40 
20,000 

52 
29,632 

49 
21,716 

※ 上段件数、下段金額(千円) 

（３）その他の自己収入
確保 

（３）その他の自己収入確
保 

（３）その他の自己収入確保 

地域社会の要請に
対応した専門分野の
講習会・研究会等の
受講料や施設・設備
の貸出しによる使用
料収入等の増加を図
る。 

学内行事との調整を
図り各種試験会場とし
ての利用に積極的に対
応し、収入の増加に努
める。 

・ 保育士試験等の試験会場としての
貸付を行った。 

  使用料収入 761 千円（892 千円） 
・ 保育士資格保持者の幼稚園教諭免
許状取得、幼稚園教諭の保育士資格
取得を支援するための講座を開講
し、これに伴う受講料収入を得た。
（県内の保育士５人及び幼稚園教諭
２人が受講） 

受講料収入 518 千円（577 千円） 
       ( )は 28 年度実績  
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

２ 資産の管理運用に関する目標 

 

中

期 

目

標 

（１）教育研究活動の活性化のため、施設の有効かつ効率的な活用に努めるとともに、適正

な維持管理を図る。また、地域貢献の一環として、教育研究に支障のない範囲で、大

学施設の地域開放を行う。 

（２）長期的かつ経営的視点から、金融資産の安全で効率的・効果的な運用を図る。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

２ 資産の管理運用に関
する目標を達成するた
めとるべき措置 

２ 資産の管理運用に関す
る目標を達成するためと
るべき措置 

２ 資産の管理運用に関する目標を達成
するためとるべき措置 

（１）教育研究の水準を
向上させるため、施
設の有効かつ効率的
な活用に努めるとと
もに、教育研究施設
等の計画的な維持管
理、補修を行う。 

（１）平成 28 年度に実施し
た施設劣化状況調査を
踏まえ、施設設備の長
寿命化を目的とする中
期修繕計画を策定す
る。 

（１）施設設備の長寿命化等を目的とす
る中期修繕計画を策定した。 

   また、岡山県から「公立大学法人
岡山県立大学施設等整備事業費補助
金」の交付を受け次の設備更新等を
行った。 
・動物実験棟機械室内設備更新 

（２）大学運営に支障の
ない範囲で大学施設
を一般に開放する。 

（２）大学運営に支障のな
いよう十分に調整しな
がら、地域貢献の観点
から、大学施設を一般
に開放する。 

（２）地域貢献の観点から、大学運営に
支障のない範囲でスポーツ施設を一
般開放した。 

野球場   39件(22件) 
グラウンド  2件(0件) 

（ ）内は、28年度実績 

（３）資産運用、資金管理
については、安全性、
安定性等を考慮しつ
つ、法律で認められ
た範囲内で余裕資金
の効率的、効果的な
運用を行う。 

（３）市場の金利動向を踏
まえ、金融機関等の定
期預金や国債等の証券
など、有利かつ確実な
金融商品を選定し、短
期又は中長期の資産運
用を行う。 

（３）余裕資金の適正かつ確実な運用を
図るため、短期及び中期の定期預金
に預け運用を図った。 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

３ 経費の抑制に関する目標 

 

中期

目標 

予算の効率的・弾力的執行により、管理的経費の節減を図る。 

また、教職員一人ひとりのコスト意識の啓発を図るとともに、教育研究活動経費の効率的か

つ適正な執行に努める。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

３ 経費の抑制に関する
目標を達成するためと
るべき措置 

３ 経費の抑制に関する目
標を達成するためとるべ
き措置 

３ 経費の抑制に関する目標を達成す 
るためとるべき措置 

（１）競争性のある調達
の徹底、外部委託と
内部資源活用のコス
ト比較、内部事務の
効率化・省力化など
により、管理経費・投
資経費の節減を図
る。 

（１）競争性のある調達を
徹底するとともに、可
能な限り競争入札を実
施し、経費の節減を図
る。 

（１）競争性のある調達を徹底するととも
に、業者選定の見直しを図るなど経費
の節減に努めた。 

（２）教職員のコスト意
識の涵養に取り組む
とともに、教育研究
活動経費の効率的か
つ適正な執行に努め
る。 

（２）健康に配慮した冷暖
房や安全に配慮した照
明などを前提に、省エ
ネルギー対策を進める
とともに、部局長会議
においてエネルギー使
用量を周知し、省エネ
ルギーの啓発、全学的
な省エネルギーの徹底
を進める。また、教育
研究活動経費の効率的
かつ適正な執行に努め
る。 

（２）健康面や安全面に配慮しながら、
省エネルギー対策を進めた。 

 
・ エネルギー使用実績（推計）

1,263kL(H28:1,228KL) 
    対前年度比 102.9％ 

（３）運営費交付金が、計
画期間中の６年間、
毎年度段階的に削減
される見通しである
ことから、教育費・研
究費までを含めた各
種経費の見直しを行
うとともに、人件費
についても、教職員
定数を見直すなど、
削減に努める。 

 

（３）運営費交付金削減に対
応するため、継続事業に
係る経費の見直しを図
りつつ、３つの運営方針
などの重点分野につい
ては戦略的な予算配分
を行う。 
また、中期計画中の

教員定数の削減方針
（９名削減）を着実に
進める。（再掲：Ⅱ-1-
(3)-ｱ 項目 No.24） 

（３）保健福祉学部助教を 1 人削減し、
COC＋推進室で特任講師１人を増員し
て全学的視点に立った弾力的な人員
配置を行った。 

 
教員定数の削減 0 人(1 人)(延人数 8 人） 

（ ）は 28 年度実績  
（再掲：Ⅱ-1-(3)-ｱ項目 NO.24） 
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Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する目標 

１ 評価の充実に関する目標 

 

中

期

目

標 

教育研究活動及び業務運営について、大学の自己点検・評価体制により、定期的に自己点

検・評価を実施する。 

また、外部評価を受け、その結果を教育研究活動及び業務運営の改善に活用する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

Ⅴ 自己点検・評価及び
改善並びに当該情報の
提供に関する目標を達
成するためとるべき措
置 

Ⅴ 自己点検・評価及び改善
並びに当該情報の提供に
関する目標を達成する 
ためとるべき措置 

Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該
情報の提供に関する目標を達成するた
めとるべき措置 

１ 評価の充実に関する
目標を達成するためと
るべき措置 

１ 評価の充実に関する目
標を達成するためとるべ
き措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

大学が教育研究の
質の充実を図るととも
に、教育研究活動の透
明性を高めるため、評
価委員会において、運
営や教育・研究活動を
定期的に自己点検・評
価する。また、学部及び
大学院の教育方法・内
容・カリキュラムやア
ドミッション・ポリシ
ーと教育内容の整合性
については、教育研究
活動委員会において定
期的に評価する。さら
に、入試の実施方法に
ついては、入試委員会
で点検・改善を行い、そ
の効果を評価する。 

（※外部評価結果による
改善については、Ⅲ１
（４）ア（項目 No68）
参照） 

 

・ 大学教育開発センタ
ーに各種教学データの
収集・分析等を行う教
学IR部門を設置し、評
価委員会での自己点
検・評価の充実を図
る。 

・ 入試実施後には課題
を整理し、入試委員会
において改善策を速や
かに決定し、次年度の
入試に反映させる。ま
た、入学者選抜方式
は、各学部が行った評
価結果に基づき、必要
に応じて適切なものに
見直す。 
 

・ 大学教育開発センター及び関係各
所においては、本学の IR を確立する
ために、教学データシステムを平成
29 年度から導入して、データ処理の
ための基盤整備を行った。また、5月
には、教学 IR 部門（準備室）を当セ
ンター内に設置し特任助教 1 名を採
用し、IR の本格実施に向けたシステ
ム整備を行っている。 

・ 入試実施運営体制における学内人
員配置の見直しを図った。また、29
年度実施の推薦入試において発生し
た配点の記載誤りを受けて、問題作
成時の校正指針(チェックリスト)を
見直した。 
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Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する目標 

２ 情報公開の推進に関する目標 

 

中

期

目

標 

公立大学法人としての社会に対する説明責任を果たし、大学運営の透明性を確保するた

め、広報体制の強化を図り、教育研究活動や業務運営に関する積極的な情報提供に取り組

む。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

２ 情報公開の推進に関
する目標を達成するた
めとるべき措置 

２ 情報公開の推進に関す
る目標を達成するためと
るべき措置 

２ 情報公開の推進に関する目標を達成
するためとるべき措置 

  広報専門委員会に
おいて戦略的な広報
活動を企画し、その
戦略に基づき、教育
研究活動や地域貢献
活動、業務運営に関
する各種情報を効果
的に発信する。 

 大学の新ホームページ
及びスマートフォン用サ
イトの運用を開始し、効
果的な情報発信に努める
とともに、必要に応じ、
内容の見直しを行う。 

 大学の特色をはじめ教育研究成
果、学内行事等について、ホームペ
ージのタイムリーな掲載に努め、大
学活動への理解促進とイメージアッ
プを図った。 
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関する目標 

１ 施設設備の整備に関する目標 

 

中

期

目

標 

長期的視点に立った施設設備の整備計画を策定し、省エネルギーやユニバーサルデザイン

等に配慮した整備を推進する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

Ⅵ その他業務運営に関
する重要事項に関する
目標を達成するためと
るべき措置 

Ⅵ その他業務運営に関す
る重要事項に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に
関する目標を達成するためとるべき措
置 

１ 施設設備の整備に関
する目標を達成するた
めとるべき措置 

１ 施設設備の整備に関す
る目標を達成するためと
るべき措置 

１ 施設設備の整備に関する目標を達成
するためとるべき措置 

教育研究機能を充実
させるため、施設設備
の整備、大規模修繕及
び高額機器の購入につ
いては、長期的な計画
を策定し、効率的に実
施する。その際、省エ
ネ効果やユニバーサル
デザインに配慮する。 

平成28年度に実施した
施設劣化状況調査を踏ま
え、施設設備の長寿命化
を目的とする中期修繕計
画を策定する。（再掲：
Ⅵ-2-(1)項目NO.84） 

  施設設備の長寿命化等を目的とする
中期修繕計画を策定した。 

  また、岡山県からの補助金の交付を受
け、動物実験棟機械室内設備更新工事を
行った。 
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関する目標 

２ 安全衛生管理や危機管理等に関する目標 

３ 社会的責任に関する目標 

 

中

期

目

標 

２ 教育研究現場での安全を確保し、快適な修学環境・職場環境を形成するために、安全衛

生管理及び教職員の心身両面の健康管理を計画的に行うとともに、防災対策や情報セキュ

リティの確保等効果的なリスクマネジメントを実行する。 

３ 法令遵守や人権尊重を全学的に徹底し、法人に対する社会の信頼を確保する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

２ 安全衛生管理や危機
管理等に関する目標を
達成するためとるべき
措置 

２ 安全衛生管理や危機管
理等に関する目標を達成
するためとるべき措置 

２ 安全衛生管理や危機管理等に関する
目標を達成するためとるべき措置 

（１）施設設備の定期点
検を確実に実施し、
安全に維持するため
の全学的な安全衛生
管理体制を強化す
る。 

（１）全学的な安全衛生管
理体制のもと、引き続
き安全衛生教育の充実
に取り組み、施設設備
の機能保全及び維持管
理を適切に行う。 

（１） 
・ 施設の日常点検の実施などにより、
排水処理施設の漏水箇所の修繕や防
災システム非常電源装置の取替、メイ
ンプラザのタイル補修、アリーナの壁
補修などを実施した。また、障害者差
別解消法における障害のある方への
合理的対応の視点から、トイレの改修
（４箇所）や車椅子の学生のための通
路舗装工事など、バリアフリー対策工
事を実施した。 

（２）化学物質等の毒物
劇物等の適切な管理
及びその廃棄物の適
正な処理を行う。 

（２）化学物質の適切な管
理・処理を継続するとと
もに、地球温暖化に大き
な悪影響を及ぼすフロン
ガスの漏洩検査を実施す
る。 

（２）化学物質の適切な管理・処理を継
続するとともに、空調機からのフロ
ンガス漏洩の定期点検（3年に 1回）
を専門業者に委託して実施した。 

（３）教職員の健康管理
及びメンタルヘルス
対策を適切に実施す
る。 

（３）引き続き、教職員の
健康診断の周知を徹底
し、未受診者や再検査
等対象者への受診勧奨
を適切に実施する。ス
トレスチェックについ
ては、実施要領に基づ
いて適切に行い、受診
率が向上するよう教職
員に周知する。 

（３） 
教職員の健康管理について各種診

断の周知を徹底し、未受診者や再検
査等対象者への受診勧奨を適切に実
施した。ストレスチェックについて
は、本学衛生委員会で協議の上、実
施要領に基づいて実施し、131 人
（53.9％）の教職員が受診した。 

（４）災害や情報セキュリ
ティ事件事故、その他
の突発的なリスクに
対応できる管理体制
を構築し、対応マニ
ュアルを整備すると
ともに、被害を最小

（４）平成 26 年度に作成し
た、危機管理ガイドラ
インに基づく個別マニ
ュアルを順次整備す
る。また、マイナンバ
ーの管理を適切に行
う。 

（４） 
・ 岡山県立大学で実施した「総社市
防災訓練」に参加する形で、消火訓
練、救命訓練、地震体験などを行っ
た。 

11 月 18 日 参加者 37 名  
・ 昨年度発生した USB メモリ紛失の
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

限に食い止めるため
の事前点検・訓練等
を行う。 

事案を受け、電子データによる個人
情報持ち出しの際には申請書を提出
させることで、個人情報漏洩防止を
徹底した。 

・ 新任教員研修会（４月）及び新規
事務職員研修（６月）において、特
定個人情報(マイナンバー)の取扱い
に係る留意事項等を周知した。 

３ 社会的責任に関する
目標を達成するためと
るべき措置 

３ 社会的責任に関する目
標を達成するためとるべ
き措置 

３ 社会的責任に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

法令違反や各種ハラ
スメント等の人権侵害
を防止するため、相談、
啓発、問題解決等に全
学的体制で取り組む。 

・ 学内規程等の充実や
遵守の徹底な 
ど、内部統制の強化に
努める。 

・ ハラスメント発生を
未然に防ぐた 
め、教職員・学生等

に対する意識啓発を徹
底するとともに、ハラ
スメントが生じた場合
は早急かつ適切に対応
する。 

・ 利益相反について、
教員へ周知を図るな
ど、利益相反マネジメ
ントを徹底する。 

・ 教職員に、他大学や
岡山県等が行う人権に
関する研修会に積極的
に参加させるなど、教
職員の人権意識の高揚
を図る。 

・ 障害を理由とする差
別の解消の推進に関す
る法律に的確に対応す
るために制定した教職
員対応要領の学内周知
や、学内での相談窓口
の周知に努める。 

・ ハラスメント発生を未然に防ぐた
め、新入生ガイダンスにおいて文書
を配布し、注意啓発を呼びかけた。 

・ 全教職員を対象としたハラスメン
ト研修会を開催し（29 年 8月）、ハ
ラスメント防止に係る意識啓発を行
うとともに、ハラスメント相談員を
対象にした研修会を開催し（同
月）、相談員の役割や相談を受けた
際の適切な対応方法について受講さ
せた。 

・ 利益相反について教員へ周知を図
るなど、利益相反マネジメントを徹
底した。 

・ 「岡山県大学人権・同和教育懇談
会」に教員 1人、事務局職員 1人を
参加させ、それぞれ所属する部局内
に周知させるなど、教職員の人権意
識高揚を図った。 

・ 障害を理由とする差別の解消の推
進に関する法律に的確に対応するた
めに制定した教職員対応要領の学内
周知や、学内での相談窓口のさらな
る周知に努めた。 

 

  



 

98 

 

Ⅶ 予算、収支計画及び資金計画 

 

１ 予算 

                                                                       （単位：百万円） 

区      分 予算額 決算額 
差 額 

(決算－予算) 

 

  収入 

    運営費交付金 

  補助金 

  自己収入 

   授業料及び入学金検定料収入 

      雑収入 

  受託研究等収入及び寄附金収入 

  目的積立金取崩額 

 

              計 

 

 

  

２，０３５ 

１３０ 

１，１１９ 

１，０７４ 

４５ 

９０ 

４５７ 

 

３，８３１ 

 

 

２，０３５ 

１０９ 

１，１２７ 

１，０７５ 

５２ 

９２ 

３１２ 

 

３，６７５ 

 

 

０  

△２１ 

８ 

１ 

７ 

２ 

△１４５ 

 

△１５６ 

 

 

 支出 

  教育研究経費 

  人件費 

  一般管理費 

  受託研究等経費及び寄附金事業費等 

施設費 

 

       計 

 

 

 

９４７ 

２，３８８ 

３９５ 

９０ 

１１ 

 

３，８３１ 

 

 

８５９ 

２，３１８ 

３９８ 

８３ 

９ 

 

３，６６７ 

 

 

△８８ 

△７０ 

３ 

△７ 

△２ 

 

△１６４ 
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２ 収支計画 

                                    （単位:百万円） 

区       分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算） 

費用の部 

 経常費用 
  業務費 
   教育研究経費 

   受託研究等経費 
   役員人件費 
   教員人件費 

   職員人件費 
  一般管理費 
  減価償却費 

 
収入の部 
 経常収益 

  運営費交付金収益 
  授業料収益 
  入学金収益 

  検定料収益 
    受託研究等収益 
  寄附金収益 

  補助金収益 
  財務収益 
  雑益 

    資産見返負債戻入 
   資産見返運営費交付金等戻入 
   資産見返寄附金戻入 

資産見返補助金戻入  
   資産見返物品受贈額戻入 
  

純利益 
   
目的積立金取崩益 

 
総利益 

３，８９２ 

３，８９２ 
３，４０７ 

９５３ 

６６ 
４３ 

１，８８９ 

４５６ 
３９５ 

９０ 

 
３，４３５ 
３，４３５ 

２，０１７ 
９１７ 
１０５ 

５１ 
６６ 
２５ 

１１８ 
１ 

４５ 

９０ 
５７ 
１３ 

１ 
１９ 

 

△４５７ 
 

４５７ 

 
－ 

３，６２２ 

３，６２２ 
３，２３１ 

８０２ 

４９ 
４１ 

１， ８７２ 

４６７ 
２９３ 

９８ 

 
３，３２２ 
３，３２２ 

１，９３３ 
９５７ 
１０９ 

５１ 
６２ 
２４ 

５０ 
１ 

４９ 

８６ 
５６ 
１５ 

１ 
１４ 

 

△３００ 
 

３１２ 

 
１２ 

△２７０ 

△２７０ 
△１７６ 
△１５１ 

△１７ 
△２ 

△１７ 

１１ 
△１０２ 

８ 

 
△１１３ 
△１１３ 

△８４ 
４０ 

４ 

０ 
△４ 
△１ 

△６８ 
０ 
４ 

△４ 
△１ 

２ 

０ 
△５ 

 

１５７ 
 

△１４５ 

 
１２ 
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３ 資金計画 

                                      （単位:百万円） 

区      分 予算額 決算額 
差 額 

(決算－予算） 

 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

    その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度よりの繰越金 

 

 

４，４２５ 

３，７８５ 

１０９ 

１８ 

５１３ 

 

４，４２５ 

３，３６５ 

２，０３５ 

１，０７４ 

６６ 

２５ 

１６５ 

９０ 

－ 

９７０ 

 

４，１４５ 

３，３８４ 

２５２ 

１８ 

４９１ 

 

４，１４５ 

３，２９４ 

２，０３５ 

１，０７５ 

５９ 

２９ 

９６ 

３１０ 

－ 

５４１ 

 

 

△２８０ 

△４０１ 

１４３ 

０ 

△２２ 

 

△２８０ 

△７１ 

０ 

１ 

△７ 

４ 

△６９ 

２２０ 

－ 

△４２９ 
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Ⅷ 短期借入金の限度額 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

短期借入金の限度額 

 

限度額  ３億円 

短期借入金の限度額 

 

限度額  ３億円 

 

該当なし 

 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

決算において剰余金が

発生した場合は、教育研

究の質の向上及び組織運

営の改善に充てる。 

決算において剰余金が発

生した場合は、教育研究の

質の向上及び組織運営の改

善に充てる。 

 

該当なし 

 

 

Ⅹ 重要な財産の譲渡等に関する計画 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

な し な し 

 

な し 

 

XI その他規則で定める事項 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

１ 施設及び設備に関す

る計画 

空 調 設 備 等 の 大

規模修繕を第 2 期

中 期 計 画 期 間 中 に

行う。 

 

 

 

１ 施設及び設備に関する

計画 

空調設備等の大規模修

繕を計画的に行う。 

 

 

 

 

 

１ 大規模修繕を１件実施した。 

・ 動物実験棟機械室内設備更新 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

２ 中期目標の期間を超

える債務負担 

 

な し 

 

３ 地方独立行政法人法

第 40 条第 4 項の規定

により業務の財源に充

てることができる積立

金の使途 

教育研究の質の

向上及び組織運営

の改善に充てる。 

 

４ その他法人の業務運

営に関し必要な事項 

な し 

２ 中期目標の期間を超え

る債務負担 

 

な し 

 

３ 地方独立行政法人法第

40 条第 4 項の規定により

業務の財源に充てること

ができる積立金の使途 

 

教育研究の質の向

上及び組織運営の改

善に充てる。 

 

４ その他法人の業務運営

に関し必要な事項 

な し 

２ 該当なし 

 

 

 

 

３ 該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 該当なし 

 

 

 

 

 

 

 


